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は じ め に 

新宿区では、区が実施する施策や事業の適切な評価及び進行管理を行うこと

により、効果的・効率的な区政運営につなげるとともに、区政運営について区

民への説明責任を果たすことを目的として、「計画」・「実行」・「評価」・「見直し」

といったＰＤＣＡサイクルに基づく行政評価を実施しています。 

行政評価の実施に当たっては、区が実施する内部評価に加え、評価の客観性・

透明性を高めるとともに、区民参画の機会を確保するため、学識経験者や区民

等で構成された新宿区外部評価委員会による評価を行っています。 

令和 3 年度は、令和 2 年度に実施した事業の評価に加えて、これらが第二次

実行計画にどのように反映され、取り組まれているかを示しています。このた

め、内部評価シートにおいて現時点における進捗状況がわかるよう記載してい

ます。 

また、これまで計画事業単位で評価をしていましたが、今回から各計画事業

を構成する一つひとつの事業（枝事業）ごとの評価を行っています。 

なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、当初予定していた事業の核

となる部分が実施できないものや目的達成のための代替手段による実施ができ

ない事業等については、計画事業は「評価できない」、経常事業は「確認に適さ

ない」としています。 

令和３年８月 
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１ 令和３年度の行政評価 

（１）内部評価結果

令和 3年度の内部評価は、3つの個別施策と令和二年度に実施した 115の計画事業（枝

事業を含む事業数 172 事業）について評価を実施しました。また、評価の対象となった

個別施策を構成する 56の経常事業について、取組状況の確認を行いました。 

  評価結果は、次のとおりです。 

① 施策評価（3個別施策）

取組状況としては、3個別施策とも、おおむね順調に進んでいると評価しています。

評価の対象は、次の 3個別施策です。

○個別施策Ⅰ－3「障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備」（P12）

○個別施策Ⅲ－8「地球温暖化対策の推進」（P33）

○個別施策Ⅲ－12「まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創

造」（P45） 

② 計画事業評価（115事業・枝事業を含む事業数 172事業）

新型コロナウイルス感染症の影響により、当初予定していた事業の核となる部分が

実施できないものや目的達成のための代替手段による実施ができない事業等について

は、「評価できない」としています。 

評価を実施した事業の評価結果については、「計画以上」が 2事業、「計画どおり」が

146 事業、「計画以下」が 1事業となりました。 

計画以上  2事業 

計画どおり 146事業 

計画以下  1事業 

評価できない  23事業 （計 115事業・枝事業を含む事業数 172 事業） 

「計画以上」と評価したものは、次の 2事業です。 

 〇計画事業 17 放課後の居場所の充実（P112） 

〇計画事業 86①中小企業新事業創出支援（新宿ビジネスプランコンテスト）（P338）

「計画以下」と評価したものは、次の 1事業です。 

〇計画事業 33③国際理解教育及び英語教育の推進（英検チャレンジ）（P172）
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総合 

評価 

第二次実行計画における方向性 

計 
継続 拡充 縮小 

手段 

改善 
統合 分割 終了 

経常 

事業化 

計画 

以上 
0 1 0 0 0 0 0 1 2 

計画 

どおり 
52 20 0 2 7 1 10 54 146 

計画 

以下 
0 0 0 0 0 0 0 1 1 

評価で

きない 
7 0 0 2 2 0 2 10 23 

計 59 21 0 4 9 1 12 66 172 

③ 経常事業取組状況の確認（56 事業）

新型コロナウイルス感染症の影響により、当初予定していた事業の核となる部分が実

施できないものや目的達成のための代替手段等による実施ができない事業については、

「確認に適さない」としています。 

  取組状況確認結果については、「適切」が 52 事業、「改善が必要」が該当なしとなりま

した。 

適切  52 事業 
改善が必要 該当なし

確認に適さない   4 事業 （計 56 事業） 

  各評価については、内部評価シート（12 ページ以降）をご覧ください。 
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（２）内部評価シートの見方

① 施策評価シート
施策評価シート

今後の取組の方向性

9（2027）年度

17.1

増加

30（2018）年度 元（2019）年度 2（2020）年度

18.4 16.7 増加

目標水準

9（2027）年度

区民ニーズや地域課題に的確に対応しているか。

目的（めざすまちの姿・状態）の実現に向けて成果を上げているか。

実績

実績

30（2018）年度 元（2019）年度

おおむね成果を上げている

2（2020）年度

指標名 指標の定義（単位） 当初値

成果

指
標
1

総合評価

取組の
方向性

　障害者の地域生活を支えるための施策は、新型コロナウイルス感染症の影響により、「新たな日常」を基軸に引き続き推
進する必要があります。
　障害を理由とする差別の解消の推進は、より多くの区民や事業者が障害について理解を深める必要があります。そのた
めには、理解促進にかかる事業を経常的に実施することが重要です。
　区内障害者グループホームは1カ所増え17所になりましたが、大半が定員を満たしている状況で、保護者の高齢化が進
む中、今後も地域の居住先であるグループホームの設置が求められています。しかし、民有地は地価が高く、用地の確保
が困難なことが課題となるため、積極的に公有地を活用していく必要があります。
　第6期障害福祉計画において、令和5年度までの一般企業への就労移行に関する成果目標を掲げており、令和2年3月
に引き上げられた障害者の法定雇用率の影響を踏まえた上で、今後の就労状況を注視していく必要があります。

役割（妥当性） 十分に取り組んでいる

効率性

各主体はそれぞれの役割に基づき取り組んでいるか。

効率的に各事業を実施しているか。 おおむね効率的

所管部

　めざすまちの姿・状態

　障害の重度化、障害者の高齢化や親亡き後を見据えて、障害者が住み慣れた地域で尊厳を持って暮らし続けられるまちをめざします。
さらに、障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが生涯にわたって社会参加ができるように、区民が互いに支援し合う関係づくりを
めざします。

分析・評価

福祉部、健康部

基本政策 Ⅰ 個別施策 3 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

指
標
２

有効性 おおむね対応している

成果指標（参考）

■順調に進んでいる□ 遅れている□やや遅れている□おおむね順調に進んでいる

　障害者の地域生活を支えるための施策については、新型コロナウイルス感染症の影響により、「新たな日常」を基軸に事
業を推進することが大切です。障害者への支援が継続されるよう、感染防止対策を講じるほか、在宅支援を取り入れるな
ど、柔軟な対応をとってきました。
　障害を理由とする差別の解消の推進においては、ギャラリーオーガード「みるっく」にて「障害者作品展」を開催するととも
に、街頭ビジョン等での障害理解のための映像放映等により、障害の理解啓発を進めてきました。例年12月の障害者週間
に新宿駅西口広場イベントコーナーで開催している「障害者福祉施設共同バザール」は中止しましたが、出店を予定して
いた各事業所が交代で、令和2年12月3日から12月9日まで区役所の地下1階で販売を行いました。
　また、障害者の意思疎通の支援を推進するため、「新宿区手話言語への理解の促進及び障害者の意思疎通のための多
様な手段の利用の促進に関する条例」を制定し、具体的な施策として、区役所本庁舎や特別出張所の各手続きにタブ
レット端末等による遠隔手話通訳等サービスが利用できるよう、新たな事業を開始しました。
　障害のある方が、住み慣れた地域で安心して生活を継続できるための障害者グループホームの設置促進に関して、払
方町国有地における障害者グループホーム等施設の整備計画については、区民ニーズを満たせる事業者が参入しやす
いよう、事業者の賃料負担を軽減するため、障害者施設の土地賃料について区独自の補助制度を創設したうえで、令和3
年1月に事業者の公募を開始しました。
　また、区立高齢者いこいの家「清風園」跡地については、設置されるグループホームが区民等のニーズを満たすものとな
るよう、事業内容や運営面に関する条件整理を行い、実績のある事業者から意見を聴取しました。
　民有地については、社会福祉法人等が行う整備計画の具体化に向け、開設を希望する社会福祉法人等からの相談に
対し、施設整備費補助等の情報提供を行い、設置を促進してきました。
　障害者就労支援の充実に関しては、新宿区勤労者・仕事支援センターが行っており、本人のニーズや障害種別に応じ
たきめ細かな支援を行っています。特にコロナ禍においてはICTを活用した面接の支援、就労後の職場定着支援等も行っ
ており、幅広く事業が活用されています。
　以上のことから、本施策における各事業を通じて、障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備が促進されているこ
とから、おおむね順調に進んでいると評価します。

取組状況

課題
・

ニーズ等

　障害者の生活を地域全体で支える仕組みとサービス提供体制を検討し、障害者がいつでも相談でき、地域で安心して
暮らし続けられるよう支援します。
　「新宿区手話言語への理解の促進及び障害者の意思疎通のための多様な手段の利用の促進に関する条例」に基づき、
手話をはじめ障害特性に応じた様々な意思疎通の必要性について普及啓発するとともに、手話通訳者等派遣や、区職員
向けの研修及び障害者を支援する物品の活用によるコミュニケーション支援等の充実に引き続き取り組みます。また、ソー
シャルディスタンスやマスク着用、消毒等による衛生管理を講じた会場運営等、新型コロナウイルス感染症予防対策を行っ
た上で「障害者福祉施設共同バザール」・「障害者作品展」を開催するとともに、街頭ビジョン等での障害理解のための映
像放映等により、障害の理解啓発を推進します。
　障害者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、引き続きグループホームの設置促進を図ります。また、グ
ループホームに適した区有地や国、都有地があるときは、グループホームの建設について検討をしていきます。払方町国
有地や、清風園跡地での整備計画についても、円滑に整備が進むよう取り組んでいきます。
　障害者就労支援の充実を図るため、引き続き新宿区勤労者・仕事支援センターや各事業所を含めて連携し、ＩＣＴを活
用するなど、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた支援にも対応できるよう、サービスの量的・質的確保に努めま
す。

障害者差別解消法認
知度

障害者差別解消法の施行を
知っている割合（％）

29（2017）年度

44.7

障害者の社会参加のし
やすさ

障害があっても積極的に社会
参加しやすいまちだと思う割合
（％）

29（2017）年度

14.8

指標名 指標の定義（単位） 当初値

51.7 54.4 45.3

目標水準

個別施策の

推進により

めざす将来

のまちの姿

や状態

分析の視点

（役割（妥当

性）・効率

性・有効性・

成果）による

評価

上記の分析
の視点を踏
まえた総合
的な評価

２年度の取
組状況

これまでの

取組を踏ま

えた今後の

課題

今後の個別
施策の取組
の方向性

総合計画に
おける成果
指標の当初
値、実績、目
標水準

・十分に取り組んでいる
・おおむね取り組んでいる
・一部改善が必要
・大幅に改善が必要

・十分に効率的
・おおむね効率的
・一部改善が必要
・大幅に改善が必要

・十分に対応している
・おおむね対応している
・一部改善が必要
・大幅に改善が必要

・十分に成果を上げている
・おおむね成果を上げている
・一部成果を上げていない
・成果を上げていない
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②計画事業評価シート

計画事業評価シート

評価結果

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　健康ポイント事業の定員を更に拡大し参加者を募るとともに、より魅力的な事業となるようポイントの対象となる事業
等を拡大していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 評価の可否

実績

（1）延べ参加者
総計2,623人（アプリ計1,528名、通信機能付き歩数計1,095人）
※平成30年度に台紙で参加していた人数（100名）は含めない

（2）新規参加者
総計1,279名（アプリ770名、通信機能付き歩数計509名）

指標

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 健康増進法、新宿区健康づくり行動計画

適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

1,344

R2（2020）年度

1

計画事業

79.1 ％ 74.9

無

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

計画どおり

実績値 486 2,623
健康ポイント事業の
参加者数

％

1 ① 気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康ポイント事業）
　事業概要

　日常生活の中で歩いてポイントを貯める「ウォーキングポイント」を中心に、健診等の受診、健康イベントやスポーツ事業をはじめ健
康づくり活動への参加など様々な健康行動に対してポイントを付与することで、多くの区民が健康づくりに参加するきっかけをつくりま
す。

令和２年度の取組・評価

当該年度に健康ポイント事
業に参加した者の数（前年
度から継続して参加する者
を含む）（人）

目標値 500 1,700 3,500

達成度 97.2 ％

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う外出自粛による運動不足が懸念される中で、本事業は感染予防に留意しな
がら取り組み、広報新宿やポスターの掲示・配布等を通じて広く事業周知を行いました。
　参加数は目標値に届かなかったものの、新たに1,279名の参加（アプリ770名、通信付き歩数計509名）がありました。
　10代から90代までの幅広い世代の参加があり、本事業参加後は平均歩数や外出頻度が増える傾向にあり、体を動
かすきっかけとして有効であったことから、計画どおりと評価します。

令和2年度内部

評価実施結果

報告書」におけ

る取組方針

事業内容の変更

（中止、延期、内容

変更等）の有無

令和2年度の事

業実績

事業成果を測る

指標

妥当性・効率性・

有効性（適切・適

切でない）、成果

（上げている・上げ

ていない）による

評価及び令和2年

度の評価結果

上記の分析を踏

まえた総合的な

評価

※新型コロナウイルス感染症の影響により、

当初予定していた事業の核となる部分が実

施できないものや目的達成のための代替手

段による実施ができない事業等については、

「評価できない」としています。

また、事業内容の変更が無いものは網かけ

表示となります。

「評価できない」としたものは

「妥当性～評価結果」は網かけ

表示

・有
・無

・評価できる
・評価できない

・計画以上
・計画どおり
・計画以下
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事
業
分
析

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 40,939 千円

千円

特定財源 2,119 千円 2,361 千円 2,025 千円

事業経費 6,954 千円 14,236

一般財源

44,836 千円

分類

91.3

※関連区分は「継続」・「拡充」・「縮小」・「手段改善」・「統合」・「分割」・「終了」・「経常事業化」があります。

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業1「気軽に健康事業に取り組める環境整備」 関連区分 統合

第二次実行
計画におけ
る取組方針

　第一次実行計画における「１①気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康ポイント事業）と「１③気軽に健康づく
りに取り組める環境整備（ウォーキングの推進）」を統合します。
　健康ポイント事業については、「歩くこと」でポイントが貯まる仕組みと、「健康に関わるイベントや講習会への参加、
健診受診、施設の利用など」でポイントが貯まる仕組みを分けることで、分かりやすい仕組みに変更し、働き盛りの世
代だけでなく、高齢者も含めて誰でも気軽に参加できるようにしていきます。
　また、ウォーキングマップを作成するとともに参加人数の制限や間隔をあけて歩く等の新型コロナウイルス感染症対
策を講じた上で初心者向けウォーキング教室を実施し、ウォーキングを更に推進していきます。

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス□ 非市場的・必需的サービス □ □

事業経費

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）健康ポイント事業
　　①しんじゅく健康ポイント　累積参加者数3,411人【3,900人】
　　②健康アクションポイント(しんじゅく健康スタンプラリー) 応募者数3人【900人、応募締切は8月末・11月末・2月末
の3回】
（２）ウォーキングの推進
　　①初心者向けウォーキング教室「いきいきウォーク新宿」の開催　2回（1回中止）【8回】
　　※会場が新型コロナワクチン接種会場となったため中止
　　②ウォーキングマップの作成　作成部数（増刷）10,000部　調整中【配布時期未定】

％

【特定財源】
医療保健政策区市町
村包括補助事業費等
（東京都補助金）

円

予算現額 7,461 千円 千円

千円 19,749

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位
でのコスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

課題
・

ニーズ等

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う外出機会の減少による体力低下が懸念され、より多くの区民が健康づくり
に取り組み、継続できるようにする必要があります。令和3年度より拡充した、区内の名所めぐりやバーチャルウォーク
でのポイント獲得や、地域・グループ毎の個人ランキング表示など、アプリの新しい機能も活用し、更なる参加促進や
参加継続につながるような魅力的な事業内容にする必要があります。
　ウォーキングは主として屋外で個人で行うことができることから感染症流行下での運動不足解消としても効果的であ
り、より多くの区民がウォーキングに取り組み、継続できるようにする必要があります。
　大規模なイベントや講演会を開催することが難しい状況下で、どのようにウォーキングを広めていくか検討する必要
があります。

区民一人当たりのコスト 96.8 円 134.3 円 84.9 円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577

15,418 千円 21,957

千円 17,724 千円

人 ― 人

行政コスト 33,523,168 円

34,434

％

6,505 千円

89.9 ％

4,835 千円 11,875

46,667,715 円 29,262,087 円 ―

執行率 93.2 ％ 92.3

第二次実行計

画における事

業の方向性及

び取組方針

市場性及び必要

性の二つの基準

を基にした事業

形態

第一次実行計

画期間における

当該事業に要す

る経費

当該事業にお

ける今後の課

題・ニーズ等

地方公会計制

度に基づき算出

したコスト

※実績値は各

年度4月1日現

在の新宿区の

人口

【【 】内は各取組の目標や

実施時期等
令和3年6月末

時点の事業の

進捗状況

第二次実行計

画の事業名及

び関連区分※
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③ 経常事業取組状況シート

Ⅰ - ３

事業経費 2 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 88 心身障害者扶養年金事務（扶養共済制度）
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

執行率 100.0 ％

事業
概要

　心身障害者を扶養している保護者が掛金を納めることにより、保護者が死亡または重度障害となった場合に、心
身障害者に年金を支給します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

　対象者の各種申請・届出に関する事務処理を東京都に代わって実施し、その書類を東京都へ進達

（実績）
(1) 東京都心身障害者扶養年金制度

年金受給者数　107人
(2) 東京都心身障害者扶養共済制度

加入者数　42人

予算現額 2 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要

事業の目的、

実施内容

２年度の事

業の取組内

容、実績、事

業手法、事

業経費

事業の取組状況

「確認に適さない」としたものは斜

線を引いています。
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施 策 評 価 





2年度評価 ページ

3 おおむね順調に
進んでいる 12

13 計画どおり 14

14 計画どおり 16

15 計画どおり 18

88 適切 20

89 適切 20

90 適切 20

91 適切 21

92 適切 21

93 適切 21

94 適切 22

95 適切 22

96 適切 22

97 適切 23

98 適切 23

99 適切 23

100 適切 24

101 適切 24

102 適切 25

103 適切 25

104 適切 26

105 適切 26

107 適切 26

108 適切 27

109 適切 27

110 適切 28

111 適切 28

112 適切 29

113 適切 29

２　施策評価
　　施策評価一覧表

基本政策 個別施策（計画事業・経常事業）

Ⅰ
暮らしやすさ
1番の新宿

障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

計画
事業

経常
事業

障害者グループホームの設置促進

障害者への自立支援給付費等

障害を理由とする差別の解消の推進

区立障害者福祉施設の機能の充実

心身障害者扶養年金事務（扶養共済制度）

心身障害者医療費助成事務

障害者計画等の推進

障害者自立支援ネットワーク

介護給付費等の支給に関する審査会

障害児等タイムケア事業

障害者就労支援施設事業運営助成

障害者支援施設運営助成

指定障害福祉サービス事業者等指導検査事務

あゆみの家の管理運営

障害児支援給付

障害者支援施設への短期入所措置等

障害者地域生活支援事業

福祉手当等の支給

心身障害者への助成

在宅重度心身障害者への助成

身体障害者への助成

遠距離施設訪問家族交通費助成

視覚・聴覚障害者支援事業

特別永住者等重度障害者特別給付金

障害者医療的ケア体制への支援

障害者施策推進協議会の運営

障害者就労支援推進

障害者ヘルプカード等の作成
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2年度評価 ページ基本政策 個別施策（計画事業・経常事業）

3 ―

114 適切 29

115 適切 30

116 適切 30

117 適切 31

118 適切 31

8 おおむね順調に
進んでいる 33

①区民省エネルギー意識の啓発 計画どおり 34

②事業者省エネルギー行動の促進 計画どおり 36

③区が取り組む地球温暖化対策の推進 計画どおり 38

83 計画どおり 40

500 適切 42

501 適切 42

502 適切 42

503 適切 43

504 適切 43

Ⅰ
暮らしやすさ
1番の新宿

障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

経常
事業

Ⅲ
賑わい都市・
新宿の創造

地球温暖化対策の推進

計画
事業

経常
事業

82

環境基本計画の推進

新宿生活実習所の管理運営

障害者生活支援センターの管理運営

難病対策事業

地球温暖化対策の推進

環境学習・環境教育の推進

福祉作業所の管理運営

障害者福祉センターの管理運営

環境審議会の運営

環境マネジメントシステムの推進

エコライフ推進員の活動

環境学習情報センター管理運営費
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2年度評価 ページ基本政策 個別施策（計画事業・経常事業）

12 おおむね順調に
進んでいる 45

89 計画どおり 46

①新宿フィールドミュージアムの充実 評価できない 48

②和を伝えるプログラム 評価できない 50

91 計画どおり 52

557 適切 54

558 確認に適さない 54

559 確認に適さない 54

560 適切 55

561 適切 55

562 適切 55

563 適切 56

564 適切 56

565 適切 56

566 適切 57

567 適切 57

568 適切 57

569 適切 58

570 適切 58

571 適切 58

572 適切 59

573 適切 59

574 適切 59

575 適切 60

576 確認に適さない 60

577 確認に適さない 60

Ⅲ 賑わい都市・
新宿の創造

まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

計画
事業

経常
事業

90 新宿の魅力としての文化
の創造と発信

名誉区民周知事業

新宿クリエイターズ・フェスタ

文化体験プログラム事業の展開

新宿歴史博物館の管理運営

林芙美子記念館の管理運営

佐伯祐三アトリエ記念館の管理運営

中村彝アトリエ記念館の管理運営

漱石山房記念館の管理運営

ミニ博物館の充実

文化国際交流拠点機能等の整備

漱石山房記念館を中心とした情報発信

名誉区民選定委員会の運営

新宿未来創造財団運営助成（文化財、郷土資料調査研究）

文化財保護審議会の運営

文化財保護保存調査等

文化財協力員の活用

夏目漱石記念施設整備基金積立金

大新宿区まつり

文化芸術振興会議の運営

乳幼児文化体験事業

国内友好都市交流の推進

新宿文化センターの管理運営

新宿未来創造財団運営助成（文化活動・国際交流）
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施策評価シート

今後の取組の方向性

所管部 福祉部、健康部

基本政策 Ⅰ 個別施策 3 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

　めざすまちの姿・状態
　障害の重度化、障害者の高齢化や親亡き後を見据えて、障害者が住み慣れた地域で尊厳を持って暮らし続けられるまちをめざします。さ
らに、障害の有無によって分け隔てられることなく、誰もが生涯にわたって社会参加ができるように、区民が互いに支援し合う関係づくりをめ
ざします。

分析・評価
役割（妥当性） 各主体はそれぞれの役割に基づき取り組んでいるか。 十分に取り組んでいる

効率性 効率的に各事業を実施しているか。 おおむね効率的

有効性 区民ニーズや地域課題に的確に対応しているか。 おおむね対応している

成果 目的（めざすまちの姿・状態）の実現に向けて成果を上げているか。 おおむね成果を上げている

総合評価

　障害者の地域生活を支えるための施策については、新型コロナウイルス感染症の影響により、「新たな日常」を基軸に事業
を推進することが大切です。障害者への支援が継続されるよう、感染防止対策を講じるほか、在宅支援を取り入れるなど、柔
軟な対応をとってきました。
　障害を理由とする差別の解消の推進においては、ギャラリーオーガード「みるっく」にて「障害者作品展」を開催するととも
に、街頭ビジョン等での障害理解のための映像放映等により、障害の理解啓発を進めてきました。例年12月の障害者週間に
新宿駅西口広場イベントコーナーで開催している「障害者福祉施設共同バザール」は中止しましたが、出店を予定していた
各事業所が交代で、令和2年12月3日から12月9日まで区役所の地下1階で販売を行いました。
　また、障害者の意思疎通の支援を推進するため、「新宿区手話言語への理解の促進及び障害者の意思疎通のための多
様な手段の利用の促進に関する条例」を制定し、具体的な施策として、区役所本庁舎や特別出張所の各手続きにタブレット
端末等による遠隔手話通訳等サービスが利用できるよう、新たな事業を開始しました。
　障害のある方が、住み慣れた地域で安心して生活を継続できるための障害者グループホームの設置促進に関して、払方
町国有地における障害者グループホーム等施設の整備計画については、区民ニーズを満たせる事業者が参入しやすいよ
う、事業者の賃料負担を軽減するため、障害者施設の土地賃料について区独自の補助制度を創設したうえで、令和3年1月
に事業者の公募を開始しました。
　また、区立高齢者いこいの家「清風園」跡地については、設置されるグループホームが区民等のニーズを満たすものとなる
よう、事業内容や運営面に関する条件整理を行い、実績のある事業者から意見を聴取しました。
　民有地については、社会福祉法人等が行う整備計画の具体化に向け、開設を希望する社会福祉法人等からの相談に対
し、施設整備費補助等の情報提供を行い、設置を促進してきました。
　障害者就労支援の充実に関しては、新宿区勤労者・仕事支援センターが行っており、本人のニーズや障害種別に応じた
きめ細かな支援を行っています。特にコロナ禍においてはICTを活用した面接の支援、就労後の職場定着支援等も行って
おり、幅広く事業が活用されています。
　以上のことから、本施策における各事業を通じて、障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備が促進されていること
から、おおむね順調に進んでいると評価します。

□ やや遅れている □ 遅れている

課題
・

ニーズ等

　障害者の地域生活を支えるための施策は、新型コロナウイルス感染症の影響により、「新たな日常」を基軸に引き続き推進
する必要があります。
　障害を理由とする差別の解消の推進は、より多くの区民や事業者が障害について理解を深める必要があります。そのため
には、理解促進にかかる事業を経常的に実施することが重要です。
　区内障害者グループホーム16所の大半が定員を満たしている状況で、保護者の高齢化が進む中、今後も地域の居住先
であるグループホームの設置が求められています。しかし、民有地をはじめ、用地の確保が困難となっています。
　第6期障害福祉計画において、令和5年度までの一般企業への就労移行に関する成果目標を掲げており、令和2年3月に
引き上げられた障害者の法定雇用率の影響を踏まえた上で、今後の就労状況を注視していく必要があります。

取組状況 □ 順調に進んでいる ■ おおむね順調に進んでいる

取組の
方向性

　障害者の生活を地域全体で支える仕組みとサービス提供体制を検討し、障害者がいつでも相談でき、地域で安心して暮
らし続けられるよう支援します。
　「新宿区手話言語への理解の促進及び障害者の意思疎通のための多様な手段の利用の促進に関する条例」に基づき、
手話をはじめ障害特性に応じた様々な意思疎通の必要性について普及啓発するとともに、手話通訳者等派遣や、区職員
向けの研修及び障害者を支援する物品の活用によるコミュニケーション支援等の充実に引き続き取り組みます。また、ソー
シャルディスタンスやマスク着用、消毒等による衛生管理を講じた会場運営等、新型コロナウイルス感染症予防対策を行っ
た上で「障害者福祉施設共同バザール」・「障害者作品展」を開催するとともに、街頭ビジョン等での障害理解のための映像
放映等により、障害の理解啓発を推進します。
　障害者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、引き続きグループホームの設置促進を図ります。また、グルー
プホームに適した区有地や国、都有地があるときは、グループホームの建設について検討をしていきます。払方町国有地
や、清風園跡地での整備計画についても、円滑に整備が進むよう取り組んでいきます。
　障害者就労支援の充実を図るため、引き続き新宿区勤労者・仕事支援センターや各事業所を含めて連携し、ＩＣＴを活用
するなど、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた支援にも対応できるよう、サービスの量的・質的確保に努めます。
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成果指標（参考）

指
標
1

指標名 指標の定義（単位） 当初値 実績 目標水準

障害者の社会参加の
しやすさ 増加

指
標
２

指標名 指標の定義（単位） 当初値 実績

54.4 45.3

9（2027）年度

30（2018）年度 元（2019）年度 2（2020）年度 9（2027）年度

17.1 18.4 16.7

障害があっても積極的に社会
参加しやすいまちだと思う割合
（％）

29（2017）年度 30（2018）年度 元（2019）年度 2（2020）年度

14.8

増加

目標水準

障害者差別解消法認
知度

障害者差別解消法の施行を
知っている割合（％）

29（2017）年度

44.7 51.7
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計画事業評価シート

計画どおり

　障害のある方が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、実績豊かな社会福祉法人等によりグループホー
ム等の設置を図っていくことは、事業手法としても、効率性からも適切です。

新宿区障害者計画・障害福祉計画の目標の一つである「住まいの場の充実」との整合性が図られており、ニーズや地
域課題にも的確に対応しています。
　公有地活用について、払方町国有地における障害者グループホーム等施設の整備計画については、整備事業者の
賃料負担を軽減し開設後も安定的な経営を維持できるよう、障害者施設の土地賃料について区独自の補助制度を創
設し、事業者が参入しやすいよう条件を整えました。その上で、令和3年1月に事業者公募を開始し、事業者向け説明
会をオンラインで実施しました。
　また、高齢者いこいの家「清風園」跡地については、実績のある事業者から意見を聴取しながら、区民のニーズを満た
すと同時に民間事業者の専門性を最大限に活かせるよう公募条件を整理しています。
　民有地については、社会福祉法人等が行う整備計画の具体化に向けた支援として物件を所有する方の紹介を１件
行ったほか、開設相談への助言等の対応を8件行いました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

設置促進

達成度 ― ％ ― ％ ― ％

目標値 設置促進 設置促進 設置促進

実績値 設置促進

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　払方町国有地を活用した障害者グループホームについては、令和2年度に事業者選定が行えるよう準備を進めるとと
もに円滑に整備が進むよう調整を図ります。また、高齢者いこいの家「清風園」廃止後の跡地活用として障害者グルー
プホームを設置するため、設置に向けた検討を行います。ほかにも、活用できる公有地、民有地や賃貸物件がある場
合、障害者グループホームの整備につながるよう、社会福祉法人等への情報提供、相談を継続していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

（1）公有地
①払方町国有地

令和3年1月に事業者公募及び事業者向け説明会をオンラインで実施
②清風園跡地（中落合一丁目区有地）

施設が区民のニーズを満たすよう公募条件を整理し、あわせて実績のある事業者から意見聴取（2法人）
（2）民有地

整備計画を予定している社会福祉法人等に対し、不動産所有者の紹介、開設相談への助言を通じて、
民間による障害者グループホーム整備計画の支援を実施（9法人）

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

設置促進

R2（2020）年度

1
民設民営方式による
グループホームの設
置促進

民設民営方式によるグルー
プホームの設置促進

計画事業 13 ― 障害者グループホームの設置促進

　事業概要

　障害者の地域での生活を支援するため、民設民営方式によるグループホームの整備に対して施設整備費等の補助を行い、設置促
進を図ります。

所管部 福祉部 所管課 障害者福祉課

基本政策 Ⅰ 個別施策 3 関係法令等
障害者総合支援法、新宿区障害者整備事業補助金交付要綱、新宿区
障害者計画・第5期新宿区障害福祉計画
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 2.9 円 2.7 円 8.3 円 4.6

円 4,820,960 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 1,008,400 円 954,600 円 2,857,960

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

0 千円

執行率 ― ％ ― ％ 36.4 ％ 36.4

千円

特定財源 ― 千円 ― 千円 0 千円

千円 ― 千円 4

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 4 千円

一般財源 ― 千円 ― 千円 4 千円

千円 11 千円

事業経費 ―

予算現額 ― 千円 ― 千円 11

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

4

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）公有地
　①払方町国有地
　　埋蔵文化財発掘調査開始 (令和3年5月)
　　整備予定者選定評価委員会の実施 (令和3年5～6月)
　　国に推薦する整備予定者の決定 (令和3年6月)
　②清風園跡地（中落合一丁目区有地）
　　障害者グループホーム等整備事業者の公募　公募条件の整理中 【令和3年11月予定】
（2）民有地
　　整備計画を予定している社会福祉法人等への障害者グループホーム整備計画の支援(不動産所有者の紹介、
　　開設相談への助言など) 3件
   ※なお、区の補助制度を活用せず、令和3年4月に西新宿に1所開設(定員4名)

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業7「障害者グループホームの設置促進」 関連区分 継続

第二次実行
計画における
取組方針

　障害者が住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、引き続きグループホームの設置促進を図ります。また、
活用できる区有地や国、都所有地があるときは、障害者グループホーム建設を視野に入れ検討していきます。
　払方町国有地については、令和3年度に区が整備事業者の審査・選定を行い、令和6年度の開設に向けて準備を進
めていきます。高齢者いこいの家「清風園」跡地での整備計画については、整備事業者より独自の発想を活かした提案
がなされるよう、条件整備を進めていきます。

課題
・

ニーズ等

　区内障害者グループホーム16所の大半が定員を満たしている状況です。さらに保護者の高齢化も進み、今後も地域
の住まいの場であるグループホームの設置が求められます。しかし、民有地をはじめ、用地を確保するのが困難となっ
ています。
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計画事業評価シート

計画どおり

　区として障害者差別解消を推進するため、障害者差別解消支援地域協議会での相談事例の共有や職員研修の実
施は、有効な手段のひとつです。また、手話通訳者等の派遣や障害者を支援する物品の活用による、障害特性に応じ
たコミュニケーション支援等の充実に引き続き取り組みました。特に令和2年度は、「新宿区手話言語への理解の促進
及び障害者の意思疎通のための多様な手段の利用の促進に関する条例」に基づく施策を推進するため、タブレット端
末等による遠隔手話通訳等サービスを新たに開始しました。
　区民や事業者への理解啓発として、障害理解のための映像放映を通じ、新宿に在住する方のほか、在勤や在学の方
に対する障害理解の啓発を効率的に推進しました。令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により「障害者福祉
施設共同バザール」は中止しましたが、代わりに、出店を予定していた各事業所が交代で、令和2年12月3日から12月9
日まで区役所の地下1階で販売を行ったことで、事業の充実を図ることができました。また、「障害者作品展」はギャラ
リーオーガード「みるっく」にて行い、区役所第一分庁舎ではパネル作品展を実施しました。また、バリアフリーマップ
は、施設情報の更新などにより利便性も高まり、アクセス数も増えています。
　これらのことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

45.3

達成度 103.4 ％ 98.9 ％ 75.5 ％

目標値 50.0 55.0 60.0

実績値 51.7

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　障害者やその家族からの相談事例や障害者差別解消法の周知状況等を適宜把握し、区民や事業者への啓発など
の障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的に推進していきます。特に、新宿駅西口での「障害者福祉施
設共同バザール」・「障害者作品展」の開催規模の拡大や、障害理解のための映像放映を継続し、区民のみならず新
宿駅周辺を利用する多くの人に対する障害理解の促進を図ります。
　また、スマートフォン対応やバリアフリー設備の検索機能強化などの改修をしたバリアフリーマップについて、必要に
応じた施設情報の更新など適切な管理運営を行うとともに、障害者団体や関係機関等に加え、区を訪れる多くの方へ
の周知を徹底し利用を促進することで、障害者の社会参加の充実を図ります。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

(1)障害を理由とする差別を解消するための取組　相談件数：3件
(2)障害者差別解消支援地域協議会   3回開催
(3)手話通訳者等の派遣・遠隔手話通訳等サービスの提供　手話通訳者等：938件　遠隔手話通訳等：23件
(4)職員研修の実施（一般職員向け：新型コロナウイルス感染症の影響により中止、新規職員向け：1回）
(5)バリアフリーマップの管理運営　アクセス数：延べ4,831件（令和元年度比244％）
(6)「障害者福祉施設共同バザール」

※新型コロナウイルス感染症の影響により中止しましたが、代わりに、区役所の地下1階に各事業所が交代で
出店し、商品を販売

(7)「障害者作品展」をギャラリーオーガード「みるっく」で行い、区役所第一分庁舎でパネル作品展を実施
(8)大型ビジョン（アルタ）での障害理解啓発映像放映　延べ12,300回

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

54.4

R2（2020）年度

1
障害者差別解消法
の認知度

区民意識調査による障害者
差別解消法の認知度（％）

計画事業 14 ― 障害を理由とする差別の解消の推進

　事業概要

　「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の趣旨を踏まえ、障害の有無によって分け隔てられるこ
となく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けて、障害の特性に応じたコミュニケーション支援等の推進や
区民への啓発活動等を行います。また、障害者差別解消支援地域協議会を開催し、障害者やその家族からの相談事例を踏まえた障
害を理由とする差別を解消するための取組を効果的に推進していきます。

所管部 福祉部 所管課 障害者福祉課

基本政策 Ⅰ 個別施策 3 関係法令等 障害者基本法、障害者差別解消法、障害者総合支援法等
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 104.4 円 120.1 円 83.9 円 102.9

円 106,826,622 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 36,159,996 円 41,756,725 円 28,909,901

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

32,576 千円

執行率 84.8 ％ 90.8 ％ 66.8 ％ 81.6

【特定財源】
地域生活支援事業費
補助事業、地域福祉推
進区市町村包括補助
事業

事業経費 21,034 千円 30,302 千円 17,494

予算現額 24,807 千円 33,384 千円 26,208

千円 68,830 千円

一般財源 11,260 千円 15,923 千円 9,071 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

千円 84,399 千円

36,254 千円

特定財源 9,774 千円 14,379 千円 8,423 千円

％

単位当たりのコスト

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)障害を理由とする差別を解消するための取組　相談件数：0件
(2)障害者差別解消支援地域協議会   【令和3年8月、令和4年3月開催予定】
(3)手話通訳者等の派遣・遠隔手話通訳等サービスの提供　手話通訳者等：251件　遠隔手話通訳等：9件
(4)職員研修の実施　2回(6月実施)【2回】
(5)バリアフリーマップの管理運営　アクセス数：延べ1,072件

音声ルート:既存5本の外、その他の最寄り駅から区役所本庁舎、第一及び第二分庁舎までの5本を掲載予定
【令和3年10月実施予定】

(6)「障害者福祉施設共同バザール」   ※新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえた実施方法を検討中
(7)「障害者作品展」を四谷区民センター1階で、区役所第一分庁舎でパネル作品展を実施予定　【令和3年12月実施
予定】
(8)大型ビジョン（アルタ）での障害理解啓発映像放映　延べ3,000回【12,000回(延べ回数)】

令和３年度の進捗状況

課題
・

ニーズ等

　令和元年度に実施した障害者生活実態調査によると、「最近3年間で、障害があることが原因で、差別と感じる取扱い
を受けた経験がある」と回答した割合は在宅の方で22.8％、児童（18歳未満）の保護者で27.4％となっています。こうし
た結果を踏まえ、区民や事業者に対し障害者差別解消法の周知・啓発を一層推進していく必要があります。また、今後
の法律の見直し状況を注視し、必要に応じた障害を理由とする差別を解消するための取組を推進していく必要がありま
す。

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　本事業は、継続して実施していく必要があることから、今後は経常事業として実施します。
　令和2年6月に制定した「新宿区手話言語への理解の促進及び障害者の意思疎通のための多様な手段の利用の促
進に関する条例」に基づき、手話をはじめ障害特性に応じた様々な意思疎通の必要性について普及啓発するととも
に、手話通訳者等派遣や遠隔手話通訳等サービス、区職員向けの研修及び障害者を支援する物品の活用によるコ
ミュニケーション支援等の充実に引き続き取り組みます。また、ソーシャルディスタンスやマスク着用、消毒等による衛生
管理を講じた会場運営等、新型コロナウイルス感染症対策を行った上で「障害者福祉施設共同バザール」・「障害者作
品展」を開催するとともに、街頭ビジョン等での障害理解のための映像放映等により、障害の理解啓発を推進します。
　平成30年6月に施行された障害者文化芸術活動推進法を踏まえ、障害者作品展や障害理解の啓発イベント等を検
討するとともに、地図閲覧が難しい視覚障害者等向けに、新宿らくらくバリアフリーマップ上で主な区有施設等へのルー
トを文字と音声で案内する「音声道案内」機能の拡充等の方策を推進します。
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計画事業評価シート

計画事業 15 ― 区立障害者福祉施設の機能の充実

　事業概要

　障害の重度化・高齢化への対応及び特別支援学校卒業生の進路先確保のため、区内の生活介護事業の充実を図ります。あゆみ
の家においては生活介護事業の定員拡充に加え、医療的ケアを必要とする方の受入体制強化を行います。また、福祉作業所を多機
能型事業所とし、既存の就労継続支援Ｂ型事業に加え生活介護事業を実施します。

所管部 福祉部 所管課 障害者福祉課

基本政策 Ⅰ 個別施策 3 関係法令等 障害者総合支援法、新宿区心身障害者通所訓練施設条例・規則等

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　あゆみの家においては、令和2年度から生活介護事業の定員拡充に加え、重症心身障害児者通所事業を実施し、医
療的ケアを必要とする方の受入体制強化を図ります。また、福祉作業所については、引き続き、多機能型事業所として
円滑な事業運営を行います。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

(1)あゆみの家
生活介護事業の定員拡充に加え、重症心身障害児者通所事業を実施し、医療的ケアを必要とする方の受入体制強

化を図りました。
①生活介護事業　定員55名（10名増）、現員49名
②重症心身障害児者通所事業　定員5名（生活介護事業55名の内数）、現員5名

（2）福祉作業所
指定管理者と連携し、多機能型事業所として円滑な事業運営を行いました。

①高田馬場福祉作業所
生活介護事業　定員15名、現員12名　　就労継続支援Ｂ型事業　定員50名、現員46名

②新宿福祉作業所
生活介護事業　定員25名、現員24名　　就労継続支援Ｂ型事業　定員50名、現員43名

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

7

2
東京都重症心身障
害児（者）通所事業
所数

生活介護事業所のうち東京
都重症心身障害児（者）通
所事業を実施する事業所数
（所）

R2（2020）年度

1
生活介護事業の事
業所数

生活介護事業の事業所数
（所）

目標値 5 7 7

実績値 5

目標値 ― ― 1

実績値 ― ― 1

7

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

％達成度 ― ％ ― ％ 100.0

計画どおり

　あゆみの家においては、生活介護事業の定員拡充に加え、重症心身障害児者通所事業を実施し、医療的ケアを必
要とする方の受入体制強化を図り、区民ニーズや地域課題に的確に対応することができました。
　また、福祉作業所は指定管理者と連携し、多機能型事業所として事業を円滑に実施し、成果を上げています。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業8「区立障害者福祉施設の機能の充実」 関連区分 継続

第二次実行
計画における
取組方針

　障害の重度化・高齢化への対応及び特別支援学校卒業生の進路先を確保するため、新宿生活実習所（牛込保健セ
ンター等複合施設）の建替えを行い、新施設において生活介護事業の定員の拡充を行います（令和6年度開設予
定）。

課題
・

ニーズ等

　福祉作業所の多機能化及びあゆみの家の定員拡充により、区内の生活介護事業所は、区立と民間事業所合わせて
5所から7所となり、定員が181名から231名に拡充しました。しかし、特別支援学校卒業生の生活介護事業の希望者は
引き続き増加傾向にあります。障害者が住み慣れた地域で暮らし続けられる環境整備のため、より一層の生活介護事
業の定員の拡充が必要です。

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

　(１)新宿生活実習所の仮移転先の整備が完了し、仮移転 (6月)
　　①生活介護事業：旧都立市ヶ谷商業高等学校
　　②短期入所事業等：細工町高齢者在宅サービスセンター4階
　(２)新宿生活実習所の現施設の解体・新築施工業者の決定 (6月)

千円 78,947 千円

事業経費 8,230

予算現額 9,359 千円 69,588 千円 ―

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

53,895事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 76,348 千円

一般財源 8,230 千円 45,665 千円 ― 千円 千円

特定財源 0 千円 22,453 千円 ― 千円

千円 68,118 千円 ―

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

22,453 千円

執行率 87.9 ％ 97.9 ％ ― ％ 96.7

円 92,145,758 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 18,313,600 円 70,026,958 円 3,805,200

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 52.9 円 201.5 円 11.0 円 88.7
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

事業名

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 88 心身障害者扶養年金事務（扶養共済制度）
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　心身障害者を扶養している保護者が掛金を納めることにより、保護者が死亡または重度障害となった場合に、心身
障害者に年金を支給します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

　対象者の各種申請・届出に関する事務処理を東京都に代わって実施し、その書類を東京都へ進達

（実績）
(1) 東京都心身障害者扶養年金制度

年金受給者数　107人
(2) 東京都心身障害者扶養共済制度

加入者数　42人

改善が必要□適切■
予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

2

2

100.0

取組状況

千円

89 心身障害者医療費助成事務
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

93.7 ％

事業
概要

　身体障害者手帳1・2級（内部障害者は3級まで）、愛の手帳1・2度及び精神障害者保健福祉手帳1級の方が医療
保険で診療等を受けた場合に、自己負担分の費用を助成します。

２
年
度

予算現額

事業経費

執行率

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要

取組
内容
・

実績

　東京都心身障害者医療費助成制度の申請等を東京都に代わって受け付けを行い、受給者証を交付

（実績）
　受給者数　2,503人

1,432

9,312 千円

8,725 千円

事業
概要

　障害福祉サービスに関係する機関等が連携を図り、また地域における障害者等への支援体制に関する課題検討
などを行う障害者自立支援協議会を運営します。また、新宿区障害者計画等の策定を行います。

２
年
度

予算現額

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費

執行率

取組
内容
・

実績

(1) 障害者自立支援協議会の運営
関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への支援体制に関する課題について情報を

共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制整備について協議を実施
　　第1回協議会　令和2年6月19日（金）　（書面開催）
　　第2回協議会　令和2年10月28日（水）
　　第3回協議会　令和3年3月19日（金）
(2) 障害者計画・障害福祉計画等の策定

障害者計画に新宿区成年後見制度利用促進基本計画を包含する等必要な見直しを行うとともに、令和3年度から
の3年間を計画期間とする第2期障害児福祉計画・第6期障害福祉計画の策定を実施
　　令和3年3月計画書発行

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

911 千円

63.6 ％

事業名 90 障害者計画等の推進
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

　18歳未満の障害児等を対象に特別支援学校等の授業の終了後や、休日又は長期休業期間に日中活動の場を
提供

　(実績)　在籍者　71人（小学生26人、中学生23人、高校生22人）　利用件数 延5,123件
　

予算現額 12,019 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 11,491 千円

執行率 95.6

福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　小・中・高校生の障害児等に対し、放課後や夏休み等の居場所を提供します。事業を実施する社会福祉法人に対
し、運営経費の一部を助成します。

事業名 93 障害児等タイムケア事業
所管部

％

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 介護給付費等の支給に関する審査会の開催
　　　毎月2回審査会を開催し、障害支援区分の認定を実施
　　　　(実績）　開催数　　      24回
　　　　　　　　　審査件数　　　延444件
　　　　　　　　　※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、全24回のうち21回を書面により開催
(2) 主治医意見書作成依頼
　　　審査会で認定の資料となる意見書作成を依頼
　　　　(実績）　意見書作成数　　延467件

予算現額 7,817 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 5,479 千円

執行率 70.1 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　介護給付費等の支給に関する審査会は、障害者総合支援法に基づき設置しており、障害支援区分の認定を行い
ます。

執行率 79.3 ％

事業名 92 介護給付費等の支給に関する審査会

事業
概要

　障害者及び家族に対する支援を適切に実施するために、区内の障害者支援の関係機関・事業所等の連携を確保
する取組を行います。また、身体障害者、知的障害者、家族からの相談に応じ、必要な援助を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 連携確保の取組実績
　要綱に定められている事業
  (実績)　進路対策連絡会　 　　　　　　 　　　　　　 　　 　3回 (うち書面開催2回）
　　　　  　医療的ケア児等支援関係機関連絡会　　 　　3回 (うち書面開催2回）
             ケース会議・スーパーバイザーの派遣　　     2回
　　　　　　ピアカウンセラー懇談会                          1回
　　　　　　身体・知的相談員連絡会 (新型コロナウイルス感染症の為中止）
  その他の事業
　(実績)　ホームヘルパー研修会　　　　　　　　　　　　 1回
            ケアマネジメント研修会　　　　　　　　　　　　 1回
　　　　　　相談支援事業所連絡会　　　　　　　　　　　　2回 (うちオンライン開催１回）
　　　　  　その他連絡会・懇談会等　　                      1回
              (障害児通所支援事業所連絡協議会については、新型コロナウイルス感染症の為中止）
(2) 身体障害者相談員実績　　　相談員の人数　 14人
　 令和2年度相談件数　　延616件
(3) 知的障害者相談員実績　　　相談員の人数　　8人
　 令和2年度相談件数　  延139件

予算現額 1,208 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 958 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 91 障害者自立支援ネットワーク
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 実地検査：新型コロナウイルス感染症の影響により、検査時期の変更はありましたが、指導基準に基づき、関係
書類等を閲覧し、関係者からの面談方式により実施
　(実績)　9施設(延30サービス事業所)
　＜サービス別事業所内訳＞
　居宅介護9、重度訪問介護8、同行援護4、移動支援9

(2) 集団指導：新型コロナウイルス感染症の影響により、事業者を一定の場所に集める講習会形式では行わず、書
面開催にて指導を実施
　(実績)　第1回　12月25日　施設系（生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続

支援Ａ型・Ｂ型、就労定着支援）　35事業所（出席率67%）
第2回　　2月26日　居宅系（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護）　58事業所（出席率

73%）

予算現額 7,469 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 6,904 千円

執行率 92.4

福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　適正な障害福祉サービスの提供等のために、区内の指定障害福祉サービス事業者等に対し、指導検査を行いま
す。

事業名 96 指定障害福祉サービス事業者等指導検査事務
所管部

％

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 施設概要
・新宿けやき園（平成20年6月開設）

　　　　定員　施設入所支援10人、生活介護20人（入所含む）、短期入所2人
・シャロームみなみ風（平成27年3月開設）

定員　施設入所支援45人、生活介護54人（入所者含む）、自立訓練6人（入所者含む）
短期入所5床、就労継続支援B型15人、相談支援

(2) 補助対象経費及び上限額
・看護職員の増配置に伴う人件費（2人分） 10,476千円
・運行バス運行経費　　2,291千円
・支援員増員配置に伴う人件費(2人分)  　　　7,751千円

予算現額 33,285 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 30,077 千円

執行率 90.4 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　障害者支援施設「新宿けやき園」及び「シャロームみなみ風」に対し、夜間看護職員の配置に対する助成や日中の
生活介護利用者のための通所バス運行等に対する助成などを行います。

執行率 97.1 ％

事業名 95 障害者支援施設運営助成

事業
概要

　民営の障害者就労支援施設を運営する社会福祉法人等に対し、安定的な施設運営をサポートし利用者支援の充
実を図るために、運営経費の一部を助成します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 補助額
・基本補助　　17,000円×各月初日の在籍者数
・選択式加算　72,000円×年度初日の在籍者数
・障害者雇用加算　435,000円～1,887,000円
・施設借上げ費　実額の80％（月額70万円を上限）
※施設借上げ費は、年度初日の在籍者の6割以上(在籍者が定員未満の場合は定員の6割以上)が新宿区に住

所を有する場合に限る
(2) 実績

令和2年度交付事業所　22所

予算現額 208,890 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 202,745 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 94 障害者就労支援施設事業運営助成
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

（実績）
　措置決定　2人
　また、都内の4法人と措置時の対象者受け入れに関する協定を締結

予算現額 5,358 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 5,358 千円

執行率 100.0

福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　虐待を受けた障害者の生命の安全を確保するため、養護者等から分離し、一時的に保護することが必要な場合
に、障害者支援施設へ短期入所等の措置を行います。

事業名 99 障害者支援施設への短期入所措置等
所管部

％

２
年
度

取組
内容
・

実績

（1）障害児通所給付費等　（発達に不安のある子への日常生活上の療育支援）
　　利用人数　延10,137人
（2）高額障害児通所給付費　（一定額を超える利用者負担の助成）
　　利用人数　延100人
（3）障害児相談支援給付費　（計画作成を行うための支援）
　　利用人数　延85人
（4）幼児教育無償化に伴い、児童発達支援サービスを利用する全ての満3歳～5歳児と住民税非課税世帯
    の0歳～2歳児について、区独自に食費を無償化
　　対象児童　延209人　　　　助成額569,762円
（5）新型コロナウイルス感染症の影響による取組
　　特別支援学校等に通う児童が、一斉臨時休業の要請に伴い放課後等デイサービスを追加で利用した場
　　合や、非接触型の代替サービスに切り替えたことで生じた自己負担分を助成
　　対象児童　延98人　　　　助成額50,224円

予算現額 577,223 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 555,508 千円

執行率 96.2 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　障害児が身近な地域で適切な支援を受けることができるよう、障害児への通所支援費、障害児が受けるサービス
の利用計画作成費などを支給します。

執行率 94.9 ％

事業名 98 障害児支援給付

事業
概要

　障害者が自立した社会生活を営むことができるよう、介護給付費等、訓練等給付費等、自立支援医療費、補装具
費、相談支援給付費、高額障害福祉サービス費などを支給します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 介護給付費等　（居宅等での日常生活上の支援）
　　利用人数　延23,522人
(2) 訓練等給付費等　（就労等に向けた生活訓練のための支援）
　　利用人数　延13,198人
(3) 自立支援医療費　（障害の除去や軽減のための治療に係る医療費の助成）
　　助成人数　延10,367人
(4) 補装具費　（身体の機能欠損等を補うための機器等を購入、修理及び借受するための費用助成）
　　助成人数　延558人
(5) 相談支援給付費　（地域生活と計画作成を行うための支援）
　　利用人数　延4,438人
(6) 高額障害福祉サービス費等　（複数のサービス利用や介護保険サービスの利用で、一定額を超えた場合の利用
者負担の助成）
　　助成人数　延595人

予算現額 6,876,837 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 6,527,404 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 97 障害者への自立支援給付費等
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 心身障害者福祉手当（区制度）
令和2年4月より、精神1級の方を新たに支給対象として追加

　　身体1・2級、知的1～3度、戦傷病者特別項症～2項症以上、脳性麻痺または進行性筋萎縮症、区指定難病
　　実受給者数　3,811人
　　身体3級、知的4度　実受給者数　1,112人
　　精神1級　　　　　　　実受給者数　79人
(2) 特別障害者手当（経過措置含む）（国制度）　実受給者数　265人
(3) 障害児福祉手当（国制度）　実受給者数　80人
(4) 重度障害者手当（都制度）　実受給者数　169人
(5) 原爆被爆者への見舞金　実受給者数　112人

予算現額 929,458 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 920,847 千円

執行率 99.1 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　障害（身体、知的、精神）がある方や難病患者の方に心身障害者福祉手当を支給します。ほかに、原爆被災者へ
の見舞金や、国や都の制度として、特別障害者手当、障害児福祉手当、重度障害者手当等を支給します。

執行率 86.1 ％

事業名 101 福祉手当等の支給

事業
概要

　障害者に対し、相談支援事業、移動支援事業、日中一時支援事業（日中ショートステイ、障害児等タイムケア事
業、土曜ケアサポート事業）、巡回入浴サービス事業等を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 相談支援：相談、情報提供、福祉サービスの利用支援などを総合的に実施
(2) 日常生活用具給付等：日常生活用具の給付及び住宅設備等の改善を実施

延4,782件
(3) 移動支援：障害者の外出のための支援を実施。また、令和3年1月より、新宿養護学校に通う児童が通

学時専用車両を利用した場合も、新たに支援対象として追加
　　　利用人数延5,729人（うち新宿養護学校通学時利用者数　延36人）
(4) 日中一時支援：障害者の家族等の負担を軽減するため、日中活動の場を提供

利用人数延947人
(5) 地域活動支援センター：運営費等に要する経費の一部を補助

対象施設4所
(6) 福祉ホーム等：福祉ホーム、グループホームを運営する法人に補助を実施

対象施設4所
(7) 自発的活動支援：障害者の自立と社会参加を促進する自主活動に助成金を交付

交付実績　10団体10事業（うち3団体3事業は、全額返還）
(8) 巡回入浴サービス：在宅の重症心身障害児者に対して自宅で入浴する機会を提供

利用回数延1,026回
(9) 緊急保護居室確保等

緊急保護のための居室確保事業：虐待を受けた障害者を緊急保護するための居室を確保
在宅要介護者受入体制整備事業：在宅で障害者を介護する家族等が新型コロナウイルス感染症にり患した場合

においても、要介護障害者が緊急一時的に利用できる宿泊施設を確保
　 　 居室確保日数計351日　 （緊急保護のための居室確保事業)
      居室確保日数計151日  　(在宅要介護者受入体制整備事業)

予算現額 620,584 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 534,363 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 100 障害者地域生活支援事業
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

- 24 -



経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

改善が必要

障害者福祉課

執行率 96.2 ％

事業
概要

　在宅重度心身障害者に対し、理美容サービス、介護人休養サービス、寝具乾燥・消毒サービス、紙おむつ費用助
成、重度脳性麻痺者介護人派遣、緊急通報システム・火災安全システムの提供などを行います。また、重症心身障
害児等に対し、在宅レスパイトサービスを行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 理美容サービス：外出困難な障害者に対し理美容師の出張費を助成し、調髪・カットの機会を提供
　　　サービス提供回数　延214回
(2) 介護人休養サービス：在宅で常時介護を行う方に休養の機会を与えるため、介護券を支給し介護人の雇用費を
助成
　　　利用枚数　延84枚
(3) 寝具乾燥・消毒サービス：障害者が使用する寝具を定期的に消毒・乾燥することで、衛生的で快適な就寝を確保
　　　サービス提供回数　延119回
(4) 紙おむつ費用助成：心身障害者におむつ費用の一部を助成
　　　助成件数　延9,640件
(5) 重度脳性麻痺者介護人派遣：重度の脳性麻痺者に介護券を支給し、介護人がその券を使用しサービスを提供
　　　利用日数　延1,152日
(6) 緊急通報システム：一人暮らし等の在宅重度身体障害者等に無線発報器等を提供
　　　稼働台数　18台
(7) 重症心身障害児等在宅レスパイトサービス：医療的ケアが必要な障害児等を介護している家族が一時休息
　　を取れるよう、訪問看護師によるサービスを提供
　　　サービス提供回数　延344回

予算現額 81,551 千円

取組状況 ■ 　適切 □

事業経費

事業経費 78,431 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 103 在宅重度心身障害者への助成
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

％

福祉部

所管課

取組状況 ■ 　適切 □

102 心身障害者への助成

事業
概要

　障害者に対し、歯科診療、リフトタクシーの運行委託、タクシー利用料、自動車燃料費、自動車運転教習費、障害
者位置探索システム加入費用等の助成を行います。

事業名
所管部

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 歯科診療：一般の治療が困難な重度の心身障害者等に歯科治療環境を確保
　　　診療人数　延1,080人
(2) リフトタクシー運行委託：歩行が困難な身体障害者等に対して、リフト付タクシーを運行
　　　利用回数　延1,082回
(3) タクシー利用料：重度障害者等にタクシー券等を交付
　　　タクシー券交付者数　5,474人
(4) 自動車燃料費：自家用車をもつ障害者等に燃料費の一部を助成
　　　助成人数　延1,928人
(5) 自動車運転教習費：心身障害者に対し自動車運転免許等に要する経費の一部を助成
　　　助成人数　2人
(6) 障害者位置探索システム：位置探索サービスの契約等に要する経費を助成
　　　助成人数　2人

予算現額 211,144 千円

改善が必要193,498 千円

執行率 91.6
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 104 身体障害者への助成
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　自らが運転する自動車を所有する身体障害者が、就労等に伴い自動車を改造する場合に、その費用を助成しま
す。また、外出困難な身体障害者に対し電話使用料を助成します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 自動車改造費
身体障害者が就労等に伴い自動車を改造する場合に、改造費を助成し社会復帰を支援

　　　助成人数　0人
(2) 電話使用料

外出困難な障害者が使用する電話料金を助成
　　　助成人数　113人

予算現額 3,001 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 2,229 千円

事業
概要

　遠隔地の施設等に入所している障害者の家族が施設を訪問する際の交通費の一部を助成します。

執行率 74.3 ％

事業名 105 遠距離施設訪問家族交通費助成

11.2 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

％

２
年
度

取組
内容
・

実績

件数　　　利用件数延3件（3人）　※入所する障害者1名につき年間2回まで補助可能
支出額　　56,572円

予算現額 509 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 57 千円

執行率

福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　視覚・聴覚に障害のある方を対象に、情報提供や代読・代筆等のサービスを行い、障害のある方同士の交流を図
る事業と場を提供します。

事業名 107 視覚・聴覚障害者支援事業
所管部

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 利用実績
利用人数　視覚障害者交流コーナー　延1,534人　聴覚障害者交流コーナー　延533人
相談件数　視覚障害者交流コーナー　延9件　　　聴覚障害者交流コーナー　延4件

(2) 運営委員会
第1回　12月8日
第2回　新型コロナウイルス感染症の影響により中止

(3) 講座開催実績
新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ中止

(4) 「新宿区手話言語への理解の促進及び障害者の意思疎通のための多様な手段の利用の促進に関する条例」を
6月に施行し、併せて次の取組を実施

ヒアリングループ受信機の貸し出し
点字カードプレス機の導入
視覚、聴覚障害の症状や点字、手話等に関するパネルを活用した区民への理解啓発
遠隔手話通訳等サービスの導入

予算現額 10,564 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 9,206 千円

執行率 87.1
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 実地指導
介護者等がその知識、技術等を習得できるよう、医療的ケアを福祉ホーム等で実施
（実績）　　実施日数　　延118日

実施人数　　延285人
(2) 対象者の保護者及び介護者等に対し、講習会を実施

新型コロナウイルス感染症の影響によりオンライン配信
　（実績）　　実施回数　　　　延2回

視聴回数　　   延463回
(3) 介護職員による医療的ケア実施のための研修を実施
　（実績）　　実施回数　　　　延7回

参加者数　　　延103人

予算現額 7,556 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 7,555 千円

執行率 100.0

福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　区内の福祉ホーム等の施設利用者及び在宅で生活する重度身体障害者に対して、訪問看護事業所等に委託
し、たんの吸引等の医療的ケアを実施するとともに、各施設の介護職員に対して研修等を通して、医療的ケアに関
する知識、技術の習得を図ります。

事業名 109 障害者医療的ケア体制への支援
所管部

％

２
年
度

取組
内容
・

実績

　次の全てを満たす方が対象ですが、平成26年度から対象の方はおらず、実績額0円が継続
(1) 身体1・2級または知的1・2度または精神1・2級
(2) 特別永住者（帰化した方を含む）
(3) 昭和57年1月1日以前に20歳に達していて、同日において日本国内で外国人登録をしていた方
(4) 昭和57年1月1日前に重度障害者または同日以後に重度障害者になったが、障害発生の原因となる傷病の初診
日が満20歳以後でかつ同日前に属する方
(5) 公的年金を受給していない方
(6) 生活保護を受給していない方
(7) 前年の所得が基準以下の方

予算現額 360 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 0 千円

執行率 0.0 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業
概要

　国民年金制度上、障害基礎年金を受けることができない特別永住者等の方へ、重度障害者特別給付金を支給し
ます。

事業名 108 特別永住者等重度障害者特別給付金
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 開催日時
全体会

　　令和2年8月3日（月） 第1回障害者施策推進協議会
　　令和2年10月15日（木）       第2回障害者施策推進協議会
　　令和3年1月27日（水）         第3回障害者施策推進協議会
  専門部会
　　令和2年4月27日（月）　　    第1回障害者施策推進協議会専門部会　（書面開催）
　　令和2年7月17日（金）  　    第2回障害者施策推進協議会専門部会　（書面開催）
　　令和2年8月31日（月）　　　  第3回障害者施策推進協議会専門部会
　　令和3年1月18日（月）  　    第4回障害者施策推進協議会専門部会
(2) 主な議題

第１期障害児福祉計画・第5期障害福祉計画の評価について
障害者計画・第2期障害児福祉計画・第6期障害福祉計画の策定について

予算現額 2,611 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 1,270 千円

執行率 48.6 ％

所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　障害者のための施策を総合的かつ計画的に推進し、新宿区における障害者の自立と社会参加を促進するため
に、障害者施策推進協議会を設置・運営します（公募区民委員や障害者団体の代表者委員等による構成）。

執行率 95.6 ％

事業名 111 障害者施策推進協議会の運営

事業
概要

　心身に障害のある区民やその家族の福祉の向上を図るため、生活介護事業、短期入所・日中ショートステイ事業
等や、生活介護利用者に対する給食・送迎サービスを実施するあゆみの家の管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 生活介護
重度の身体障害及び知的障害者の方を主な対象とし、入浴や排せつ、食事の介助などを行うとともに、創作活動

等を通じて、日常生活の充実を支援
　　(実績)　登録者数　　49人、利用人数　　延9,879人、利用率　　85.4％
(2) 短期入所

家族の病気や急用などにより一時的に介護が必要な場合に、食事・入浴・排泄等の介助を実施（夜間）
　　(実績)　宿泊数　　延198泊
(3) 日中ショートステイ

家族の病気や急用などにより一時的に介護が必要な場合に、食事・入浴・排泄等の介助を実施（日中）
　　(実績)　利用人数　　延24人
(4) 土曜ケアサポート

生活介護事業利用者を対象に、土曜日における日中活動の場を提供。創作活動等に集団プログラムを実施
　　(実績)　利用人数　　延652人
(5) 相談支援（一般相談・計画相談）

障害者やその家族に対して、障害に関する相談及び情報提供を実施
　　(実績)　計画作成件数　延17件、モニタリング件数　延65件

予算現額 206,434 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 197,344 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 110 あゆみの家の管理運営
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

福祉部

所管課 障害者福祉課

事業
概要

　障害者の就労機会の拡大を図るため、区内障害者就労支援施設への委託により「新宿区障害者による地域緑化
推進事業」を実施しています。

事業名 112 障害者就労支援推進
所管部

事業経費 33,300 千円

執行率 100.0 ％

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要

取組
内容
・

実績

(1) 就労継続支援Ｂ型
一般の事業所に雇用が困難な主に知的障害のある方に対し、就労の機会や生産活動等の場を提供

　(実績)　　新宿福祉作業所 登録者数　43人　利用人数　延　8,273人
高田馬場福祉作業所 　　　登録者数　46人 　利用人数　延 8,154人

(2) 生活介護
日常生活上の支援及び作業等の生産活動、創作活動等を通じて、身体能力や日常生活機能の維持・向上を図る

もの
　(実績)　　新宿福祉作業所 登録者数　24人 　 　利用人数　延　4,643人

高田馬場福祉作業所 登録者数　12人　　　利用人数　延　2,003人

予算現額 194,330 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 178,877 千円

執行率 92.0 ％

事業
概要

　障害者の自立の支援その他の障害者福祉の増進を図るため、就労継続支援Ｂ型事業及び生活介護事業を行う福
祉作業所の管理運営（指定管理者）を行います。

執行率 94.8 ％

事業名 114 福祉作業所の管理運営
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

２
年
度

事業
概要

　緊急時や災害時に障害者への援助をスムーズに行うため、ヘルプカードを作成し、身体障害者手帳・愛の手帳・
精神障害者保健福祉手帳所持者等に配布します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) ヘルプマークの配布
障害者福祉課、障害者福祉センター、4保健センターで配布

(2) ヘルプカード・ヘルプマークのロールペーパー　各300巻
ヘルプカード・ヘルプマークの普及・啓発のため、全区立図書館10館にて使用

(3) ヘルプカードの台紙印刷　2,500枚
障害者福祉課窓口で配布する「障害者福祉の手引」に、ヘルプカードを差し込んで配布

(4) ヘルプマークの購入　2,000個

予算現額 905 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 858 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 113 障害者ヘルプカード等の作成
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

２
年
度

取組
内容
・

実績

　1区画5～10㎡の緑の創出・保全にあたり1年につき1,850,000円を各事業所へ委託料として支払

（実績）
　16事業所　18区画

予算現額 33,300 千円
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

取組
内容
・

実績

(1) 生活介護
重度の知的障害者の方を主な対象とし、身辺自立を含めた基本的能力の向上を図るため、日常生活の指導や簡

単な作業、健康管理を実施。また、絵画や手芸などの創作活動、楽器演奏やダンスなどの音楽活動も実施
　(実績)　　登録者数　　50人　　　 　利用人数　延9,903人
(2) 短期入所

家族の病気や急用などにより一時的に介護が必要な場合に、食事・入浴・排泄等の介助を実施（夜間）
(実績)　　宿泊数　延368泊

(3) 日中ショートステイ
家族の病気や急用などにより一時的に介護が必要な場合に、食事・入浴・排泄等の介助を実施（日中）
(実績)　　利用人数　延94人

予算現額 176,589 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 152,391 千円

執行率 86.3 ％

事業
概要

　知的障害者の社会参加や社会生活能力の向上を図ることを目的として、生活支援や自立に向けての援助を行う
新宿生活実習所の管理運営（指定管理者）を行います。

執行率 90.8 ％

事業名 116 新宿生活実習所の管理運営
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課

２
年
度

事業
概要

　障害者の地域での自立生活を支援するため、障害者に対する相談・福祉情報の提供、福祉サービスの利用支援
などを行う障害者福祉センターの管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 就労継続支援Ｂ型
身体に障害のある方を対象に、組紐や編物、喫茶レジ打ち等を通じて就労支援を実施

　(実績)　　登録者数　13人　　利用人数　延2,374人
(2) 生活介護

身体に障害のある方を対象に、創作活動を通じて日常生活の充実を支援
　(実績)　　登録者数　11人　　利用人数　延2,354人
(3) 短期入所

家族の病気や急用などにより、一時的に介護が必要な場合に食事・入浴・排泄等の介助を実施（夜間）
　(実績)　　宿泊数　延334泊
(4) 日中ショートステイ

家族の病気や急用などにより、一時的に介護が必要な場合に食事・入浴・排泄等の介助を実施（日中）
　(実績)　　利用人数　延106人
(5) 相談支援（一般相談・計画相談）

障害者やその家族に対して、障害に関する相談及び情報提供を実施
　(実績)　　計画作成件数　延98件　　モニタリング件数　延229件
(6) 機能訓練

身体に障害があり、病院等におけるリハビリ終了後も機能訓練の必要な方に、身体機能の維持向上を図るための
訓練を実施
　(実績)　　登録者数　65人　　利用人数　延2,222人
(7) 入浴・給食サービス

入浴や食事の際に介助が必要な障害者に対して、入浴や食事を提供 （食事の際には、テーブルにパーテーショ
ンを置き、併せて席数を減らすなどの感染対策を実施）

(実績)　（入浴）　利用回数　延111回　（給食）　利用回数　延4,103回
(8) 講座・講習会

絵手紙、料理、体操、パソコン等の講習会や講演会を実施
新型コロナウイルス感染症の影響により4月から5月まで中止（6月はオンラインによる在宅支援を実施し、7月から再

開）
(9) マッサージサービス（視覚障害者通所訓練）

視覚障害のある有資格者によるマッサージサービスを実施
新型コロナウイルス感染症の影響により3月から6月まで中止
(実績)　　利用者数　延290人

予算現額 248,295 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 225,382 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 115 障害者福祉センターの管理運営
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課
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経常事業取組状況シート

Ⅰ - 3

２
年
度

取組
内容
・

実績

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、難病対策地域協議会、難病講演会、しんじゅく難病サロン等は中止とな
りましたが、難病療養相談は感染防止策をとりながら年2回実施
　東京都による難病医療費助成制度の受給者証等の有効期間の延長があったため、更新申請の難病患者の保健
センター来所の機会が減少したことから、難病患者に対し、いつでも相談いただけるよう、相談窓口を案内する手紙
を郵送
（実績）
　難病対策地域協議会　　新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止
　骨髄移植ドナー等支援事業助成金　　ドナー　実績なし

予算現額 1,524 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 282 千円

執行率 18.5 ％

所管部 健康部

所管課 保健予防課

事業
概要

　難病患者等の方やそのご家族に対して、療養上生じる様々な問題について、専門医による療養相談、保健師によ
る面接、訪問等による相談を行うとともに、必要に応じて看護師派遣等を行います。また、骨髄等の移植を完了した
ドナー等に助成金を交付することで、ドナー登録の増加を図るとともに、骨髄等の適切な提供を推進していきます。
さらに、難病患者への地域の実情に応じた支援体制について協議・検討するための協議会を運営します。

執行率 89.2 ％

事業名 118 難病対策事業

事業
概要

　精神障害者が地域において自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な支援を行う障害者生活支援セ
ンターの管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1) 宿泊型自立訓練
地域で自立した生活ができるよう、一定期間施設内に寝泊まりし、地域生活を継続するために必要な生活能力

等の訓練・指導を実施
　(実績)　　実利用者数　16人　利用人数　延2,911人
(2) 自立訓練（生活訓練）

日常生活に適応できるよう基本的な生活能力等の訓練・指導を実施（日中）
　(実績)　　登録者数　12人　　利用人数　延2,309人
(3) 短期入所（ショートステイ）

疾病等の理由により家族による支援が困難な時や、病状の変化による本人の生活能力低下の時などにショートス
テイサービスを実施

(実績)　　宿泊数　延586泊
(4) 計画相談支援（サービス等利用計画の作成及びモニタリング等）のサービスを相談支援専門員が提供

(実績)　　計画作成件数　延48件
モニタリング件数　延162件

(5) 基本相談支援（障害者等からの相談に対する必要な情報の提供及び助言等のサービス）を提供
　　基本相談支援　　延10,757件

予算現額 58,088 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 51,794 千円

個別施策 障害者がいきいきと暮らし続けられる環境の整備

事業名 117 障害者生活支援センターの管理運営
所管部 福祉部

所管課 障害者福祉課
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施策評価シート

今後の取組の方向性

目標水準

9（2027）年度

93.9 95.0 95.9 取組率向上

2（2020）年度

当初値

元（2019）年度

95.8

環境に配慮した取組を
行っている区民の割合

環境に配慮した取組を例示し
た上で、それらのいずれかを
実施している区民の割合（％）

課題
・

ニーズ等

成果

区民ニーズや地域課題に的確に対応しているか。

取組の
方向性

指
標
２

29（2017）年度 30（2018）年度

区における温室効果ガス排出
量の平成25年度比（％削減）

30（2018）年度

目的（めざすまちの姿・状態）の実現に向けて成果を上げているか。

実績

実績

指標名

指標名

24.0
（令和12年度）

元（2019）年度

13.1
（平成28年度）

有効性 おおむね対応している

成果指標（参考）

■順調に進んでいる□ 遅れている□やや遅れている□おおむね順調に進んでいる

　地球温暖化対策の推進は喫緊の課題であり、ＣＯ₂削減のため、区民や事業者と連携した省エネルギー・省資源の推進
や、環境学習情報センターを核とした環境学習・環境教育に積極的に取り組みました。
　「区民省エネルギー意識の啓発」におけるみどりのカーテン普及事業では、新型コロナウイルス感染症の影響により、育成
方法等の説明会及びゴーヤ苗等の配布を中止しましたが、申込者に種を郵送して対応するなど事業手法を工夫して実施し
ました。
　「事業者省エネルギー行動の促進」における中小事業者省エネルギー対策支援（省エネ診断の実施）では、診断結果に
基づく省エネアドバイスを実施し、事業者の省エネルギー行動の促進を図りました。
　「区が取り組む地球温暖化対策の推進」における「新宿の森」の森林整備については、森林整備施業地の状況により年度
ごとの増減もあることから、約6割の達成度となっていますが、区が排出するＣＯ₂と相殺するカーボン・オフセット事業として、
一定の成果を上げています。
　「環境学習・環境教育の推進」における環境絵画展・環境日記展は、目標とする応募者数には届きませんでしたが、989名
の応募があり、多くの小中学生に対して環境への意識を高めるなどの学習効果を得ることができました。
　以上のことから、本施策における各事業を通じて、各主体が地球温暖化対策の推進を的確かつ効率的に進めることができ
ており、おおむね順調に進んでいると評価します。

取組状況

個別施策

おおむね効率的

8 地球温暖化対策の推進

所管部

　めざすまちの姿・状態

　区内に暮らし、または活動しているすべての方々と連携・協働し、ＣＯ₂の排出が少ない社会基盤やライフスタイルを進めていくことで、「環
境都市・新宿」を実現していきます。

分析・評価

環境清掃部、教育委員会事務局

基本政策 Ⅲ

役割（妥当性） 十分に取り組んでいる

効率性

各主体はそれぞれの役割に基づき取り組んでいるか。

効率的に各事業を実施しているか。

指標の定義（単位）

指標の定義（単位）

温室効果ガス（二酸化
炭素）の排出量

おおむね成果を上げている

総合評価

 　国は、2050年までに温室効果ガスの排出を実質ゼロにするため、「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」
を策定し、電源構成等を定めた「エネルギー基本計画」についても見直すこととしています。
　 区においても、ゼロカーボンシティの実現に向けて、今まで以上に区民・事業者・区がそれぞれの役割を果たすとともに協
働・連携して、積極的に省エネルギー等の環境配慮行動を実践していく必要があります。また、ＣＯ₂削減目標の見直しや具
体的な取組について検討し、地球温暖化対策を一層推進していく必要があります。

　区では、国の動向や環境審議会でのご意見等を踏まえ、ＣＯ₂削減目標の見直しや地球温暖化対策の具体的な取組につ
いて検討し、ゼロカーボンシティの実現に向けて、地球温暖化対策を一層推進していきます。
　「区民省エネルギー意識の啓発」では、今後も補助対象や補助件数を見直し、家庭部門での省エネ行動を一層促進して
いきます。また、新宿エコ隊登録者数の増加を図るため、区ホームページでの周知に加え、様々な機会を通じて、制度の普
及に努めていきます。
　「事業者省エネルギー行動の促進」では、省エネ診断後のＬＥＤ照明設置補助に加え、エコ事業者連絡会への参加促進
や、再生可能エネルギーへの切替を促進するための新たなしくみを検討するなど、事業者が継続して環境配慮行動を実践
するよう支援していきます。
　「区が取り組む地球温暖化対策の推進」では、「新宿の森」のカーボン・オフセット事業について今後も関係自治体と調整を
継続し、計画的な森林整備を進めていきます。さらに、区有施設におけるＣＯ₂削減のため、一層の省エネや、再生可能エネ
ルギーの活用などの対策に取り組んでいきます。

「環境学習・環境教育の推進」では、環境絵画展・環境日記展の更なる応募者数の増加を図るため、事業の周知に努めて
いきます。

指
標
1

当初値 目標水準

9（2027）年度2（2020）年度29（2017）年度

5.9
（平成26年度）

11.4
（平成27年度）

13.8
（平成29年度）
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計画事業評価シート

計画事業 82 ① 地球温暖化対策の推進（区民省エネルギー意識の啓発）

　事業概要

　区民一人ひとりの省エネルギ―に対する意識向上を図るとともに、みどりのカーテンの普及や省エネルギー機器の導入助成などを
行います。区民が身近な省エネルギー行動に取り組めるように支援することで、家庭部門の二酸化炭素排出量の削減を図ります。

所管部 環境清掃部 所管課 環境対策課

基本政策 Ⅲ 個別施策 8 関係法令等 新宿区第三次環境基本計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　区民向け省エネルギー機器等導入補助については、今後も実績や区民ニーズを踏まえ、補助件数や補助対象の見
直しを進めていきます。また、新宿エコ隊登録者数の増加に向けて、引き続き制度の普及に努めていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

(1)みどりのカーテン普及事業
区民による新規設置枚数：299枚
新型コロナウイルス感染症の影響により、育成方法等の説明会及びゴーヤ苗等の配布を中止し、申込者への種
の郵送

(2)新エネルギー・省エネルギー機器の設置助成
225件

（内訳）太陽光発電：15件、高効率給湯器：13件、家庭用燃料電池：39件、高反射率塗装：57件、雨水タンク：4件
 断熱窓改修：42件、蓄電池システム：15件、集合住宅共用部ＬＥＤ補助：40件

(3)新宿エコ隊普及事業
新宿エコ隊登録者数：5,870人（累計）

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

322

2 新宿エコ隊登録者数 新宿エコ隊登録者数（人）

R2（2020）年度

1
区民によるみどりの
カーテン新規設置枚
数

新規に区民が設置するみど
りのカーテンの枚数(年間)
（枚）

目標値 300 300 300

実績値 311

目標値 5,350 5,700 6,000

実績値 5,444 5,853 5,870

299

達成度 103.7 ％ 107.3 ％ 99.7 ％

％達成度 101.8 ％ 102.7 ％ 97.8

計画どおり

　地球温暖化対策の推進に向けて、区民・事業者・区が連携して省エネルギー・省資源の推進に取り組みました。
　みどりのカーテン普及事業については、新型コロナウイルス感染症の影響により、育成方法等の説明会及びゴーヤ苗
等の配布を中止しましたが、申込者に種を郵送して対応するなど事業手法を工夫して実施したことにより、指標1「区民
によるみどりのカーテン新規設置枚数」の目標値を概ね達成できました。
　新エネルギー・省エネルギー機器の設置助成における集合住宅共用部ＬＥＤ照明設置助成については当初、補助予
定件数を25件としていましたが、想定を上回る申請があったため、補助件数を40件まで増やして対応しました。
　また、令和2年度から新たに設置助成を開始した蓄電池システムは当初、補助予定件数を10件としていましたが、想
定を上回る申請があったため、補助件数を15件まで増やすなど区民ニーズに的確に対応しました。
　新宿エコ隊については、例年多くの新規登録の申込みを受ける機会であったエコライフまつりや「新宿の森」での自然
体験等のイベントが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止となったことから、指標2「新宿エコ隊登録者数」は目
標に届かなかったものの、前年度比17人の増加を図ることができました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業54①「地球温暖化対策の推進（区民省エネルギー意識の啓発）」 関連区分 継続

第二次実行
計画における
取組方針

　区民省エネルギー意識の啓発では、令和2年度から蓄電池システム設置助成を新たに開始するなど、今後も補助対
象や補助件数を見直し、家庭部門での省エネ行動を一層促進していきます。また、新宿エコ隊登録者数の増加を図る
ため、制度の普及に努めていきます。

課題
・

ニーズ等

　新宿エコ隊登録者数の増加に向けて、新型コロナウイルス感染症の影響でイベント等の実施が困難な状況等を踏ま
え、区ホームページでの周知に加え、様々な機会を通じて制度の普及に努めていく必要があります。
　みどりのカーテン普及事業については、新型コロナウイルス感染症対策を徹底した上で、育成方法等の説明会及び
ゴーヤの苗等の配布を行う必要があります。
　新エネルギー・省エネルギー機器の設置助成については、今後も再生可能エネルギーの活用と効果的な省エネ対
策のため、新エネルギー及び省エネルギー機器等導入補助を推進していくとともに、より区民のニーズに合った補助が
できるよう、補助対象や補助件数の見直しを行う必要があります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)みどりのカーテン普及事業
　　区民による新規設置枚数：402枚【300枚】
(2)新エネルギー・省エネルギー機器の設置助成
　　交付決定件数　139件【195件】
(3)新宿エコ隊普及事業
　　新宿エコ隊登録者数：累計5,916人【6,300人】

当
年
度
の
進
捗

千円 161,881 千円 【特定財源】
地球温暖化防止特別
区共同事業助成金、地
域環境力活性化事業
費

事業経費 44,032

予算現額 53,586 千円 54,397 千円 53,898

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

123,663
事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 139,993 千円

一般財源 39,332 千円 40,622 千円 43,709 千円 千円

特定財源 4,700 千円 5,380 千円 6,250 千円

千円 46,002 千円 49,959

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

16,330 千円

執行率 82.2 ％ 84.6 ％ 92.7 ％ 86.5

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 91,693,598 円 102,114,996 円 52,270,471

円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 264.7 円 293.8 円 151.7 円 ―
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計画事業評価シート

計画事業 82 ➁ 地球温暖化対策の推進（事業者省エネルギー行動の促進）

　事業概要

　中小事業者省エネルギー対策支援（省エネルギ―診断及びその結果を踏まえた適切な支援）や、環境マネジメントシステム認証取
得助成を行い、中小事業者の省エネルギー行動を促進・支援します。中小事業者に省エネルギー等による環境経営を促すことで、事
業部門の温暖化対策を推進します。

所管部 環境清掃部 所管課 環境対策課

基本政策 Ⅲ 個別施策 8 関係法令等 新宿区第三次環境基本計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　中小事業者向け省エネルギー対策支援事業については、事業者用ＬＥＤ照明設置補助を継続するとともに、省エネ
ルギー診断受診などの優良な取組事例等を「環境にやさしい事業者表彰」で表彰することで、事業者のモチベーション
の向上につなげていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

(1)中小事業者省エネルギー対策支援（省エネ診断の実施）
10件

(2)事業者向けＬＥＤ照明設置補助
9件（省エネ診断受診者対象）

(3)環境マネジメントシステム導入支援
0件

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

10

R2（2020）年度

1
中小事業者向け省エ
ネ対策支援事業者
数

中小事業者向け省エネ対策
支援事業者数（件）

目標値 10 10 10

実績値 10 10

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

計画どおり

　地球温暖化対策の推進に向けて、区民・事業者・区が連携して省エネルギー・省資源の推進に取り組みました。
　中小事業者省エネルギー対策支援（省エネ診断の実施）については、区が派遣する専門家による診断結果に基づく
省エネアドバイスを実施し、事業者の省エネルギー行動の促進を図りました。また、省エネアドバイスを受けた事業者に
対して、ＬＥＤ照明設置補助を実施し、事業者の省エネルギー行動を支援しました。
　一方で、環境マネジメントシステム導入支援については、広報新宿や区ホームページ等で制度の周知を行ったもの
の、実績がありませんでした。
　概ね事業の目的を達成したことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業54②「地球温暖化対策の推進（事業者省エネルギー行動の促進）」 関連区分 継続

第二次実行
計画における
取組方針

　事業者省エネルギー行動の促進では、省エネ診断後のＬＥＤ設置補助に加え、エコ事業者連絡会への参加促進や、
区の普及啓発事業への参加など、事業者が継続して環境配慮行動を実践するよう促していきます。

課題
・

ニーズ等

　中小事業者省エネルギー対策支援について、省エネ診断受診者に対し、受診後も引き続き、「環境にやさしい事業
者表彰」への応募やエコ事業者連絡会への加入を促すなど、省エネ行動の継続を支援する必要があります。
　また、環境マネジメントシステム導入支援について、今後も制度のより一層の周知を図りつつ、事業手法の見直しを
行っていく必要があります。

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)中小事業者省エネルギー対策支援（省エネ診断の実施）
　　10件（実施決定件数）【10件】
(2)事業者向けＬＥＤ照明設置補助
　　1件（交付決定件数）【10件】
(3)環境マネジメントシステム導入支援
　　0件（交付決定件数）【5件】

千円 31,556 千円

事業経費 8,107

予算現額 10,659 千円 10,433 千円 10,464

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

23,121
事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 23,121 千円

一般財源 8,107 千円 8,086 千円 6,928 千円 千円

特定財源 0 千円 0 千円 0 千円

千円 8,086 千円 6,928

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

0 千円

執行率 76.1 ％ 77.5 ％ 66.2 ％ 73.3

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 91,693,598 円 102,114,996 円 11,684,500

円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 264.7 円 293.8 円 33.9 円 ―
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計画事業評価シート

計画どおり

　地球温暖化対策の推進に向けて、区民・事業者・区が連携して省エネルギー・省資源の推進に取り組みました。
　「新宿の森」の森林整備については、整備地の状況により年度ごとの増減があるため、約6割の達成度となっています
が、区が排出するCO2と相殺するカーボン・オフセット事業として、一定の成果を上げています。

　「新宿の森・あきる野」については、令和3年3月に協定期間終了に伴う基本協定の更新を行いました。
　「新宿の森」での自然体験については、長時間のバス移動や森林整備体験の際に、新型コロナウイルス感染症対策
の徹底が困難であることから中止しました。
　また、庁内における一層のCO２排出量削減を図るため、省エネを目的としたLED化や、環境に配慮した電力調達の促

進を視点とした取組方針を決定しました。この方針に基づき、環境学習情報センターの電力調達を見直し、令和2年8
月から再生可能エネルギー100％の電力への切替を実施しました。
　以上のとおり、おおむね事業の目的を達成できたことから計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

277.5

達成度 80.8 ％ 77.1 ％ 61.7 ％

目標値 450.0 450.0 450.0

実績値 363.8

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　「新宿の森」の計画的な森林整備を継続し、カーボン・オフセット事業を推進していきます。令和2年度末に「新宿の
森・あきる野」の基本協定期間が終了となるため、基本協定の更新を行います。また、「新宿の森」での自然体験には、
多くの区民の応募があることから、今後も自然体験を通じて温暖化対策への理解を深めていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

(1)「新宿の森」（伊那・沼田・あきる野）での森林整備によるカーボン・オフセット事業（CO2削減量）

　　　伊那　 　241.8t
　　　沼田  15.6t

　あきる野      20.05t
(2)「新宿の森・あきる野」の基本協定更新：令和3年3月15日
(3)「新宿の森」（伊那・沼田・あきる野）での自然体験の実施

新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(4)環境に配慮した電力調達

環境学習情報センター（令和2年8月～）

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

346.9

R2（2020）年度

1
カーボン・オフセット
事業によるＣＯ₂吸収
量

伊那、沼田、あきる野での
カーボン・オフセット事業によ
るＣＯ₂の削減量の合計（ｔ）

計画事業 82 ➂ 地球温暖化対策の推進（区が取り組む地球温暖化対策の推進）

　事業概要

　長野県伊那市、群馬県沼田市、東京都あきる野市に開設した３つの「新宿の森」で森林整備を行い、温室効果ガスである二酸化炭
素（ＣＯ₂）の吸収を促進させ、区が排出するＣＯ２と相殺するカーボン・オフセット事業に取り組みます。
　また、各々の新宿の森を活用し、区民を対象とした「新宿の森」での自然体験を実施し、環境保全意識の裾野を広げていきます。

所管部 環境清掃部 所管課 環境対策課

基本政策 Ⅲ 個別施策 8 関係法令等 新宿区第三次環境基本計画
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円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 264.7 円 293.8 円 113.1 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 91,693,598 円 102,114,996 円 38,980,233

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

12,998 千円

執行率 93.5 ％ 92.8 ％ 85.4 ％ 90.4

千円

特定財源 9,599 千円 1,182 千円 2,217 千円

千円 23,037 千円 23,123

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 69,326 千円

一般財源 13,567 千円 21,855 千円 20,906 千円

千円 76,676 千円 【特定財源】
間伐材売払収入
群馬県民有林造林事
業費

事業経費 23,166

予算現額 24,774 千円 24,823 千円 27,079

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

56,328

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)「新宿の森」（伊那・沼田・あきる野）での森林整備によるカーボン・オフセット事業
　　CO2削減量：未定【385t、令和4年3月認証予定】

(2)「新宿の森」（伊那・沼田・あきる野）での自然体験
　　実施方法等の検討【随時検討】
(3)環境関連施設におけるCO2排出量削減に向けた取組の推進

　　①LED化の実施（環境学習情報センター）　令和3年4月実施
　　②環境に配慮した電力調達（新宿清掃事務所）　令和3年4月実施

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業54③「地球温暖化対策の推進（区が取り組む地球温暖化対策の推進）」 関連区分 拡充

第二次実行
計画における
取組方針

　区が取り組む地球温暖化対策の推進では、「新宿の森」のカーボン・オフセット事業について今後も関係自治体と調
整を継続し、計画的な森林整備を進めていきます。「新宿の森」での自然体験については、令和3年度は中止とします
が、新型コロナウイルスの感染状況を踏まえて再開時期や実施方法を検討していきます。あわせて、環境啓発冊子等
を通じて森林整備の重要性やＳＤＧｓへの理解が深まる工夫をしていきます。さらに、区有施設におけるＣＯ₂削減のた
め、一層の省エネや、再生可能エネルギーの活用などの対策に取り組んでいきます。

課題
・

ニーズ等

　「新宿の森」でのカーボン・オフセットについては、CO2吸収量が減少傾向にあることから、関係自治体との更なる連携

が必要です。
　また、「新宿の森」での自然体験について令和3年度は新型コロナウイルス感染症対策の徹底が困難であることから中
止しましたが、今後の実施方法や再開時期等について検討する必要があります。
　さらに、区有施設におけるCO2排出削減に向けて、省エネを目的としたLED化や環境に配慮した電力調達をより一層

推進する必要があります。
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計画事業評価シート

達成度 106.7

2
環境問題・環境教育
への理解・関心度

目標値 90.0

％

実績値 1,119

90.0 90.0

実績値 96.0 97.0 ―

％

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

エコリーダー養成講座については、今後も広報新宿、区ホームページ等での周知に努め、区民が興味を持ちやすい
講座となるよう工夫していきます。
　「環境絵画展・環境日記展」については、引き続き応募者数の増加に向けて、事業の周知に努めていきます。
　また、学校における環境学習を着実に進めるため、小学校における環境学習発表会を実施していきます。
　今後も地域の環境活動の促進を図るため、環境学習・環境教育の裾野を広げ、引き続き区民・事業者・ＮＰＯ等との
連携を図りながら、環境学習事業を展開していきます。

環境学習発表会において環
境問題や環境教育に対する
理解・関心が深まった人の割
合（アンケートによる）（％）

％ ― ％

所管部
環境清掃部

教育委員会事務局
所管課 環境対策課、教育支援課

基本政策 Ⅲ 個別施策 8 関係法令等 新宿区第三次環境基本計画

％ 107.8

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値

指標

有 評価の可否 評価できる

実績

(1)「環境絵画展・環境日記展」
「環境絵画展・環境日記展」の受賞者の表彰と子どもたちによるシンポジウム
①開催方法：新型コロナウイルス感染症対策として参加者を限定して実施
②開催日時：令和2年12月12日
③応募者数

環境絵画 　　242人
環境日記 　　747人
合　　　計 989人

(2)エコリーダー養成講座
①開催方法：新型コロナウイルス感染症対策として、回数を減らすとともに参加者を限定して実施
②開催時期：10月から11月にかけ6回開催（連続講座）
③修了者数：17名／年（目標値　10名／年）

(3)エコにトライ（夏休みこどもエコ講座）
①開催時期：8月にオンライン動画を4本配信
②視聴実績：3,179回

(4)環境学習発表会
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止
学校のホームページ等で学習成果を発表　6校

計画事業 83 ― 環境学習・環境教育の推進

　事業概要

　区民一人ひとりが環境問題に関心を持ち、具体的な実践行動に結びつけられるよう、環境学習情報センターを核として、イベントの
実施や様々な情報提供を通じて普及啓発を行います。
　また、みどりのカーテンやビオトープなどが整備された学校施設や、児童に身近な地域の自然環境を活用した取組を行うとともに、学
校での環境学習を広く発信するため環境学習発表会を実施し、学校における環境教育の取組を推進していきます。
　さらに、「環境学習ガイド」を活用し、学校教育、生涯学習など様々な場における環境学習・環境教育を推進します。
　これらの取組により、区民の環境学習の機会を充実させるとともに、区民の環境活動の取組を支援し、さらなる人材の育成を図りま
す。

1
「環境絵画展・環境
日記展」の応募者数

指標名

1,450 1,450 1,450

指標の定義（単位）

環境保全について考え、描
かれた絵画及び日記のコン
テスト応募者数（人）

1,188 989

達成度 77.2 81.9 ％ 68.2

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

令和２年度の取組・評価
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令和３年度の進捗状況

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)「環境絵画展・環境日記展」
実施に向けた準備【表彰と子どもたちによるシンポジウムを、令和3年11月実施予定】

(2)エコリーダー養成講座
講座内容等の検討【令和3年10月から12月にかけて実施予定】

(3)エコにトライ（夏休みこどもエコ講座）
講座内容等の検討【令和3年7月下旬から実施予定】

(4)環境学習発表会
実施方法の検討【学校間の発表・交流を、令和4年1月中旬から2月下旬にかけて実施予定】

評価

課題
・

ニーズ等

　「環境絵画展・環境日記展」の充実を図るため、より一層の応募を呼びかけていく必要があります。
エコリーダー養成講座は、令和3年度も時代の流れに即したテーマを設定し、講座内容をわかりやすくすることで、申

込者の増加を図る必要があります。
　環境学習発表会については、学校の教育活動に位置付け、学習成果を確実に共有するとともに、地域・保護者へ発
信することができる形態を検討する必要があります。また、新宿区版ＧＩＧＡスクール構想に基づき配備した児童・生徒1
人1台タブレット端末を活用し、オンラインで発表を行うなど工夫をしていきます。

計画どおり

エコリーダー養成講座については、「加速する気候変動と私たちの暮らし」という身近なテーマを設定したことから多く
の応募があり、目標である10名を上回る17名の修了者を育成することができました。
　指標1「環境絵画展・環境日記展」は、目標に届きませんでしたが、989名が応募し多くの小中学生に対して環境への
意識を高めるなどの学習効果を得ることができました。
　環境学習発表会については、新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年度は中止しましたが、担当地区の小学
校では、環境学習の取組について学校のホームページで紹介するなど、地域住民や・保護者への周知を行いました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 95.3 ％

区民一人当たりのコスト 55.8 円 47.4 円 24.2 円 42.5

円 44,150,794

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 19,328,114 円 16,488,503 円 8,334,177

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 16,992 千円

一般財源 5,715 千円 5,892 千円 5,385

事業経費 5,715 千円 5,892 千円 5,385

千円 16,992 千円

特定財源

18,486 千円予算現額 5,997 千円 6,045 千円 6,444

97.5 ％ 83.6 ％ 91.9

0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　環境学習・環境教育の裾野を広げ、地域の環境活動や各々の実践行動の促進を図るため、区民・事業者・ＮＰＯ等と
の連携により継続的に環境学習事業を展開していく必要があることから、今後は経常事業として実施していきます。

エコリーダー養成講座については、広報新宿、区ホームページ等での周知に努めるとともに、今後も、時代の流れに
即したテーマを設定し、講座内容を分かりやすくすることで申込者の増加を図っていきます。
　環境絵画展・環境日記展については、更なる応募者数の増加のために、事業の周知に努めていきます。
　また、環境学習発表会については、新型コロナウイルス感染症の流行状況を踏まえて、感染予防対策を適切に講じ
た上での実施について検討し、学校における環境教育を引き続き推進していきます。

当
年
度
の
進
捗
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Ⅲ - 8

440 千円

84.5 ％

事業名 502 環境マネジメントシステムの推進

（取組内容）
　環境マネジメントシステムの推進により、継続的な環境負荷の低減に努めるとともに、地球環境問題の解決に寄与
することを目的として全庁を挙げて取り組みました。

　令和2年度対象施設数：260課・施設（指定管理施設を含む）

（実績）
（1）環境監査（毎年度実施）　※86課・施設／年　3年で全施設を1巡
（2）研修の実施

・環境マネジメント推進員・担当員研修（書面開催）
・環境法令研修
・環境監査員研修

（3）省エネ法に係る中長期計画書の作成

所管部 環境清掃部

所管課 環境対策課

1,436 千円

907 千円

事業
概要

　 環境マネジメントシステムにより継続的に環境改善を進め、エネルギー使用量削減、温室効果ガスの排出量削減
に向けて、全庁を挙げて取り組みます。

２
年
度

予算現額

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費

執行率

取組
内容
・

実績

63.2 ％

事業
概要

　 「新宿区環境基本計画」を推進します。また、この計画の進捗状況を把握するツールとして、環境白書を発行し、
環境施策を広く公表していきます。

２
年
度

予算現額

事業経費

執行率

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要

取組
内容
・

実績

（取組内容）
（1）環境白書の作成

第三次環境基本計画の進捗状況を把握するツールとして「環境白書」を発行しました。

（2）環境白書の周知
環境白書を本庁舎、各特別出張所、環境学習情報センター等の窓口で無償配布し、あわせて区ホームページ

で公開するなど、環境施策を広く公表しました。

（実績）
　新宿区環境白書　配布実績　1,000部（令和2年10月発行）

521 千円

501 環境基本計画の推進
所管部 環境清掃部

所管課 環境対策課

□適切■
予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

994

509

51.2

取組状況

事業名

個別施策 地球温暖化対策の推進

事業名 500 環境審議会の運営
所管部 環境清掃部

所管課 環境対策課

事業
概要

　 「新宿区環境基本条例」に基づき設置する新宿区環境審議会を運営します。区長の諮問に応じ、環境基本計画
に関すること、その他環境の保全に関する基本的事項を調査・審議します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
　環境基本計画に関すること及びその他環境の保全に関する基本的事項を調査・審議しました。
　委員　15名（学識経験者　5名、区民及び区内事業者等　9名、区職員　1名）
　任期　第13期　令和2年7月15日～令和4年7月14日

（実績）
　開催回数　3回

改善が必要
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経常事業取組状況シート

Ⅲ - 8

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
　環境を考え、行動する全ての人に、新しい情報発信や活動の場を提供し、環境保全思想の普及と環境行動の一
層の進展を図る拠点として管理運営しています。

（実績）
　新宿中央公園内「エコギャラリー新宿」2階部分に設置、平成16年6月5日から事業開始。
　指定管理者制度により、公募によって選ばれた「特定非営利活動法人新宿環境活動ネット」が管理を行っていま
す。
　　指定管理期間　平成29年4月1日～令和4年3月31日　（区民ギャラリーとの複合施設）
　　年間利用者数　6,417人

予算現額 34,048 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 32,855 千円

執行率 96.5 ％

所管部 環境清掃部

所管課 環境対策課

事業
概要

　 環境問題に取り組む区民や団体、事業者の活動の場の提供など、環境の保全に関する活動を支援するとともに、
環境の保全に関する学習及び情報の発信の拠点として、環境学習情報センターの管理運営（指定管理者）を行い
ます。

執行率 35.3 ％

事業名 504 環境学習情報センター管理運営費

事業
概要

 　地域の環境保全活動の中心的存在としての役割を担うエコライフ推進員を区長が委嘱し、協議会等を開催すると
ともに、分科会ごとに各分野に関する調査・研修を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
　新宿区環境基本条例に基づき、自らエコライフを実践するとともに、地域においてその普及のための活動を行いま
す。
　令和2年度委員数　27名

（実績）
　第9期　令和2年4月1日～令和4年3月31日
　エコライフ推進協議会の開催（書面開催）　1回（4月）
　エコライフ推進協議会「オンライン懇談会」の開催　1回（11月）

予算現額 518 千円

取組状況 ■ 　適切 □ 改善が必要事業経費 183 千円

個別施策 地球温暖化対策の推進

事業名 503 エコライフ推進員の活動
所管部 環境清掃部

所管課 環境対策課
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施策評価シート

今後の取組の方向性

目標水準

9（2027）年度

51.9％ 48.8％ 48.9％ 60.0％

2（2020）年度

当初値

元（2019）年度

50.5％
文化芸術活動の状況

文化芸術の鑑賞や創作、表現
活動など、文化芸術に触れる
機会がある区民の割合（％）

課題
・

ニーズ等

成果

区民ニーズや地域課題に的確に対応しているか。

取組の
方向性

指
標
２

29（2017）年度 30（2018）年度

区の伝統文化や文化財への
関心がある区民の割合（％）

30（2018）年度

目的（めざすまちの姿・状態）の実現に向けて成果を上げているか。

実績

実績

指標名

指標名

70.0％

元（2019）年度

62.4％

有効性 おおむね対応している

成果指標（参考）

■順調に進んでいる□ 遅れている□やや遅れている□おおむね順調に進んでいる

　文化財保護保存調査、文化財協力員の活用、文化財保護審議会などにより、歴史文化資源の発掘・保護・保存を進めると
ともに、新宿フィールドミュージアムでは、区内の文化芸術イベントの主催者や施設と連携しての取組など、各主体の特性を
生かした役割分担を行ってきました。また、こうした主体のスキルやノウハウ、ネットワークを活用した事業展開により、効率的
に事業を実施してきました。
　文化芸術資源や歴史文化資源を活用し、賑わいを創出していくため、大新宿区まつり、新宿フィールドミュージアム、新宿
クリエイターズ・フェスタ等のイベントを開催するとともに、新宿文化センター、新宿歴史博物館、漱石山房記念館などの施設
を運営してきました。また、これらの施設の活用や文化体験プログラムなどにより、区民に地域文化への関心を高め、愛着を
醸成しきました。
　令和2年度は、新型コロナウイルス感染症の影響のため、大新宿区まつり等のイベントを中止するとともに、新宿文化セン
ター、新宿歴史博物館等の施設では、利用定員の制限や臨時休館、開館時間の短縮等を行いましたが、「漱石と小泉八
雲」、乳幼児文化体験「はじめてのおしばい」、新宿フィールドミュージアム「新宿どこでもミュージアム」などのイベントについ
てはオンライン配信をし、博物館・記念館を巡るスタンプラリーについてはデジタル化して行うなど、実施方法を工夫した上で
開催しました。
　さらに、営業の自粛を行った劇場やライブハウス等の文化芸術施設については、オンライン配信の新たな取組に対して助
成するとともに専用の配信サイトを開設し、音楽、演劇、伝統芸能、お笑いなど多彩なジャンルの動画のオンライン配信を行
い、新型コロナウイルス感染症禍においても、新宿の文化的な魅力を発信し続けました。
　以上から、おおむね順調に進んでいると評価します。

取組状況

個別施策

おおむね効率的

12 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

所管部

　めざすまちの姿・状態

　新宿が持つ歴史や、文化、芸術などの多彩な魅力を発掘・創造・発信し続けることにより、区民のまちへの愛着と誇りを醸成します。
　また、こうした多彩な魅力を活かし、国内外から多くの方々を新宿のまちへ惹き付け、賑わいを創出していきます。

分析・評価

文化観光産業部、総務部、地域振興部

基本政策 Ⅲ

役割（妥当性） おおむね取り組んでいる

効率性

各主体はそれぞれの役割に基づき取り組んでいるか。

効率的に各事業を実施しているか。

指標の定義（単位）

指標の定義（単位）

区の伝統文化や文化
財への関心度

おおむね成果を上げている

総合評価

　新宿に足跡を残した文化人等の、新宿とのゆかりについての情報発信や、文化歴史資源の更なる周知と利用促進が必要
です。
　また、新宿のまちが持つ文化芸術的な魅力を創造発信するため、文化団体等の自主的な活動を引き出すとともに、団体間
の連携をより深めて、ネットワークづくりを促進することが求められています。
　さらに、区内の文化芸術イベントの更なる認知度の向上を図るとともに、文化芸術イベント相互の連携を強化する必要があ
ります。

　新宿区ゆかりの文化人等を貴重な文化歴史資源として全国に広く情報発信するとともに、埋もれた文化歴史資源を掘り起
こし、継承・発展・発信することにより、区民のまちへの愛着と誇りを育み、多くの人が繰り返し訪れたくなるまちづくりを進めま
す。
　また、新宿のまちを文化芸術活動の発表の場として活用し、新宿の新たな魅力づくりを進めるとともに、新宿の多彩な魅力
を発掘・創造・発信し続けることにより、新宿の魅力やブランド力を更に高め、区民が誇れる、来街者が繰り返し訪れたくなる
まち・新宿を創造します。

指
標
1

当初値 目標水準

9（2027）年度2（2020）年度29（2017）年度

62.8％ 61.5％ 62.1％
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計画事業評価シート

％

実績値 整備の促進

計画どおり

　四谷スポーツスクエアについては、令和2年4月の開設早々の休館がありましたが、利用開始後、徐々に卓球・バドミン
トン等の利用予約が増えてきていることから、施設の認知度は高まってきています。多目的ホールの利用率について
は、76.4％の実績があり、多くの方に利用いただくことができました。一方で、令和2年度は、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により、会議の開催需要が低く、会議室の利用率が伸びませんでした。各室の利用について、指定管理者
と連携しながら効果的かつ効率的な施設の周知を行う等、今後の利用者増に向けて検討・周知を進めていきます。
　また、四谷クルーセについても、2法人は令和2年5月に運営を開始し、文化交流拠点機能の推進により賑わいを創出
するとともに、予定どおり各法人と区との連携も始まっています。
　文化国際交流拠点機能及びスポーツができる機能を持った施設の開業により、四谷駅前に新たな賑わいをもたらす
交流拠点の整備が完了したことから、計画どおりと評価し、本事業は終了します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　公益棟地下階（四谷スポーツスクエア）については、令和2年4月施設開設後、区民が気軽にスポーツ等を楽しめる施
設となるように、指定管理者と連携し、運営していきます。
　公益棟地上階（四谷クルーセ）については、引き続き四谷駅前に新たな賑わいをもたらす文化交流拠点機能の形成
又は外国人旅行者の誘致を目的とした独立行政法人国際交流基金及び独立行政法人国際観光振興機構と連携を強
化していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

所管部 総務部・地域振興部 所管課 契約管財課・生涯学習スポーツ課

基本政策 Ⅲ 個別施策 12 関係法令等 新宿区立四谷スポーツスクエア条例

令和２年度の取組・評価

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値
指標

有 評価の可否 評価できる

実績

（1）四谷スポーツスクエア
令和2年4月1日開設（令和2年度利用実績　　利用率29.5％　延べ18,431名利用）
※新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言発令により、令和2年4月1日～令和2年7月14日まで休館
※新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言発令により、令和3年1月5日～令和3年3 月31日まで20時以
降を含む時間帯の利用自粛及び新規受付中止
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため利用定員の制限等の実施

（2）四谷クルーセ
令和2年2月から使用開始

計画事業 89 ― 文化国際交流拠点機能等の整備

　事業概要

　四谷駅前地区第一種市街地再開発事業で取得する公益棟では、文化国際交流拠点としての機能を持たせるほか、スポーツができ
る機能を整備し、駅前に新たな賑わいをもたらす交流拠点の形成を図ります。

1 整備状況

指標名

整備の促進 整備の促進 開業・運用

指標の定義（単位）

文化国際交流拠点機能の整
備、スポーツができる機能の
整備

　整備の完了 開業・運用

達成度 ― ％ ― ％ ―
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円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 ― ％

区民一人当たりのコスト 9.6 円 9.1 円 9.1 円 9.3

円 9,617,190

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 3,327,720 円 3,150,180 円 3,139,290

― ％ ― ％ ―

千円 ― 千円

特定財源 ― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円

千円 ―

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 ― 千円

一般財源 ― 千円 ― 千円 ―

事業経費 ― 千円 ― 千円 ―

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円 ― 千円予算現額 ― 千円 ―

令和３年度の進捗状況

当
年
度
の
進
捗

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 終了

第二次実行
計画における
取組方針

―

課題
・

ニーズ等
―
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計画事業評価シート

　新宿フィールドミュージアムは、新型コロナウイルス感染症の影響により中止としました。そのため、本事業は、評価の
対象外とします。
　令和2年度は、令和3年度の開催に向けて、開催場所や実施手法等の検討を行いました。また、情報発信力の強化を
図るため、スマートフォン等の小型端末への対応やイベント検索機能の強化、動画配信への対応の強化等、新宿
フィールドミュージアムの公式ホームページを改修しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果

％達成度 83.3 ％ 64.9 ％ ―

実績値 25.0 22.7 ―

―

達成度 105.5 ％ 108.3 ％ ― ％

目標値 110 120 130

実績値 116

目標値 30.0 35.0 40.0

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　新宿フィールドミュージアムでは、都市型音楽フェス「-ｓｈｉｎ-音祭」を充実させるとともに、公式サイトのほかＳＮＳ等を
活用した情報発信の強化を図り、効果的・効率的に周知活動を展開し、事業の認知度を高めていきます。また、新たな
文化芸術団体に協議会参加を呼び掛け、各団体の意見を十分に踏まえ、事業の充実を図り、まちの賑わいの創出を
進めていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できない

実績

（1）新宿フィールドミュージアム
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（2）新宿フィールドミュージアム公式ホームページ改修
情報発信力強化のため、新宿フィールドミュージアムの公式ホームページを改修
①スマートフォン等の小型端末への対応
②イベント検索機能の強化
③動画配信への対応の強化

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

130

2
新宿フィールドミュー
ジアムの取組に関す
る区民の認識度

区政モニターにより、本事業
の取組を「知っている」及び
「聞いたことがある」と回答し
た割合（％）

R2（2020）年度

1
新宿フィールドミュー
ジアム参加団体数

新宿フィールドミュージアム
協議会参加団体数（団体）

計画事業 90 ① 新宿の魅力としての文化の創造と発信（新宿フィールドミュージアムの充実）

　事業概要

　新宿の文化資源を活用した多様な主体による文化芸術イベントを集約し、音楽・美術・演劇・伝統芸能・パフォーマンス・まち歩き・歴
史探訪など、幅広いジャンルのイベントからなる「新宿フィールドミュージアム」として実施することにより、新宿のまちの魅力を創造・発
信します。また、「サポーター制度」を創設することで、新宿フィールドミュージアムへの認知度を高め、参加の拡大につなげていきま
す。

所管部 文化観光産業部 所管課 文化観光課

基本政策 Ⅲ 個別施策 12 関係法令等
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円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 72.8 円 72.1 円 56.9 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 25,236,678 円 25,044,583 円 19,622,550

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

55,737 千円

執行率 99.7 ％ 99.8 ％ 30.6 ％ 75.2

千円

特定財源 26,488 千円 29,249 千円 0 千円

千円 32,693 千円 10,110

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 69,945 千円

一般財源 654 千円 3,444 千円 10,110 千円

千円 92,960 千円 【特定財源】
ハロウィンジャンボ宝く
じ区市町村交付金

事業経費 27,142

予算現額 27,215 千円 32,757 千円 32,988

事業形態

2018～2020年度 備考

■ 非市場的・選択的サービス

14,208

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）新宿フィールドミュージアム【令和3年7月～11月開催予定】
①新宿フィールドミュージアム参加団体数　132団体【135団体】
②運営部会・企画部会の合同部会開催（令和3年4月26日）

印刷物のデザインやオープニングイベントの方向性を決定
③区内イベントの情報収集及び印刷物（ポスター、チラシ、ガイド）の作成、配布
④コアイベント「SHIN-ONSAI2021」開催に向けた準備【令和3年10月開催予定】

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業58「新宿の魅力としての文化の創造と発信」 関連区分 継続

第二次実行
計画における
取組方針

　新宿フィールドミュージアムは、身体的距離の確保や消毒等、徹底した感染症対策を講じた上で実施し、文化芸術振
興会議や協議会での意見を踏まえ、引き続き、情報発信の取組強化及び集客力の向上に取り組んでいきます。また、
文化芸術団体の意見を十分に踏まえ、ＳＮＳの活用など情報発信手法を工夫することで、事業周知を更に強化し、まち
の賑わいの創出を図ります。

課題
・

ニーズ等

　新宿フィールドミュージアムは、参加団体数や参加者の増加を図るため、情報発信の更なる工夫と強化が必要です。
　また、アーティスト、ホール・劇場サイドや鑑賞者サイド双方で、動画配信へのニーズが高まりつつあることから、イベン
トだけではなく、配信される動画についても発信が求められています。
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計画事業評価シート

目標値 90.0

％

実績値 6

90.0 90.0

実績値 95.0 97.0 ―

　和を伝えるプログラムは、新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年度の開催を中止しました。そのため、本事
業は評価の対象外とします。また、和を伝えるプログラムは、東京2020オリンピック・パラリンピックを契機に増加する外
国人観光客を主な対象としており、新型コロナウイルス感染症の影響による外国人の訪日の状況を勘案して本事業は
終了とします。
　今回の準備で得た導線の分離や時間差をつけての入場等のノウハウやスキルは、同種のイベントに十分に役立つも
のであり、今後、他事業に積極的に活用していきます。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　和を伝えるプログラムでは、外国人観光客が気軽に参加しやすい会場を選び、外国人観光客が多く来日する時期に
合わせてプログラム開催を図るとともに、民間の協力も得て、情報発信の強化を図ります。また、参加者の満足度を高め
られるように、アンケート結果等を踏まえながら、より魅力的なプログラムとなるよう工夫していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

％

所管部 文化観光産業部 所管課 文化観光課

基本政策 Ⅲ 個別施策 12 関係法令等

評価の可否 評価できない

実績 　和を伝えるプログラムは、新型コロナウイルス感染症の影響により中止

達成度 105.6

参加者アンケートにおいてプ
ログラム内容に満足した旨の
回答した割合（％）

％ 107.8

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値

指標

％ ―

2
和を伝えるプログラム
の参加者の満足度

計画事業 90 ➁ 新宿の魅力としての文化の創造と発信（和を伝えるプログラム）

　事業概要

　東京2020オリンピック・パラリンピックとその後を見据え、外国人観光客を含む来街者を対象に、華道、茶道等の和の文化を体験でき
るプログラムを実施し、新宿のまちへの満足度を高めることで、繰り返し訪れたくなるまちづくりを進めます。

1
和を伝えるプログラム
の回数

指標名

6 6 7

指標の定義（単位）

和を伝えるプログラムの実施
回数（回）

3 ―

達成度 100.0 ％ 50.0 ％ ―

令和２年度の取組・評価

有
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事
業
分
析

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

円

― 人

円

％

単位当たりのコスト
2018～2020年度

執行率 98.5 ％

区民一人当たりのコスト 72.8 円 72.1 円 2.8 円 ―

円 ―

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 25,236,678 円 25,044,583 円 951,300

63.4 ％ 0.0 ％ 49.4

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

千円 18,701 千円

特定財源 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 10,465 千円 8,236 千円 0

事業経費 10,465 千円 8,236 千円 0

市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円 37,877 千円予算現額 10,619 千円 12,996

令和３年度の進捗状況

千円 14,262

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 18,701 千円

分類 □ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス ■

当
年
度
の
進
捗

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 終了

第二次実行
計画における
取組方針

―

課題
・

ニーズ等
―
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計画事業評価シート

計画事業 91 ― 漱石山房記念館を中心とした情報発信

　事業概要

　夏目漱石の顕彰について、若年層（小学生・中学生・高校生）を対象に全国規模でコンクールを実施するとともに、イベントの開催や
オリジナルグッズの開発等を行います。また、漱石山房記念館を中心として、漱石をはじめとする新宿にゆかりのある文化人等の魅力
を広く情報発信します。

1
漱石山房記念館の
来館者数

50,000 73,000 73,000

指標の定義（単位）

漱石山房記念館の年間来館
者数（人／年）

61,120 23,960

達成度 157.7 ％ 83.7 ％ 32.8

令和２年度の取組・評価

目標値
指標

有 評価の可否 評価できる

実績

（1）アニメ・漫画を活用した区内文化施設回遊イベント
「新宿区×啄木鳥探偵處」スタンプラリー
　非接触型デジタルスタンプラリーとして開催
　開催期間：令和3年1月22日(金)～3月14日(日)　参加者数　延べ1,230人
　会場：漱石山房記念館、新宿歴史博物館、林芙美子記念館、佐伯祐三アトリエ記念館、中村彝アトリエ記念館

（2）情報発信イベント
①小泉八雲生誕170年記念「漱石と八雲-文豪たちが見た世界と日本」イベント

令和2年11月7日(土）無観客により実施
収録した映像を令和2年12月18日から令和3年3月31日まで区公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルで配信

②九日会イベント
年4回実施予定のうち、新型コロナウイルス感染症の影響により3回中止
令和2年12月9日開催　参加者数39人

③漱石山房記念館一日館長イベント
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

④読書感想文・絵画コンクール
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（3）オリジナルグッズ作成
エコバッグ・ポーチを作成し、令和3年1月から販売

（4）無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備
漱石山房記念館に無料公衆無線ＬＡＮ環境を整備し、令和3年4月からスマートフォンアプリ「ポケット学芸員」に
よる音声ガイド（4か国語）の運用を開始

％

実績値 78,833

所管部 文化観光産業部 所管課 文化観光課

基本政策 Ⅲ 個別施策 12 関係法令等
新宿区立漱石山房記念館条例、新宿区立漱石山房記念館条例施行
規則

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　夏目漱石に関する多彩なイベントや読書感想文・絵画コンクールを実施するとともに、地域の町会や学校、他自治体
等と連携したイベントの開催やオリジナルグッズの作成を行い、漱石山房記念館の知名度向上に向け、情報発信を推
進していきます。
　また、夏目漱石記念施設整備基金の周知の強化に取り組み、あわせて漱石山房記念館を中心として、区の記念館・
博物館の魅力を発信するため、アニメ・漫画等を活用したイベントなどを実施し、多くの人が繰り返し訪れたくなるまち・
新宿を創造していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

計画どおり

　計画した事業のうち、漱石山房記念館一日館長イベント、読書感想文・絵画コンクールは新型コロナウイルス感染症
の影響により中止としました。九日会イベントについては、年4回の実施を予定していましたが、新型コロナウイルス感染
症の影響により、12月9日の1回のみの実施となりました。

コロナ禍においても漱石山房記念館の魅力を広く効果的に発信するため、実施手法を検討し、「漱石と八雲」イベント
の無観客での撮影、動画配信や、アニメ・漫画を活用したイベントでのデジタルスタンプラリーを早急な対応により実施
しました。
　さらに、第二次実行計画で実施を計画していた無料公衆無線ＬＡＮ環境を前倒しで整備し、令和3年4月からクラウド
型ミュージアムシステムアプリ「ポケット学芸員」による音声ガイド（4か国語）を配信するなど、新型コロナウイルス感染症
対策に併せ積極的な情報発信と来館者の利便性の向上を図ることで、今後の来館者の増加に向けて適切に取り組み
ました。
　令和2年4月1日から6月15日までを休館とし、さらに令和3年1月7日から3月21日の緊急事態宣言の再発出もあったこ
とから、指標1「漱石山房記念館の来館者数」については、23,960人で目標達成度は32.8％にとどまっていますが、漱
石山房記念館の知名度向上、魅力発信に向けて適切に取り組みました。このことから、計画どおりと評価し、本事業とし
ては終了しますが、第二次実行計画「59 新宿の歴史・文化の魅力向上」により、区内の記念館等の魅力をより包括的
にＰＲするとともに、区ゆかりの文化人等を全国に広く情報発信していきます。
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当
年
度
の
進
捗

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 終了

第二次実行
計画における
取組方針

―

81,002 千円 【特定財源】
アニメ等コンテンツを活
用した誘客促進事業費
補助金

予算現額 26,784 千円 29,898

令和３年度の進捗状況

千円 24,320

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 61,170 千円事業経費 21,671 千円 25,270 千円 14,229

84.5

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円

一般財源 18,804 千円 19,169 千円 10,170

％ 58.5 ％ 75.5

千円 48,143 千円

特定財源 2,867 千円 6,101 千円 4,059 千円 13,027 千円

112.7

円 117,054,009

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 40,811,961 円 43,410,394 円 32,831,654

課題
・

ニーズ等
―

円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 80.9 ％

区民一人当たりのコスト 117.8 円 124.9 円 95.3 円
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Ⅲ - 12

事業
概要

　新宿駅周辺等を会場として、アーティストの作品展や親子で参加できるアートイベントなどを開催することで、まち
の魅力を発信し、新たな賑わいと活力を創出します。

千円

0.0 ％

事業名 559 新宿クリエイターズ・フェスタ

□ 適切 □ 改善が必要

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

２
年
度

取組
内容
・

実績

  新型コロナウイルス感染症の影響により、新宿クリエイターズ・フェスタ2020実行委員会の書面開催を経て、令和2
年度の新宿クリエイターズ・フェスタを中止しました。
　このため、取組状況確認の対象外とします。

予算現額 0 千円

取組状況事業経費 0 千円

執行率 0.0 ％

□ 適切 □ 改善が必要

事業
概要

　名誉区民を広く区民に周知し、区民が身近に感じ、親しみを持ってもらうため周知事業を行います。

２
年
度

予算現額

事業経費

執行率

取組状況

取組
内容
・

実績

（1）名誉区民出演事業
新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、区が実施する事業等への名誉区民の出演実績はありませんでし

た。
（2）区民招待事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、名誉区民が出演する講演会等が中止となったため、区民招待の
実績はありませんでした。
　以上により、取組状況確認の対象外とします。

1,300 千円

0

558 名誉区民周知事業
所管部 総務部

所管課 総務課

□適切■
予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

1,175

147

12.5

取組状況

事業名

個別施策 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

事業名 557 名誉区民選定委員会の運営
所管部 総務部

所管課 総務課

事業
概要

　名誉区民の選定にあたり、その人選に関する区長の諮問機関として設置・運営しています。現在までに20名の
方々を名誉区民として選定しています。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
　社会文化の興隆に功績があった方に対し、その功績をたたえ、区民敬愛の対象として顕彰するため、平成8年12
月に条例を制定し、令和3年3月までに20名を名誉区民として顕彰しています。顕彰に際しては、あらかじめ名誉区
民選定委員会の意見を聴き、議会の同意を得て選定をしています。
　名誉区民選定委員会は、区内に居住し、名誉区民顕彰制度について優れた識見を有する方、7名が委員となっ
ています。
（実績）
　選定委員会開催　0回
　令和2年度は名誉区民の顕彰がなかったため、選定委員会の開催はありませんでした。

改善が必要
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取組
内容
・

実績

(1)文化財調査員の活動
・文化財保護審議会の依頼により、同審議会に諮問された文化財の基礎調査及び報告を行う。
・任期2年（令和元年10月1日より第19期調査員を委嘱）　定員10名（現員10名）
・調査員会議開催6回（書面開催、4～8月は新型コロナウイルス感染症の影響により中止)、調査件数4件

(2)文化財の保護保存調査
・文化財調査　　随時
・文化財の公開　9月23日～11月30日　新宿歴史博物館で「聖徳太子画像」、「巴講睦の獅子図屏風」の特別公開
・奨励金・補助金　　奨励金114件交付、補助金は交付実績なし
・文化財説明板・坂道標柱　　説明板：新設0基、更新5基、坂道標柱：維持管理

(3)埋蔵文化財の保護保存調査（令和3年3月末現在）
・埋蔵文化財の相談・指導　　埋蔵文化財存否照会件数5,157件、試掘調査27件、立会調査36件
・個人事業者に対する国庫補助金による試掘・本調査 3件
・民間発掘調査指導会議の開催　12回（対面会議5回、書面開催7回）
・出土品の分類・整理　　2件

予算現額 26,303 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 19,876 千円

執行率 75.6 ％

事業
概要

　 文化財保護法、新宿区文化財保護条例及び同施行規則に基づき、郷土の歴史や文化の礎となる文化財の保護
保存及び活用のため必要な措置を講じ、区民の文化の向上及び郷土に対する知識や愛着を育みます。

執行率 63.2 ％

事業名 562 文化財保護保存調査等
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

２
年
度

事業
概要

　新宿区文化財保護条例(昭和58年4月1日施行)に基づいて設置された機関です。区指定文化財の指定及び指定
の解除、区登録文化財の登録及び登録の解除、その他教育委員会が必要と認める事項について教育委員会の諮
問に応じて調査審議し、答申し、または意見を述べます。年4回開催します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1)委員委嘱　任期2年（令和元年12月1日より第19期委員を委嘱）　定員10名（現員10名）
(2)会議実績　3回 (書面開催)
(3)審議内容
・諮問7件(「川合玉堂旧居跡」、「ノエル・ヌエット旧居跡」、「浄輪寺の花卉寄合屏風」、「感通寺の本堂及び山門」、
「大願寺の板碑」、「吉田博旧居跡」)
・調査報告に対する審議3件(「栗本丹洲の墓」、「熊野神社の狛犬」、「済松寺文書」)
・意見聴取1件(「ムーラン・ルージュ新宿座跡」)

予算現額 712 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 450 千円

事業名 561 文化財保護審議会の運営
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

（取組内容）
(1)郷土資料の調査収集・活用

新宿に関連する郷土資料の継続的な調査・収集、適切な保存、展示・事業等での積極的な活用等を実施
(2)展示会の開催

新宿歴史博物館企画展示室を中心に、新宿の歴史・文化に関する様々なテーマで展示会を開催
(3)文化財等の保存・公開

国史跡「林氏墓地」の公開を実施
(4)学校等への教育活動支援

社会科見学や職場体験等、区内小・中学校を中心に地域・歴史学習への取組を支援。大学等とも連携
(5)漱石山房関連事業

漱石山房記念館を主会場とし、展示、文学講座等の事業を実施
(6)博物館ボランティアの活動支援

博物館や記念館で活動する地域人材に活動の場と機会を提供するとともに、人材育成を実施
（実績）
　新宿歴史博物館企画展示室延べ観覧者数：10,721人（令和3年3月31日現在）

改善が必要―

―

取組状況 □適切■
予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

―

個別施策 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

事業名 560
新宿未来創造財団運営助成（文化財、郷土資料
調査研究）

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

事業
概要

　公益財団法人新宿未来創造財団の運営助成を行い、文化財、郷土資料の調査研究等を進めます。また、高田馬
場流鏑馬の公開、伝統芸能フェスティバル、特別展・所蔵資料展等の普及啓発事業を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績
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事業経費 780 千円

執行率 81.3 ％

千円

取組状況 ■ 適切 □

２
年
度

事業名 565 ミニ博物館の充実

改善が必要

文化観光産業部

所管課 文化観光課

事業
概要

　区内に所在する文化資源(文化財を有する社寺等)や産業資源(地場産業・伝統工芸等)に対し、ミニ博物館として整
備し、区民の身近な文化遺産として一般に公開します。「ミニ博物館設置及び運営補助金交付要綱」及び「新宿区補
助金交付規則」に基づき補助金を交付します。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（1）ミニ博物館　8館
①染の里二葉苑(地場産業・染色)　平成4年3月9日開館
②須賀神社の三十六歌仙絵(文化財)　平成4年12月24日開館
③つまみかんざし博物館(伝統工芸)　平成5年10月6日開館
④十二社熊野神社の文化財(文化財)　　平成5年12月25日開館
⑤内藤新宿太宗寺の文化財(文化財)　平成7年3月25日開館
⑥目白学園遺跡(文化財)　平成8年3月25日開館
⑦東京染ものがたり博物館(地場産業・染色)　　平成9年3月24日開館
⑧木組み博物館(伝統技術)　　平成28年1月26日開館

（2）事業内容
運営補助金の交付(1館あたり1月に@10,000円)、活動期間は通年(令和2年4月1日～令和3年3月31日)

※新型コロナウイルス感染症の影響により②④以外の各館は臨時休館期間あり

予算現額 960

所管部

（1）目的
新宿区立漱石山房記念館の資料収集のため

（2）寄附の状況
令和3年3月31日現在　131,685千円

2,518予算現額

％100.0執行率

千円2,518事業経費 　適切 □
千円

事業名 563 文化財協力員の活用

(1)協力員登録者　登録者数25名
(2)活動内容・実績　活動回数延べ49回（費用弁償@500×49回＝24,500円）

区内に住んだ近現代人物調査
区内の小祠調査
区内のパブリックアート調査
区内の定点撮影
文化財説明板、歴史標柱と坂道標柱のパトロール
研修会（新型コロナウイルス感染症の影響により中止)

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

取組
内容
・

実績

取組状況 ■

　新宿区立漱石山房記念館の整備にあたり、区民のみならず全国からこの事業にご参画いただく仕組みのひとつとし
て、平成25年7月1日より寄附の募集・受付を開始した「新宿区夏目漱石記念施設整備基金」は、資料収集のため、引
き続き寄附の呼びかけを行います。

■取組状況 改善が必要

　適切 □
300 千円

事業経費

執行率 8.3 ％

事業
概要

取組
内容
・

実績

事業名

個別施策 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課
564

25 千円

事業
概要

　地域の文化財に関する情報収集や活用、新たな文化資源の掘り起こしや記録保存に関して、区民に参画してもらう
ことで、文化財や地域史への関心を高め、区の文化財行政への理解を高めてもらいます。また、区と共に文化財の保
護と活用を推進していくための人材を養成します。

２
年
度

予算現額

改善が必要

夏目漱石記念施設整備基金積立金
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執行率 99.9 ％

事業
概要

　洋画家佐伯祐三のアトリエを記念館として整備し、アトリエ内部を公開するとともに、佐伯に関する様々な情報を発
信するなど、その管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
（1）指定管理本業務

施設や備品の適切なメンテナンス及び修繕を計画的に実施するとともに、受付職員による丁寧・親切な案内に加
えてボランティアとの協働によるガーデニング活動や展示解説等、利用者満足度向上のための取組を実施
（2）指定管理提案事業

魅力的で親しまれる記念館づくりを積極的に推進するため、画集・書籍の紹介や同じ落合地区にある林芙美子記
念館及び中村彝アトリエ記念館との回遊を促進するマップの作成・配布等を実施
（実績）
　利用者数3,375人（令和3年3月末現在）

※新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年4月1日から6月15日まで臨時休館

予算現額 9,934 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 9,927 千円

事業名 568 佐伯祐三アトリエ記念館の管理運営
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

改善が必要□事業経費 17,971 千円

執行率 99.9 ％

17,985 千円

取組状況 ■ 適切

文化観光課

事業
概要

　林芙美子の旧居を記念館として整備・公開し、貴重な資料を展示するとともに、芙美子に関する様々な情報を発
信するなど、その管理運営（指定管理者）を行います。

事業名 567 林芙美子記念館の管理運営

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
（1）指定管理本業務

施設や備品の適切なメンテナンス及び修繕を計画的に実施するとともに、受付職員による丁寧・親切な案内に加
えて博物館ボランティアとの協働による植栽管理や解説・朗読会等、利用者満足度向上のための取組を実施
（2）指定管理提案事業

魅力的で親しまれる記念館づくりを積極的に推進するため、写生や写真撮影の要望に応える休館日開放や、建
物の内部公開、書籍の紹介、同じ落合地区にある佐伯祐三アトリエ記念館及び中村彝アトリエ記念館との回遊を促
進するマップの作成・配布等を実施
（実績）
　利用者数4,870人（令和3年3月末現在）

※新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年4月1日から6月15日まで臨時休館

予算現額

取組状況事業経費

執行率

千円

千円

％

84,309

84,292

100.0

所管部 文化観光産業部

所管課

事業
概要

　新宿歴史博物館は、郷土資料の収集保存・調査研究・公開、地域の歴史と文化を守り継承するために設置された
施設であり、その管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
（1）指定管理本業務

区民等の利用者に対するサービスを向上させるとともに、開館から30年経過した施設や備品のメンテナンス及び
更新を計画的に実施
（2）指定管理提案事業

魅力的で親しまれる博物館づくりを積極的に推進するため、施設を有効活用した、施設開放イベント「れきはくま
つり」や中庭を活用したお茶会、ホワイエにおける区民等を対象とした発表の場の提供などを実施
　施設の利用促進のため「メンバーズ倶楽部」を運営し、年6回程度の会報誌による情報提供、メンバーズ対象事業
等も実施
（実績）
　利用者数33,815人(令和3年3月末現在)

※新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年4月1日から6月15日まで臨時休館

改善が必要□適切■
予算現額

個別施策 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

事業名 566 新宿歴史博物館の管理運営
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課
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事業名

事業
概要

　新宿区文化芸術振興基本条例に基づき、区長の付属機関として設置した「新宿区文化芸術振興会議」を運営し
ます。新宿区における文化芸術振興について、調査審議、提言を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

　平成22年9月に設置された文化芸術振興会議の委員の任期は2年で、第5期(平成30年9月9日～令和2年9月8日)
については、次のとおりに調査審議を進め、令和2年9月頃には審議結果を取りまとめ、区長に報告しました。第6期
（令和2年9月9日～令和4年9月8日)についても、文化芸術活動等に関する基本的な事項について調査審議を行い
ます。
（1）調査審議事項

・区内文化施設の情報発信基盤整備について
・区内文化施設間の企画連携の促進について
・新型コロナウイルス感染症拡大を受けて

（2）会議開催状況
文化芸術振興会議　3回　同専門部会　2回
報告会　　　　　　　　1回

予算現額

571 文化芸術振興会議の運営
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

□ 改善が必要事業経費 ■ 適切
％執行率 80.0

1,717 千円

2,147 千円

取組状況

個別施策 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

事業名 569 中村彝アトリエ記念館の管理運営
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

18,831

文化観光産業部

所管課 文化観光課

□適切■

事業経費 70,151 千円

事業
概要

　洋画家中村彝のアトリエを記念館として整備し、アトリエ内部を公開するとともに、彝に関する様々な情報を発信す
るなど、その管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
（1）指定管理本業務

施設や備品の適切なメンテナンス及び修繕を計画的に実施するとともに、受付職員による丁寧・親切な案内に加
えてボランティアとの協働によるガーデニング活動や展示解説等、利用者満足度向上のための取組を実施
（2）指定管理提案事業

魅力的で親しまれる記念館づくりを積極的に推進するため、画集・書籍の紹介や同じ落合地区にある林芙美子記
念館及び佐伯祐三アトリエ記念館との回遊を促進するマップの作成・配布等を実施
（実績）
　利用者数4,441人（令和3年3月末現在）

※新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年4月1日から6月15日まで臨時休館

改善が必要18,819

99.9

取組状況

事業名 570 漱石山房記念館の管理運営
所管部

執行率 89.9 ％

事業
概要

　文豪・夏目漱石にとって初の本格的記念館「漱石山房記念館」において、漱石が晩年を過ごした「漱石山房」を再
現し公開するとともに、漱石の作品や功績を広く発信するなど、その管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
（1）指定管理本業務

区民等の利用者に対するサービスを向上させるとともに、施設の整備や展示の整備を計画的に実施
（2）指定管理提案事業

魅力的で親しまれる博物館づくりを積極的に推進するため、施設を有効活用した、施設開放イベント「漱石山房ま
つり」や多目的室等を活用した他自治体による展示などを実施
　特別展、テーマ展開催時以外にも通常展展示替えを実施
（実績）
　利用者数23,960人(令和3年3月末現在）

※新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年4月1日から6月15日まで臨時休館

予算現額 78,009 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要
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％

事業名

□

新宿文化センターの管理運営
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

文化観光産業部

所管課 文化観光課

適切■

0.0 ％

■

573

事業
概要

　乳幼児とその保護者等へ文化芸術体験の機会の提供を行い、子どもの生きる力と豊かな心を育むとともに、文化
芸術の次代の担い手の育成を図ります。

２
年
度

取組
内容
・

実績

乳幼児向け観劇事業「はじめてのおしばい」
　乳幼児とその保護者向けに良質なステージの観劇会を実施予定でしたが、新型コロナウイルス感染症の影響によ
り、乳幼児とその保護者向けに良質なステージの映像を制作し、オンライン配信しました。
（実績）
（1）ポロンポロン

配信期間：令和3年2月19日（金）9：00～25日（木）16：00　視聴回数：2,220回
（2）はじめてのクラシックコンサート

配信期間：令和3年3月19日（金）9：00～25日（木）16：00　視聴回数：1,160回

改善が必要1,387

79.9

取組状況

予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

1,735

個別施策 まちの歴史や記憶、文化、芸術など多様な魅力による賑わいの創造

事業名 572 乳幼児文化体験事業
所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

国内友好都市交流の推進
所管部

事業
概要

　友好提携を結んでいる長野県伊那市との友好交流を進めます。

２
年
度

予算現額

事業経費

執行率

取組状況 　適切 □ 改善が必要

取組
内容
・

実績

（1） 催事による友好交流を予定していましたが、 新型コロナウイルス感染症の影響により、各催事が中止となりまし
た。
（2） 広報紙の相互情報発信（年3回）、催事情報掲載（随時）
（3） 区役所ロビーでの伊那市パネル展の開催（2月15日～3月12日）・特産の生花の展示（毎月1回）
（4） 伊那市から区立小・中学校への給食食材の提供、卒業生への花束提供など

62 千円

0 千円

事業名 574

事業
概要

　区における文化芸術活動の拠点として、文化芸術活動の更なる活性化を進めていくため、1,802名収容の大ホー
ル等設備の充実した新宿文化センターの管理運営（指定管理者）を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

（取組内容）
　新宿区における文化芸術活動の拠点として適切に活用していくため、区長附属機関「新宿区文化芸術振興会議」
において新宿文化センターのあり方や運営方針等について検討していただき、毎年行う事業評価や月例打合せ等
により指定管理者と共有し、施設の運営に活かしています。

（実績）
　施設稼働率39.6％（令和3年3月末現在）

※新型コロナウイルス感染症の影響により、令和2年4月8日から令和2年7月14日まで臨時休館。7月15日の
開館後も、定員の2分の１以下で施設運営を実施。また、令和3年1月8日から令和3年7月11日まで20時以降
が含まれる貸出区分の新規予約を中止するとともに、既に予約を受け付けている利用者に自粛を要請。

予算現額 297,038 千円

取組状況 ■ 適切 □ 改善が必要事業経費 286,252 千円

執行率 96.4
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事業名 575
新宿未来創造財団運営助成（文化活動・国際交
流）

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

□適切■

事業
概要

　公益財団法人新宿未来創造財団の運営助成を行い、地域文化活動の推進、地域と友好都市等との交流の推進
等を行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

(1)多文化交流事業
国際理解及び日本文化理解を深め、多文化共生社会を実現するためのイベント・講座については、新型コロナウ

イルス感染症の影響により中止
(2)友好都市との交流事業（人的交流事業）

友好都市ベルリン市ミッテ区との青少年交流については、ミッテ区からの青少年の受け入れを予定していたが、新
型コロナウイルス感染症の影響により中止
(3)友好都市との交流事業（作品交流事業）

3月に、新宿区及び友好都市の児童・生徒の作品を集め、オンライン展示会を実施。
展示数76点（新宿区16点、ギリシャレフカダ市30点、中国北京市東城区30点

(4)舞台芸術鑑賞機会の提供
新型コロナウイルス感染症の影響により、新宿文化センターの定員を2分の1に制限した上で、次のとおり開催し、

その他の実施予定事業は中止
・大貫妙子コンサート　782人
・フレッシュ名曲コンサート「ニューイヤー・コンサート」484人
・はじめてのバレエ鑑賞848人

改善が必要―

予算現額

事業経費

執行率

千円

千円

％

―

―

事業名 576 大新宿区まつり

取組状況

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

事業
概要

　新宿に住む人、訪れる人、働く人、学ぶ人の交流を深めるため、地域団体等と連携して毎年10月に「大新宿区ま
つり」を開催し、新しい文化や情報を発信します。

執行率 0.0 ％

□ 適切 □ 改善が必要

２
年
度

取組
内容
・

実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により、大新宿区まつり実行委員会の書面開催を経て、令和2年度の大新宿区
まつりを中止しました。
　このため、取組状況確認の対象外とします。

予算現額 30,433 千円

取組状況事業経費 7 千円

事業名 577 文化体験プログラム事業の展開

□ 適切 □ 改善が必要

所管部 文化観光産業部

所管課 文化観光課

執行率 0.0 ％

事業
概要

　文化芸術の振興には、区民が自発的に活発な文化芸術活動を行うことが必要です。気軽に本格的な文化芸術体
験ができる機会の提供により、区民が文化芸術活動へ参加するためのきっかけ作りを行います。

２
年
度

取組
内容
・

実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により、開催を中止しました。
　このため、取組状況確認の対象外とします。

予算現額 4,933 千円

取組状況事業経費 0 千円
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2年度
評価

方向性 ページ

① 健康ポイント事業 計画どおり 統合 70

② 健康な食生活へのサポート 評価できない 経常事業化 74

③ ウォーキングの推進 評価できない 統合 71

2 計画どおり 拡充 76

① 糖尿病予防対策の推進 評価できない 経常事業化 78

② 糖尿病性腎症等重症化予防事業 計画どおり 経常事業化 80

③ 生活習慣病治療中断者への受診勧奨 計画どおり 継続 82

4 評価できない 経常事業化 84

5 評価できない 経常事業化 86

6 計画どおり 経常事業化 88

7 計画どおり 経常事業化 90

8 計画どおり 経常事業化 94

9 計画どおり 拡充 96

10 計画どおり 拡充 100

① 地域密着型サービスの整備 計画どおり 継続 102

② 特別養護老人ホームの整備 計画どおり 継続 104

③ ショートステイの整備 計画どおり 継続 106

12 計画どおり 拡充 108

13 計画どおり 継続 14

14 計画どおり 経常事業化 16

15 計画どおり 継続 18

16 計画どおり 継続 110

17 計画以上 拡充 112

18 計画どおり 経常事業化 114

19 計画どおり 経常事業化 118

20 計画どおり 経常事業化 120

21 妊娠期からの子育て支援 ① 出産・子育て応援事業 計画どおり 拡充 122

22 計画どおり 経常事業化 124

① 児童相談所の整備 計画どおり 統合 126

② 児童相談体制の充実・強化 計画どおり 統合 127

基本政策

Ⅰ

1

2

3

4

暮らしやすさ
1番の新宿

個別施策

生涯にわたり心身ともに健康で暮
らせる健康寿命の延伸に向けた取
組の充実

住み慣れた地域で暮らし続けられ
る地域包括ケアシステムの推進

障害者がいきいきと暮らし続けられ
る環境の整備

安心できる子育て環境の整備

計画事業 枝事業

3 生活習慣病の予防

女性の健康支援

1 気軽に健康づくりに取り組める
環境整備

障害者グループホームの設置促進

障害を理由とする差別の解消の推進

高齢期の健康づくりと介護予防の推進

乳幼児から始める歯と口の健康づくり

こころの健康づくり

高齢者総合相談センターの機能の充実

在宅医療・介護連携ネットワークの推進

「地域の活力」を生かした高齢者を支えるしくみづくり

認知症高齢者への支援体制の充実

「地域支え合い活動」の推進

11 介護保険サービスの基盤整備

地域における子育て支援サービスの推進

区立障害者福祉施設の機能の充実

着実な保育所待機児童対策等の推進

放課後の居場所の充実

子どもの貧困の連鎖を防止するための取組

子どもから若者までの切れ目のない支援の充実

発達に心配のある児童への支援の充実

23 児童相談所移管準備

３　計画事業評価
　　計画事業評価一覧表
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2年度
評価

方向性 ページ基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

① 学校支援体制の充実 計画どおり 経常事業化 130

② 学校評価の充実 計画どおり 経常事業化 132

③ 創意工夫ある教育活動の推進 計画どおり 経常事業化 134

① 特別支援教育の推進 計画どおり 拡充 136

② 中学校への特別支援教室の開設 計画どおり 終了 138

③ 日本語サポート指導 計画どおり 拡充 140

④ 児童・生徒の不登校対策 計画どおり 拡充 142

⑤ 専門人材を活用した教育相談体制の充実 計画どおり 経常事業化 144

26 計画どおり 経常事業化 146

27 計画どおり 経常事業化 148

28 計画どおり 経常事業化 150

① 学校トイレ洋式化の推進 評価できない 継続 152

② 屋内運動場の空調設備整備 計画どおり 終了 154

30 計画どおり 拡充 156

31 計画どおり 拡充 158

① 英語キャンプの実施 計画どおり 継続 160

② 伝統文化理解教育の推進 計画どおり 継続 162

③ 障害者理解教育の推進 計画どおり 拡充 164

④ スポーツギネス新宿の推進 計画どおり 経常事業化 166

① ＩＣＴを活用した英語教育の推進 計画どおり 経常事業化 168

② コミュニケーション能力を高め国際理解を
深める英語教育の推進

計画どおり 経常事業化 170

③ 英検チャレンジ 計画以下 経常事業化 172

34 チームとしての学校の整備 ① 部活動を支える環境の整備 計画どおり 経常事業化 174

① 拠点相談事業 計画どおり 経常事業化 176

② 自立支援ホーム 計画どおり 経常事業化 178

③ 地域生活の安定促進（訪問サポート） 計画どおり 経常事業化 180

① 就労支援の充実 計画どおり 経常事業化 182

② 自立した地域生活を過ごすための支援の
推進

計画どおり 経常事業化 184

37 計画どおり 経常事業化 186

① 男女共同参画の推進と多様な生き方を
認め合う社会づくり

計画どおり 経常事業化 188

② 区政における女性の参画の促進 計画どおり 経常事業化 190

39 計画どおり 経常事業化 192

40 計画どおり 継続 194

41 評価できない 継続 196

42 計画どおり 拡充 198

43 評価できない 手段改善 202

44 計画どおり 拡充 204

45 計画どおり 継続 206

46 計画どおり 継続 210

5

6

7

未来を担う子どもたちの生きる力を
伸ばす教育の充実

セーフティネットの整備充実

女性や若者が活躍できる地域づく
りの推進

暮らしやすさ
1番の新宿

8

9

地域の課題を共有し、ともに考
え、地域の実情に合ったまちづくり
の推進

Ⅰ

高齢者や障害者等の住まい安定確保

35 ホームレスの自立支援の推進

33

地域での生活を支える取組の
推進

国際理解教育及び英語教育の
推進

24

32

25 一人ひとりの子どもが豊かに学べる
教育の推進

公私立幼稚園における幼児教育等の推進

29 学校施設の改善

学校の教育力強化への支援

学校図書館の充実

ＩＣＴを活用した教育の充実

地域協働学校（コミュニティ・スクール）の充実

時代の変化に応じた学校づくりの推進

東京2020オリンピック・パラリン
ピックを契機とした教育の推進

生活保護受給者の自立支援の
推進

生活困窮者の自立支援の推進

ワーク・ライフ・バランス(仕事と生活の調和）の推進

若者の区政参加の促進

町会・自治会活性化への支援

だれもが地域でいきいきと暮らせるための就労支援の推進

多様な主体との協働の推進

配偶者等からの暴力の防止

36

成年後見制度の利用促進

38 男女共同参画の推進
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2年度
評価

方向性 ページ基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

① 建築物等耐震化支援事業 計画どおり 拡充 212

② 擁壁・がけの安全化の総合的な支援 計画どおり 手段改善 214

① 木造住宅密集地域の整備促進
（若葉・須賀町地区）

計画どおり 継続 216

② 不燃化推進特定整備事業
（西新宿五丁目地区）

計画どおり 継続 218

③ 木造住宅密集地域における不燃化建替え
促進

計画どおり 継続 220

② 市街地再開発事業助成
（西新宿五丁目中央南地区）

計画どおり 継続 222

③ 防災街区整備事業助成
（西新宿五丁目北地区）

計画どおり 継続 224

④ 市街地再開発の事業化支援 計画どおり 継続 226

50 計画どおり 継続 228

51 計画どおり 継続 230

① 道路の治水対策 計画どおり 継続 232

② 道路・公園擁壁の安全対策 計画どおり 継続 234

③ 道路・公園におけるバッテリー内蔵型LED灯
の整備

計画どおり 終了 236

53 計画どおり 継続 238

54 評価できない 経常事業化 240

55 評価できない 継続 242

56 計画どおり 経常事業化 244

57 計画どおり 経常事業化 246

58 評価できない 経常事業化 248

59 計画どおり 拡充 250

60 計画どおり 経常事業化 252

61 計画どおり 経常事業化 254

② 感染症の予
防と拡大防止

62 計画どおり 拡充 256

63 計画どおり 経常事業化 258

64 計画どおり 経常事業化 260

65 計画どおり 継続 262

Ⅱ

3

③

① 犯罪のない安
心なまちづくり

良好な生活
環境づくりの
推進

細街路の拡幅整備

アスベスト対策

災害用備蓄物資の充実

安全安心推進活動の強化

暮らしやすい
安全で安心
なまちの実現

マンションの適正な維持管理及び再生への支援

女性の視点を踏まえた配慮を要する方への避難所運営体制の充実

まちをつなぐ橋の整備

新宿の高度
防災都市化
と安全安心
の強化

1

2

①
建築物等の
耐震化の推
進

②
木造住宅密
集地域解消
の取組の推進

③

市街地整備に
よる防災・住
環境等の向
上

④
災害に強い都
市基盤の整
備

災害に強い体制づくり

客引き行為防止等の防犯活動強化

新型インフルエンザ等対策の推進

福祉避難所の充実と体制強化

災害医療体制の充実

マンション防災対策の充実

路上喫煙対策の推進

木造住宅密集地域の防災性強
化

49

多様な主体との連携による多世代への防災意識の普及啓発

道路・公園の防災性の向上

道路の無電柱化整備

52

47 建築物等の耐震性強化

48

再開発による市街地の整備
災害に強い、
逃げないです
む安全なまち
づくり
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2年度
評価

方向性 ページ基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

① 新宿駅直近地区のまちづくり 計画どおり 継続 264

② 新宿駅東西自由通路の整備 計画どおり 継続 266

③ 新宿駅東口広場等の緊急整備 計画どおり 終了 268

④ 新宿通りモール化 評価できない 手段改善 270

⑤ 靖国通り地下通路延伸に向けた支援 計画どおり 継続 272

⑥ 新宿駅周辺地区のまちづくりルールの策定 計画どおり 継続 274

① 地域活性化プロジェクトの推進（賑わいづく
りと新たな文化の創造・発信）

評価できない 統合 276

② クリーン作戦プロジェクトの推進
（安全・安心対策と環境美化）

計画どおり 統合 277

68 計画どおり 継続 280

69 計画どおり 拡充 282

70 計画どおり 経常事業化 284

116 計画どおり 継続 286

① 補助第７２号線の整備 計画どおり 終了 288

② 百人町三・四丁目地区の道路整備 計画どおり 継続 290

① 道路の改良 計画どおり 継続 292

② 高齢者にやさしい道づくり 計画どおり 統合 294

① 環境に配慮した道づくり 計画どおり 統合 296

② 街路灯の省エネルギー対策 計画どおり 統合 297

74 自転車通行空間の整備 計画どおり 継続 300

① 駐輪場等の整備 計画どおり 継続 302

② 放置自転車の撤去及び自転車適正利用の
啓発

計画どおり 経常事業化 304

③ 自動二輪車の駐車対策 計画どおり 経常事業化 306

④ 自転車シェアリングの推進 計画どおり 経常事業化 308

76 計画どおり 拡充 310

① 新宿らしい都市緑化の推進 計画どおり 経常事業化 312

② 樹木、樹林等の保存支援 計画どおり 経常事業化 314

③ 次世代につなぐ街路樹の更新 計画どおり 終了 316

78 計画どおり 継続 318

79 計画どおり 継続 320

80 公園施設の計画的更新 計画どおり 継続 322

81 計画どおり 継続 324

① 区民省エネルギー意識の啓発 計画どおり 継続 34

② 事業者省エネルギー行動の促進 計画どおり 継続 36

③ 区が取り組む地球温暖化対策の推進 計画どおり 拡充 38

83 計画どおり 経常事業化 40

① ごみの発生抑制の推進 計画どおり 分割 326

② 資源回収の推進 計画どおり 拡充 330

③ 事業系ごみの減量推進 計画どおり 経常事業化 332

5 道路環境の整備

1 回遊性と利便性の向上による魅
力的で歩いて楽しいまちづくり

2 誰もが安心して楽しめるエンター
テイメントシティの実現

3 地域特性を活かした都市空間
づくり

4 誰もが自由に歩ける、利用しやす
く、わかりやすいまちづくり

Ⅲ 賑わい都市・
新宿の創造

6 交通環境の整備

7

8

9

豊かなみどりの創造と魅力ある
公園等の整備

地球温暖化対策の推進

資源循環型社会の構築

新宿駅周辺地区の整備推進

バリアフリーの整備促進

ユニバーサルデザインまちづくりの推進

地区計画等のまちづくりルールの策定

景観に配慮したまちづくりの推進

67 歌舞伎町地区のまちづくり推進

66

環境学習・環境教育の推進

72 人にやさしい道路の整備

安全で快適な鉄道駅の整備促進

都市計画道路等の整備71

84

73 道路の環境対策

ごみ発生抑制を基本とするごみの
減量とリサイクルの推進

77

75

新宿らしいみどりづくり

新宿中央公園の魅力向上

みんなで考える身近な公園の整備

清潔できれいなトイレづくり

82

自転車等の適正利用の推進

地球温暖化対策の推進
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2年度
評価

方向性 ページ基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

① しんじゅく逸品の普及 計画どおり 継続 334

② 新宿ものづくりの振興 計画どおり 経常事業化 336

① 新宿ビジネスプランコンテスト 計画以上 経常事業化 338

② 新製品・新サービス開発支援助成 計画どおり 経常事業化 340

③ 新宿ビジネス交流会 計画どおり 経常事業化 342

87 計画どおり 経常事業化 344

① 商店会情報誌の発行 計画どおり 経常事業化 346

② 大学等との連携による商店街支援 計画どおり 継続 348

89 計画どおり 終了 46

① 新宿フィールドミュージアムの充実 評価できない 継続 48

② 和を伝えるプログラム 評価できない 終了 50

91 計画どおり 終了 52

92 評価できない 終了 350

93 評価できない 継続 352

94 評価できない 経常事業化 354

95 評価できない 継続 356

98 計画どおり 経常事業化 358

① 子ども読書活動の推進 計画どおり 経常事業化 360

② 絵本でふれあう子育て支援事業 評価できない 経常事業化 362

100 計画どおり 継続 364

① スポーツコミュニティの推進 計画どおり 継続 366

② 総合運動場の整備 計画どおり 継続 368

③ 新宿区スポーツ施設整備基金を活用した
スポーツ施設の整備

計画どおり 継続 370

102 計画どおり 経常事業化 372

15 103 計画どおり 継続 374

16 104 評価できない 継続 376

13 国際観光都市・新宿としての魅力
の向上

14 生涯にわたり学習・スポーツ活動
などを楽しむ環境の充実

多文化共生のまちづくりの推進

平和都市の推進

活力ある産業が芽吹くまちの実現

魅力ある商店街の活性化に向け
た支援

まちの歴史や記憶、文化、芸術な
ど多様な魅力による賑わいの創造

図書館サービスの充実（区民にやさしい知の拠点）

Ⅲ 賑わい都市・
新宿の創造

10

11

12 90

にぎわいにあふれ環境にもやさしい商店街支援

新中央図書館等の建設

スポーツ環境の整備

99 子ども読書活動の推進

東京2020オリンピック・パラリンピック開催に向けた気運醸成（普及啓発）

101

平和啓発事業の推進

多文化共生のまちづくりの推進

新宿観光案内所のサービス拡充

新宿フリーＷｉ-Ｆｉの整備等

88

多彩な観光資源を活かした区内回遊の促進

漱石山房記念館を中心とした情報発信

魅力ある観光情報の発信

新宿の魅力としての文化の創造と
発信

85 観光と一体となった産業振興

商店街の魅力づくりの推進

86 中小企業新事業創出支援

文化国際交流拠点機能等の整備
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2年度
評価

方向性 ページ基本政策 個別施策 計画事業 枝事業

105 評価できない 経常事業化 380

107 計画どおり 手段改善 382

117 計画どおり 継続 384

108 計画どおり 継続 386

① 高齢者活動・交流施設のマネジメント 計画どおり 継続 388

② 高齢者福祉施設のマネジメント 計画どおり 終了 390

118 計画どおり 継続 392

119 計画どおり 継続 394

111 計画どおり 経常事業化 396

112 計画どおり 終了 398

113 計画どおり 経常事業化 400

114 評価できない 経常事業化 402

3 115 計画どおり 経常事業化 404

Ⅳ

Ⅴ

1

2

1

2

効果的・効率的な行財政運営

公共施設マネジメントの強化

行政サービスの向上

職員の能力開発、意識改革の
推進

地方分権の推進

好感度1番
の区役所

健全な区財
政の確立

（枝事業含む事業数）計　１７２事業

※計画事業49①「再開発による市街地の整備（市街地再開発事業助成（四谷駅前地区））」は、令和元年度で補助事業終了のため、評価の対象外とする。
※計画事業48④「木造住宅密集地域の防災性強化（新たな防火規制による不燃化の促進）」と67③「歌舞伎町地区のまちづくりの推進（まちづくりプロジェクトの推進（健
全で魅力あふれるまちづくり）は対象地域が無かったため、計画事業72③「人にやさしい道路の整備（バリアフリーの道づくり）」は具体的な整備が無かったため評価の対象外とす
る。
※計画事業97「新宿ブランドの創出に向けた取組の推進」については、計画事業85①「しんじゅく逸品の普及」、計画事業95「多彩な観光資源を活かした区内回遊の促進」、
計画事業93「魅力ある観光情報の発信」で構成されており、事業の再掲のため、評価の対象外とする。
※計画事業106「全庁情報システムの統合推進」については、令和元年度より経常事業化のため、評価の対象外とする。

クレジット納付等の導入

行政評価制度の推進

オープンデータ活用のための仕組みづくり

区民の視点に立ち自治の実現に努める職員の育成

新宿自治創造研究所の運営による政策形成能力の向上

特別区のあり方の見直しと自治権の拡充

109

旧都立市ヶ谷商業高等学校の将来活用

中長期修繕計画に基づく施設の維持保全

効果的・効率的な業務の推進

公共施設等総合管理計画に基
づく区有施設のマネジメント

公民連携（民間活用）の推進

牛込保健センター等複合施設の建替え
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計画事業評価シート

計画事業 1 ① 気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康ポイント事業）

　事業概要

　日常生活の中で歩いてポイントを貯める「ウォーキングポイント」を中心に、健診等の受診、健康イベントやスポーツ事業をはじめ健康
づくり活動への参加など様々な健康行動に対してポイントを付与することで、多くの区民が健康づくりに参加するきっかけをつくります。

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 健康増進法、新宿区健康づくり行動計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　健康ポイント事業の定員を更に拡大し参加者を募るとともに、より魅力的な事業となるようポイントの対象となる事業等
を拡大していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

（1）延べ参加者
総計2,623人（アプリ計1,528名、通信機能付き歩数計1,095人）
※平成30年度に台紙で参加していた人数（100名）は含めない

（2）新規参加者
総計1,279名（アプリ770名、通信機能付き歩数計509名）

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

1,344

R2（2020）年度

1
健康ポイント事業の
参加者数

当該年度に健康ポイント事
業に参加した者の数（前年
度から継続して参加する者
を含む）（人）

目標値 500 1,700 3,500

実績値 486 2,623

達成度 97.2 ％ 79.1 ％ 74.9 ％

計画どおり

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う外出自粛による運動不足が懸念される中で、本事業は感染予防に留意しな
がら取り組み、広報新宿やポスターの掲示・配布等を通じて広く事業周知を行いました。
　参加数は目標値に届かなかったものの、新たに1,279名の参加（アプリ770名、通信付き歩数計509名）がありました。
　10代から90代までの幅広い世代の参加があり、本事業参加後は平均歩数や外出頻度が増える傾向にあり、体を動か
すきっかけとして有効であったことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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計画事業評価シート 所管部 健康部 所管課 健康づくり課

計画事業 1 ➂ 気軽に健康づくりに取り組める環境整備（ウォーキングの推進）

　事業概要

　身近な運動であるウォーキングに取り組みやすい環境を整備し、より多くの区民が日常生活の中で習慣的に「歩くこと」ができるように
することで、健康寿命の延伸を目指します。

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 健康増進法、新宿区健康づくり行動計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　ウォーキングイベントの定員拡大やウォーキング教室の回数増などにより、より一層ウォーキングに取り組みやすい環
境づくりを推進していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できない

実績

（１）初心者向けウォーキング教室「いきいきウォーク新宿」の開催
　　開催回数：2回　参加者延数：53名
　※新型コロナウイルス感染症の影響により4月から12月までの6回を中止
　※感染症対策のうえ事前申込制として2月より再開
（２）ウォーキングイベント「しんじゅくシティウォーク」及びウォーキングマスター養成講座の開催
　　新型コロナウイルス感染症の影響により中止
（３）ウォーキングマップの作成　作成部数（増刷）　10,000部
（４）歩くことの重要性についての普及啓発
　　「広報新宿」・「ぬくもりだより」への掲載、健康づくりのリーフレット配布、健康ポイント事業の活用

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

392

R2（2020）年度

1
ウォーキングイベント
参加者数

ウォーキングイベントの参加
者数（人）

目標値 300 500 1,000

実績値 224 ―

達成度 74.7 ％ 78.4 ％ ― ％

　新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる事業であるウォーキングイベントやウォーキングマスター養成講座が
実施できなかったことから、本事業は評価の対象外とします。
　一方、初心者向けウォーキング教室「いきいきウォーク新宿」については、新型コロナウイルス感染症の影響により4月
から12月までの6回を中止しましたが、感染症対策のため新たに定員を設け、事前申込制として2月より再開したところ、
いずれも定員超えの申込みがありました。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響による区民の運動不足が懸念されたことから、歩くことの重要性について、「広
報新宿」や「ぬくもりだより」への掲載や健康づくりのリーフレットを配布しました。
　ウォーキングマップについては、イベントの中止などにより配布の機会は減少しましたが、自粛生活の中でのウォーキ
ング需要の高まりなどから、窓口だけでなく区内団体や事業者等からも配布の要望があり、在庫が僅少になったため予
定どおり増刷し、計画事業1①「気軽に健康づくりに取り組める環境整備(健康ポイント事業)」の活用により個人での
ウォーキングを推奨するなど工夫しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業1「気軽に健康事業に取り組める環境整備」 関連区分 統合

第二次実行
計画における
取組方針

　第一次実行計画における「１①気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康ポイント事業）と「１③気軽に健康づくり
に取り組める環境整備（ウォーキングの推進）」を統合します。
　健康ポイント事業については、「歩くこと」でポイントが貯まる仕組みと、「健康に関わるイベントや講習会への参加、健
診受診、施設の利用など」でポイントが貯まる仕組みを分けることで、分かりやすい仕組みに変更し、働き盛りの世代だ
けでなく、高齢者も含めて誰でも気軽に参加できるようにしていきます。
　また、ウォーキングマップを作成するとともに参加人数の制限や間隔をあけて歩く等の新型コロナウイルス感染症対策
を講じた上で初心者向けウォーキング教室を実施し、ウォーキングを更に推進していきます。

課題
・

ニーズ等

　新型コロナウイルス感染症の影響に伴う外出機会の減少による体力低下が懸念され、より多くの区民が健康づくりに
取り組み、継続できるようにする必要があります。令和3年度より拡充した、区内の名所めぐりやバーチャルウォークでの
ポイント獲得や、地域・グループ毎の個人ランキング表示など、アプリの新しい機能も活用し、更なる参加促進や参加継
続につながるような魅力的な事業内容にする必要があります。

ウォーキングは主として屋外で個人で行うことができることから感染症流行下での運動不足解消としても効果的であ
り、より多くの区民がウォーキングに取り組み、継続できるようにする必要があります。
　大規模なイベントや講演会を開催することが難しい状況下で、どのようにウォーキングを広めていくか検討する必要が
あります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）健康ポイント事業
①しんじゅく健康ポイント　累積参加者数3,411人【3,900人】
②健康アクションポイント(しんじゅく健康スタンプラリー) 応募者数3人【900人、応募締切は8月末・11月末・2月末の3

回】
（２）ウォーキングの推進

①初心者向けウォーキング教室「いきいきウォーク新宿」の開催　2回（1回中止）【8回】
※会場が新型コロナワクチン接種会場となったため中止
②ウォーキングマップの作成　作成部数（増刷）10,000部　調整中【配布時期未定】

当
年
度
の
進
捗

千円 44,836 千円 【特定財源】
医療保健政策区市町
村包括補助事業費等
（東京都補助金）

事業経費 6,954

予算現額 7,461 千円 15,418 千円 21,957

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

34,434

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス

事業経費（１①気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康ポイント事業））

千円 40,939 千円

一般財源 4,835 千円 11,875 千円 17,724 千円 千円

特定財源 2,119 千円 2,361 千円 2,025 千円

千円 14,236 千円 19,749

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

6,505 千円

執行率 93.2 ％ 92.3 ％ 89.9 ％ 91.3

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 33,523,168 円 46,667,715 円 29,262,087

円

事業経費（１③気軽に健康づくりに取り組める環境整備（ウォーキングの推進））
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

― 人

区民一人当たりのコスト 96.8 円 134.3 円 84.9 円 ―

千円 18,715 千円 【特定財源】
医療保健政策区市町
村包括補助事業費等
（東京都補助金）

事業経費 1,807 千円 9,115 千円 1,926

予算現額 1,813 千円 9,145 千円 7,757

千円 12,848 千円

一般財源 109 千円 638 千円 944 千円 1,691 千円

特定財源 1,698 千円 8,477 千円 982 千円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

11,157 千円

執行率 99.7 ％ 99.7 ％ 24.8 ％ 68.7

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 33,523,168 円 46,667,715 円 7,633,701

円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 96.8 円 134.3 円 22.2 円 ―
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計画事業評価シート

計画事業 1 ➁ 気軽に健康づくりに取り組める環境整備（健康な食生活へのサポート）

　事業概要

　「食」に関する正しい知識を普及啓発し、区民の野菜摂取量を増やすために1日に必要な野菜摂取量の認知度向上を図ります。
　また、飲食店、学校及び事業所等の給食施設やスーパーマーケット等において、必要な野菜摂取量の周知を行うとともに野菜が多く
摂れるメニューを提供する場を増やすことで、手軽に野菜を摂ることができる食環境を整備します。

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 食育基本法、新宿区健康づくり行動計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　健康的な食生活へのサポートについては、様々な機会を通じて「しんじゅく野菜の日」を周知していきます。また、スー
パーマーケット、小売店、飲食店等について、野菜摂取普及啓発ツールの掲示協力とともに野菜を摂取しやすい環境
づくりに協力いただける店舗を増やしていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できない

実績

（1）野菜摂取普及啓発ツールの作成、配布
ポスター160枚（配布130枚）、POP広告160枚（配布130枚）

（2）野菜の調理方法等のレシピ集の作成、配布
4,500部（配布1,510部）

（3）給食施設において野菜摂取を促すランチョンマットの作成
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（4）野菜の調理講座の実施
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（5）しんじゅく野菜の日スペシャル「野菜大好き月間」の実施
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

42.3

R2（2020）年度

1
1日に必要な野菜の
摂取量（350ｇ）を知っ
ている区民の割合

区政モニターアンケートにお
いて、1日に必要な野菜の摂
取量（350ｇ）を「知っている」
と回答した人の割合（％）

目標値 70.0 70.0 70

実績値 45.1 38.4

達成度 64.4 ％ 60.4 ％ 54.9 ％

　新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる事業である野菜の調理講座及び「野菜大好き月間」のイベント、ラン
チョンマットの作成・配布による普及啓発が実施できなかったことから、本事業は評価の対象外とします。

一方、上記事業は実施できませんでしたが、普及啓発ツールの作成・配布については、2つの商店会の協力を得るこ
とができ、130店舗に配布しました。
　また、レシピ集の作成・配布については、広報新宿や広報番組で周知を行い、区内93施設に配布し、区立小学校、
中学校、保育所等栄養士に協力を仰ぎ、毎月8日の給食献立には、「しんじゅく野菜の日献立」として、給食を子どもた
ちに提供しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　健康な食生活へのサポートについては、継続して実施していく必要があることから、今後は、経常事業として実施しま
す。
　引き続き、野菜摂取量の認知度を向上させるため、普及啓発ツールの掲示協力施設を増やしていくとともに、野菜の
調理講座については、方法を動画配信に変更し、大勢の区民が視聴できるよう取り組んでいきます。

課題
・

ニーズ等

 　1日に必要な野菜の摂取量の周知や野菜大好き月間などを活用した野菜を摂取しやすい環境づくりをより一層図る
ために、取組に協力していただける店舗、団体等をさらに増やしていく必要があります。
　また、野菜の調理講座や野菜大好き月間など、令和2年度に新型コロナウイルスの影響により実施できなかった事業
について、動画配信等方法を変更して実施しますが、効果的な方法について工夫・検討する必要があります。

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）野菜摂取普及啓発ツールの配布
ポスター30枚、シール2,740枚（令和3年6月配布）

（2）野菜の調理方法等のレシピ集の配布　3,000部（令和3年6月配布）
（3）給食施設において野菜摂取を促すランチョンマットの配布　1,350枚（令和3年5月配布）
（4）野菜の調理講座の実施

動画配信により実施 【令和3年9月実施予定】
（5）しんじゅく野菜の日スペシャル「野菜大好き月間」の実施

新型コロナウイルス感染症の影響により中止

単位当たりのコスト

千円 6,819 千円

2,834 千円

特定財源 0 千円 316 千円 0 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態
分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

【特定財源】
食育推進活動支援事
業費補助金事業経費 1,570 千円 1,361 千円 219

予算現額 2,267 千円 2,229 千円 2,323

千円 3,150 千円

一般財源 1,570 千円 1,045 千円 219 千円

316 千円

執行率 69.3 ％ 61.1 ％ 9.4 ％ 46.2 ％

33,523,168 円 46,667,715 円 2,121,997

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

事
業
分
析

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

円

― 人

区民一人当たりのコスト 96.8 円 134.3 円 6.2 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト
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計画事業評価シート

計画事業 2 ― 高齢期の健康づくりと介護予防の推進

　事業概要

　高齢者が住み慣れた地域でいつまでも健康に暮らし続けられるように、地域全体で健康づくりや介護予防に取り組むことができる仕
組みづくりを進め、高齢者が地域の中で人とつながりながら、健康で生きがいのある生活が送れるよう支援します。

所管部 福祉部、健康部 所管課
地域包括ケア推進課、健康政策課、
健康づくり課、各保健センター

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、新宿区介護予防・日常生活支
援総合事業実施要綱 等

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　高齢期の健康づくり・介護予防出前講座については、住民主体による活動を支援する事業として、引き続き周知を図
りつつ推進していきます。
　高齢期の健康づくり講演会については、健康づくり・介護予防の意義や重要性をより広く区民に浸透させるため、継
続して実施していきます。
　「しんじゅく100トレ」については、様々な場所で住民主体の活動が始まり、区内全域に活動拠点が増えるよう、引き続
き、普及啓発を行い、グループの立ち上げと活動の継続を支援していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

（１）高齢期の健康づくり・介護予防出前講座（新型コロナウイルス感染症の影響により10月から実施）
利用団体数 24団体・延べ派遣回数 97回・延べ受講者数 781人
（内訳）おたっしゃ運動実践コース 派遣回数82回　666人

 おたっしゃ健康講話コース 派遣回数 5回    38人
 おたっしゃ機能維持コース 派遣回数10回    77人

（２）高齢期の健康づくり講演会
新型コロナウイルス感染症の影響により中止、代替として以下の普及啓発を実施
①広報新宿：7回掲載
②ぬくもりだより：7回掲載
③区ホームページにおける周知：体操動画の配信等
④オリジナルリーフレットの配布：2回（各15,000部 区有施設、町会・自治会、医師会等）

（３）しんじゅく100トレ
①登録グループ 36グループ（うち2年度新規立ち上げ：5グループ、活動休止中：6グループ）
②支援数 134回・延べ 986人
③自宅での活動継続のための記録表作成・配布

R2（2020）年度

1
健康づくりと介護予
防活動への支援

住民主体の活動の場での健
康づくりと介護予防活動への
支援の利用団体数及び延べ
支援回数（団体／回）

目標値 ― ― 50団体／250回

実績値 35団体／209回

指標の定義（単位） H30(2018)年度

計画どおり

　高齢期の健康づくり・介護予防出前講座は、新型コロナウイルス感染症の影響により4月から9月までの実施分を中止
したため、利用団体数及び派遣回数が当初予定より減少しましたが、新型コロナウイルス感染症対策を徹底したうえで
10月から講師を派遣しました。高齢者の身近な場での健康づくりや介護予防につながる取組を実践できる事業として有
効であったと評価します。
 高齢期の健康づくり講演会は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止しましたが、外出自粛による高齢者のフレ

イルの進行が懸念されたため、外出自粛下でも介護予防・フレイル予防を実践できるよう、「広報新宿」、「ぬくもりだよ
り」への記事掲載や区ホームページにおける周知、オリジナルリーフレットの配布等により広く普及啓発を行いました。
健康課題への有効な対応であったと評価します。
 　「しんじゅく100トレ」の地域展開については、新型コロナウイルス感染症の影響により普及啓発のための講座や体験
会は実施できませんでしたが、高齢者が感染予防に留意しながら安心してグループ活動に取り組めるよう、緊急事態宣
言で活動を休止していたグループや新たに活動を希望するグループに対して、活動の場に出向いて支援を行いまし
た。また、自粛の際にも自宅で活動を継続できるよう、記録表の作成・配布を行いました。しんじゅく100トレの地域展開
として適切な手法であったと評価します。
　以上のことから、計画どおり事業を実施することができたと評価します。

R元（2019）年度

37団体／172回

目標値 ― 10グループ/120人 60グループ/720人

実績値 ― 31グループ/510人 36グループ※

24団体／97回

達成度 ― ％ ― ％ ― ％

％

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

達成度 ― ％ ― ％ ―

指標

2

「しんじゅく100トレ」に
住民主体で取り組む
グループ数及び参加
者数

「しんじゅく100トレ」に住民主
体で取り組むグループ数及
び参加者数（グループ／人）
※R2年度については、新型コロナウイルス
感染症の影響により参加者数の変動が大き
かったため、グループ数のみ計上

評価結果
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課題
・

ニーズ等

　新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛期間の長期化により、高齢者のフレイルの進行が懸念される中で、
引き続き介護予防・フレイル予防について、より広く普及啓発を図る必要があります。また、高齢者が感染予防に留意し
ながら身近な場所で介護予防・フレイル予防を実践できるよう、住民主体の活動支援等を行っていく必要があります。

令和３年度の進捗状況

第二次実行計画
の事業名

計画事業2①「高齢期の健康づくりと介護予防・フレイル予防の推進（高齢期の健康づくり
と介護予防・フレイル予防事業）」

関連区分 拡充

第二次実行
計画における

取組方針

当
年
度
の
進
捗

  高齢者の特性に応じた健康づくりや介護予防・フレイル予防の意義や重要性について、マスク着用、消毒、換気の徹
底等による新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で講演会等を開催するとともに、区オリジナルの3つの体操・ト
レーニングを普及啓発するための新たな仕組みを構築することにより、区民に広く浸透を図ります。
　また、高齢者が身近な地域で健康づくりや介護予防・フレイル予防に継続して取り組むことができるよう、住民主体の
活動がより活性化するために、必要な支援を行っていきます。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（１）高齢期の健康づくり・介護予防出前講座（新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置に
より、4月27日から中止）
　　 利用団体数 0団体・延べ派遣回数 0回・延べ受講者数 0人【45団体】
（２）「新宿いきいき体操」「新宿ごっくん体操」「しんじゅく100トレ」の普及啓発
　　 ①広報番組　1回
　　 ②ぬくもりだより　1回
　　 ③区ホームページにおける周知：体操動画の配信等
（３）しんじゅく100トレ
　　①登録グループ 37グループ（うち3年度新規立ち上げ：1グループ、活動休止中：8グループ）【45グループ】
　　②支援数 23回・延べ 183人
　　※現在、新型コロナウイルス感染症の影響により、新たな普及啓発は中止しており、グループ支援についても一部
手法を変更して実施

千円 82,676 千円 【特定財源】
地域支援事業交付金
等

事業経費 17,493

予算現額 31,033 千円 25,273 千円 26,370

事業形態

2018～2020年度 備考

■ 非市場的・選択的サービス

8,920事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 39,570 千円

一般財源 2,235 千円 1,313 千円 5,372 千円 千円

特定財源 15,258 千円 8,548 千円 6,844 千円

千円 9,861 千円 12,216

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

30,650 千円

執行率 56.4 ％ 39.0 ％ 46.3 ％ 47.9

円 107,610,359 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 41,694,554 円 32,771,321 円 33,144,484

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 120.4 円 94.3 円 96.2 円 103.6
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計画事業評価シート

計画事業 3 ① 生活習慣病の予防（糖尿病予防対策の推進）

　事業概要

　代表的な生活習慣病であり、重大な合併症を引き起こす糖尿病を予防するために、区民が糖尿病を発症しやすい生活習慣につい
て理解し、健康的な生活を送ることができるよう、正しい知識の普及啓発を図り、健康寿命の延伸を目指します。

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 健康増進法、新宿区健康づくり行動計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　糖尿病予防対策の推進については、引き続きイベント・講演会などを通じた普及啓発を行っていくほか、健康診査対
象者のうち普及啓発チラシを送付する対象を拡大し、糖尿病を発症しやすい生活習慣について一層周知していきま
す。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できない

実績

(1)糖尿病講演会、糖尿病予防啓発イベント
新型コロナウイルス感染症により中止

(2)普及啓発媒体（チラシ）の作成・配布
100,000部

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

498

2
普及啓発媒体配布
事業者数

普及啓発媒体配布事業者
数（累計）（か所）

R2（2020）年度

1
糖尿病講演会、糖尿
病予防啓発イベント
の参加者数

糖尿病講演会、糖尿病予防
啓発イベントの参加者数
（人）

目標値 900 1,200 1,200

実績値 1,291

目標値 300 2,300 5,000

実績値 4,500 4,500 4,500

―

達成度 143.4 ％ 41.5 ％ ― ％

％達成度 1500.0 ％ 195.7 ％ 90.0

　新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる事業であるイベント・講演会などを通じた普及啓発が実施できなかっ
たことから、本事業は評価の対象外とします。
　一方、こうした中で、9月の健康増進普及月間に合わせて広報新宿に生活習慣病予防の普及啓発記事を掲載したほ
か、健康づくり推進キャラクター「しんじゅく健康フレンズ」を活用した健康づくりのための4コマ漫画を掲載しました。
　また、働き盛り世代向けの普及啓発チラシを、健康診査対象者（約10万人）に対して送付し、糖尿病を発症しやすい
生活習慣について周知しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　糖尿病予防の普及啓発については、継続して実施していく必要があることから、今後は経常事業として実施します。
　参加人数の制限等、新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で講演会・予防啓発イベントの開催するなど、様々な
機会を通じて働き盛りの世代や健康に関心が向きにくい層への普及啓発を図っていきます。

課題
・

ニーズ等

　新型コロナウイルス感染症の影響により、外出機会の減少や食生活の変化など生活習慣が変化することでの、区民
への健康影響が懸念されます。糖尿病を発症しやすい生活習慣について、働き盛りの世代を中心に、より一層周知を
図る必要があります。
　大規模なイベント・講演会などを通じた普及啓発を行うことが難しい状況下で、どのように効果的な周知を図るか検討
する必要があります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)糖尿病講演会、糖尿病予防啓発イベント
【4回、令和3年9月に2回・令和4年3月に2回実施予定】

(2)普及啓発媒体（チラシ）の作成・配布
100,000部(5月配布)【100,000部】

当
年
度
の
進
捗

単位当たりのコスト

千円 8,660 千円

4,381 千円

特定財源 0 千円 0 千円 0 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態
分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

事業経費 1,857 千円 1,751 千円 773

予算現額 2,204 千円 3,008 千円 3,448

千円 4,381 千円

一般財源 1,857 千円 1,751 千円 773 千円

0 千円

執行率 84.3 ％ 58.2 ％ 22.4 ％ 50.6 ％

7,907,218 円 20,531,550 円 1,724,610

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

事
業
分
析

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

円

― 人

区民一人当たりのコスト 22.8 円 59.1 円 5.0 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト
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計画事業評価シート

計画事業 3 ➁ 生活習慣病の予防（糖尿病性腎症等重症化予防事業）

　事業概要

　糖尿病で通院する患者のうち、重症化するリスクが高い者に対し、医療機関と連携した保健指導を実施することで、糖尿病性腎症に
よる透析への移行等を防止します。

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 健康増進法、新宿区健康づくり行動計画等

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

国や都のプログラムに沿って、糖尿病専門医等からの助言も踏まえ構築した事業手法により、糖尿病で通院する患者
に対し、個々の状況に応じて、かかりつけ医の指示のもと保健指導を実施します。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

（1）保健指導期間：6か月（令和2年8月～令和3年3月のうち）
（2）保健指導内容：医療機関（かかりつけ医）と連携し、区の委託業者（看護職等の専門職）が電話及び面談を通じて
食事や運動等に関する指導を実施
　勧奨対象者数：61名

　　参加者数：10名
　　終了者数：10名

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

100.0

2
検査値の維持改善
率

プログラム終了者の検査値
維持改善率（％）

R2（2020）年度

1
生活習慣が改善した
参加者の割合

プログラム終了時に生活習
慣が改善した参加者の割合
（％）

目標値 ― 70.0 70.0

実績値 ―

目標値 ― 70.0 70.0

実績値 ― 83.3 100.0

80.0

達成度 ― ％ 142.9 ％ 114.3 ％

％達成度 ― ％ 119.0 ％ 142.9

計画どおり

　各参加者毎の状況を区と医療機関（かかりつけ医）とで情報共有を図り、丁寧な保健指導を行うことで、参加者の脱
落・中断者を出すことなく保健指導を終了できました。
　また、保健指導の終了後、参加者の8割が生活習慣の改善を図ることができ、検査値においては参加者全員が維持・
改善となりました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　糖尿病性腎症等重症化予防事業は、事業手法を構築することができたため経常事業化し、他の保健指導と同様に対
象者への保健指導を行います。

課題
・

ニーズ等

　重大な合併症を引き起こすおそれのある糖尿病への対策は、国や都においても健康寿命の延伸を図る上で重要な
課題とされていることから、引き続き、糖尿病で重症化の疑いがある方への生活習慣改善に向けた取組が必要です。そ
のため、本事業を継続する必要があり、それには対象者の病状等に応じてかかりつけ医の指示のもと保健指導を行え
るよう、かかりつけ医との連携が、引き続き必要になります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）保健指導期間：6か月（令和3年8月～令和4年3月のうち）
（2）保健指導内容：医療機関（かかりつけ医）と連携し、区の委託業者（看護職等の専門職）が電話及び面談を通じて
食事や運動等に関する指導を実施
　勧奨対象者数：60名　(勧奨通知発送：令和3年6月)
　参加予定者数：10名程度

当
年
度
の
進
捗

単位当たりのコスト

千円 7,024 千円

4,448 千円

特定財源 ― 千円 0 千円 0 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態
分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

事業経費 ― 千円 1,598 千円 2,850

予算現額 ― 千円 2,593 千円 4,431

千円 4,448 千円

一般財源 ― 千円 1,598 千円 2,850 千円

0 千円

執行率 ― ％ 61.6 ％ 64.3 ％ 63.3 ％

7,907,218 円 20,531,550 円 6,654,741

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

事
業
分
析

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

円

― 人

区民一人当たりのコスト 22.8 円 59.1 円 19.3 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト
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計画事業評価シート

R2（2020）年度

計画どおり

　生活習慣病治療中断者203人に対し、通知及び電話による指導を実施した結果、105人の方が、医療機関への受診
を再開するという行動変容がみられ、指標１「生活習慣病治療再開者の割合」として、52％の効果を上げることができま
した。これは、電話等において生活習慣病を放置する危険性を説明し、治療再開の必要性を指導することが、有効な
手法の一つであることを示していると考えます。
　また、対象者から得たヒアリング状況によると、「多忙」や「自覚症状がない」等の自己判断による治療中断に加え、新
型コロナウイルス感染症を理由に医療機関受診を自粛していた方が一定数存在していることが分かりました。新型コロ
ナウイルス感染症の収束が不透明な社会情勢下では、個々の健康への不安がより高まりやすくなったことから、通知及
び専門職による健康状況のヒアリングや電話指導を実施することが再受診のきっかけとなり、目標値を大きく上回る治療
再開率につながったと推測されます。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

実績値 ― 52

達成度 ― ％ ― ％ 520.0 ％

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

―

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　生活習慣病治療患者のうち、治療を中断している可能性がある方に対する医療機関への受診勧奨事業について実
施していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

（１）対象者確定作業
生活習慣病3疾病の治療患者のうち、レセプトデータにより治療を中断している可能性がある被保険者を抽出
　対象者抽出用レセプトデータ　平成31年4月診療分～令和2年3月診療分(12か月分)
　生活習慣病受診勧奨対象者　203名

（２）受診勧奨
対象者あて通知指導と専門職による電話指導を実施
　通知指導：発送日　令和2年9月11日、通知指導実施件数　203名分

　　電話指導：架電・入電期間　令和２年9月15日～11月30日、電話指導実施件数　97名分（電話不通等による電話指
導不可106名）
（３）効果測定

対象者に対して、レセプトデータによる行動変容の分析
　効果測定用レセプトデータ　令和2年9月診療分～令和2年12月診療分(4か月分）
　行動変容対象者　105名（52%）

1
生活習慣病治療再
開者の割合

生活習慣病治療中断者のう
ち、受診勧奨により医療機関
への受診を再開した者の割
合（％）

目標値 ― ― 10

計画事業 3 ➂ 生活習慣病の予防（生活習慣病治療中断者への受診勧奨）

　事業概要

　生活習慣病３疾病（糖尿病、高血圧症、脂質異常症）は、一度発症すると治癒することは少ないため、病状悪化の防止が重要であ
り、定期的な診療と継続的な服薬が求められます。
　国民健康保険の診療報酬等（レセプト）のデータ（以下、「レセプトデータ」という。）を活用して、生活習慣病治療患者のうち、治療中
断の可能性がある被保険者に対し医療機関への受診を勧奨することで、健康寿命の延伸と医療費の適正化を図ります。

所管部 健康部 所管課 医療保険年金課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等
健康増進法、新宿区健康づくり行動計画、新宿区国民健康保険データ
ヘルス計画

- 82 -



円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 22.8 円 59.1 円 78.2 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 7,907,218 円 20,531,550 円 26,929,120

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

0 千円

執行率 ― ％ ― ％ 100.0 ％ 100.0

千円

特定財源 ― 千円 ― 千円 0 千円

千円 ― 千円 5,049

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 5,049 千円

一般財源 ― 千円 ― 千円 5,049 千円

千円 5,050 千円

事業経費 ―

予算現額 ― 千円 ― 千円 5,050

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

5,049

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）対象者確定作業
レセプトデータにより治療を中断している可能性がある被保険者の抽出　実施中【令和3年6月～8月】

対象抽出用レセプトデータ　令和2年4月診療分～令和3年3月診療分
生活習慣病受診勧奨対象者 200名

（2）受診勧奨
対象者あて通知指導と専門職による電話指導の実施
　通知指導　【令和3年9月中旬実施予定】
　電話指導　【令和3年9月中旬～11月下旬実施予定】

（3）効果測定
対象者に対して、レセプトデータによる行動変容の分析　【令和4年2月～3月実施予定】
　効果測定対象期間　令和3年9月診療分～12月診療分

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況

第二次実行計画
の事業名 計画事業3①「生活習慣病の予防（生活習慣病治療中断者への受診勧奨）」 関連区分 継続

第二次実行
計画における

取組方針

　生活習慣病は一度発症すると治癒することは少ないため、国民健康保険の診療報酬明細書等（レセプト）のデータを
活用して、生活習慣病治療患者のうち、治療中断の可能性がある被保険者に対して医療機関への受診勧奨通知を送
付し、その後電話指導を行い、重症化を予防することでＱＯＬ（生活の質）を維持向上させ、健康寿命の延伸と医療費
の適正化を図ります。また、これまでの事業効果や電話指導から得られた意見を踏まえ、より効果的な事業手法を検討
していきます。

課題
・

ニーズ等

　当該事業において、「多忙」や「自覚症状がない」等の自己判断による治療中断に加え、新型コロナウイルス感染症を
理由に医療機関受診を自粛していた方が一定数存在していることが分かりました。このことから、医療に対する正しい理
解を深めるためのより効果的な受診勧奨アプローチを続けていく必要があります。また、糖尿病により血糖コントロール
が良くない状態の方が、新型コロナウイルスにり患した場合、重症化しやすいという報告があるため早期に適切な治療
を受けることが必要です。今回の事業結果等を踏まえ、治療中断者の行動変容をより促すために必要に応じて行動経
済学（※）を用いる等、より効果的な事業手法を検討していきます。
（※）他者の行動等を具体的に意識させ、対象者へ行動変容を促す手法
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計画事業評価シート

　新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる事業である人を集めて行う事業である講義形式での女性のための健
康セミナー、女性の健康週間イベント、女性の健康づくりサポーターの会が実施できなかったことから、本事業は評価の
対象外とします。
　一方、こうした中で、予約制の個別相談である女性の健康専門相談(24回開催)、女性の健康支援センターでの健康
相談は、感染予防に留意した上で実施しました。
　また、ピンクリボン月間には新宿東口商店街でのフラッグ掲出、新宿駅東口駅前の大型ビジョンでの放映など、歩行
者に向けた普及啓発を実施しました。
　さらに、女性の健康づくりサポーターへは、集まって学び検討する会から女性の健康づくりをテーマとした書面の送付
に変更して支援を実施しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果

％

％

3
女性の健康づくりサ
ポーターの登録者数

女性の健康づくりサポーター
の登録者数（人）

目標値 250 250 250

実績値 233

達成度 96.9 ％ 100.0 ％ 33.8

280 269

達成度 93.2 ％ 112.0 ％ 107.6

実績値 1,453 1,500 507

14.3

達成度 82.0 ％ 75.0 ％ 71.5 ％

目標値 20.0 20.0 20.0

実績値 16.4

目標値 1,500 1,500 1,500

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　女性がその人にあった健康づくりに取り組めるよう、様々な機会を捉えてＰＲしていきます。また、委託業者が有する女
性の健康づくりサポーターの育成・活動支援に関するノウハウや専門性を十分活用し、女性の健康づくりサポーター活
動による女性の健康支援を行っていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できない

実績

(1)講義形式の女性のための健康セミナー(12回開催予定)
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

(2)女性の健康週間イベント
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

(3)女性の健康づくりサポーターの会(年10回開催予定)
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

(4)健康専門相談
24回開催

(5)女性の健康づくりサポーター
令和2年9月から月1回、自己の健康管理や将来的に女性の健康づくりのためのボランティア活動に活かせるよう更に

知識を深めるため、女性の健康づくりをテーマにした書面の送付
(6)普及啓発

ピンクリボン月間におけるフラッグ掲出、大型ビジョンでの放映

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

15.0

2
女性の健康支援セン
ターの利用者数

女性の健康支援センターの
来所者数（人）

R2（2020）年度

1
女性の健康支援セン
ターの認知度

区政モニターアンケートで女
性の健康支援センターを
「知っている」と回答した人の
割合（％）

計画事業 4 ― 女性の健康支援

　事業概要

　女性が生涯を通じて健康で明るく充実した日々を過ごせるよう、四谷保健センター内にある女性の健康支援センターを拠点とし、女
性の健康づくりを推進します。
　推進にあたっては、より多くの区民が正しい知識を習得し、健康づくりに取り組めるよう、区民の力を活かした体制づくりを進めていき
ます。

所管部 健康部 所管課 四谷保健センター

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 新宿区健康づくり行動計画、新宿区女性の健康支援事業実施要綱等
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 146.1 円 136.3 円 93.1 円 125.2

円 130,079,986 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 50,614,768 円 47,381,211 円 32,084,007

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

24,132 千円

執行率 88.7 ％ 87.2 ％ 89.4 ％ 88.2

【特定財源】
医療保健政策包括補
助事業費（都補助）、健
康増進事業費（都補
助）、健康的な生活習
慣づくり重点化事業費
（国補助）

事業経費 19,354 千円 18,743 千円 9,253

予算現額 21,829 千円 21,496 千円 10,346

千円 47,350 千円

一般財源 9,658 千円 8,863 千円 4,697 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

千円 53,671 千円

23,218 千円

特定財源 9,696 千円 9,880 千円 4,556 千円

％

単位当たりのコスト

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)オンラインを活用した女性のための健康セミナー 【8回、9月以降実施予定】
(2)オンラインと講義型での女性の健康週間イベント 【令和4年3月実施予定】
(3)女性の健康づくりサポーター

オンラインを活用した養成講座の開催　【2回】
既存サポーターへの支援として、健康づくりをテーマにした学びの動画の配信や書面の送付 【9月以降実施予定】

(4)健康専門相談
6回実施 【24回(毎月2回)】

(5)普及啓発
ピンクリボン月間におけるフラッグ掲出、大型ビジョンでの放映 【10月実施予定】

令和３年度の進捗状況

課題
・

ニーズ等

　女性の健康づくりについて幅広く伝えることに取り組んできましたが、ライフステージにより必要とされる女性特有の疾
病等の情報が異なるため、必要な人に必要な情報を的確に伝える必要があります。
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、「新たな日常」に則した普及方法及び女性の健康づくりサポーターの活
動方法を検討する必要があり、女性のための健康セミナーや女性の健康づくりサポーター養成講座については、オンラ
インを活用して実施していく必要があります。

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　本事業は継続して実施していく必要があることから、今後は経常事業として実施します。
　女性の健康づくりサポーターの会やサポーター養成講座については、オンラインの活用、開催回数や参加人数の制
限など新型コロナウイルス感染症対策を講じた上で実施していきます。引き続き様々な機会を捉え、女性の健康支援セ
ンターの周知や女性の健康づくりに取り組むことができるよう普及啓発を行います。特に、女性特有の疾病、症状とその
対応について、オンラインを活用した普及方法を実施することで、正しい知識へのアクセス、学び方を自分で選択し、実
践できるよう工夫していきます。
　これまで、所定のサポーター養成講座を受講し登録した人をサポーターとしてきました。一定の活動に達したため、今
後のサポーター活動について検討していきます。
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計画事業評価シート

計画事業 5 ― こころの健康づくり

　事業概要

　こころの健康を維持するためには、休養の重要性を認識し、十分な睡眠をとる等、ストレスと上手に付き合うことが大切です。こころの
健康についての啓発活動を進めることや、関係機関等とのネットワークを強化することで、こころの病気やストレスに対処できるような環
境づくりを推進していきます。

所管部 健康部 所管課 保健予防課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等 精神保健福祉法、新宿区健康づくり行動計画　等

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　こころの健康について、講演会・講座の開催や普及啓発リーフレットの作成のほか、広報新宿への啓発記事掲載等、
様々な機会を捉えて普及啓発を行っていきます。また、引き続き精神保健福祉連絡協議会及び働く人のメンタルヘル
スネットワーク連絡会を開催し、関係機関とのネットワークをより強化していきます。こころの不調を感じる方については、
精神保健相談や保健師による随時の相談を継続して実施し、早期対応が可能な環境を維持していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できない

実績

(1) 精神保健福祉連絡協議会　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(2) 働く人のメンタルヘルスネットワーク連絡会　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(3) 精神保健講演会（支援者向けを含む）　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(4) 子育て世代向けストレスマネジメント講座　※新型コロナウイルス感染症の影響により令和3年1月まで中止
(5) 働く世代向けストレスマネジメント講座（2日制）　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(6) シニア世代向けストレスマネジメント講座　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(7)「知っておきたい、こころの病気」リーフレット作成　5,000部
(8)「気づいて！こころのＳＯＳ」リーフレット作成　3,500部
(9) 支援期間向け「うつ病の方のために関係機関が利用できる就労・復職支援施設一覧」冊子作成　950部
(10) 精神保健相談等　年65回

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

28.1

2

子育て世代向けスト
レスマネジメント講座
参加者（産婦）の満
足度

子育て世代向けストレスマネ
ジメント講座参加者（産婦）
の満足度（％）

R2（2020）年度

1
睡眠で十分な休養が
取れていない人の割
合

睡眠で十分な休養が取れて
いない人の割合（％）

目標値 24.5 24.2 23.8

実績値 28.9

目標値 85.0 87.0 90.0

実績値 97.4 94.5 94.6

20.5

達成度 118.0 ％ 116.1 ％ 86.1 ％

％

3
働く世代向けストレス
マネジメント講座の中
小企業参加数

働く世代向けストレスマネジ
メント講座の中小企業参加
数（社）

目標値 20 30 40

実績値 40

達成度 114.6 ％ 108.6 ％ 105.1

35 ―

達成度 200.0 ％ 116.7 ％ ― ％

成果（目的達成に向けた成果）

評価結果

　新型コロナウイルス感染症の影響により、主たる事業である世代別ストレスマネジメント講座での幅広い世代に向けた
普及啓発が十分に行えなかったことや、精神保健福祉連絡協議会等で関係機関とのネットワークを強化する機会がな
かったこと等から、本事業は評価の対象外とします。
　一方、こうした中で、リーフレットの作成・配布や広報新宿への記事掲載による普及啓発を行うとともに、区ホームペー
ジにおいては、新型コロナウイルス感染症の影響により求められるメンタルケアの方法について掲載し、ストレス解消法
について広く周知しました。
　また、精神保健相談では、こころの不調を感じる方へ必要な指導や支援を早期に実施しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性）
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当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1) 精神保健福祉連絡協議会　【1回、令和3年9月以降実施予定】
(2) 働く人のメンタルヘルスネットワーク連絡会　【1回、令和3年9月以降実施予定】
(3) 精神保健講演会　【3回】
(4) 子育て世代向けストレスマネジメント講座　13回【各保健センターにて月1～2回実施】
(5) 働く世代向けストレスマネジメント講座（2日制）　※新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(6) シニア世代向けストレスマネジメント講座　【各保健センターにて1回ずつ、時期未定】
(7)「知っておきたい、こころの病気」リーフレット作成　【5,000部、令和3年9月実施予定】
(8)「気づいて！こころのＳＯＳ」リーフレット作成　【3,500部、令和3年7月実施予定】
(9) 支援期間向け「うつ病の方のために関係機関が利用できる就労・復職支援施設一覧」冊子作成　【950部、令和3年
8月実施予定】
(10) 精神保健相談等　18回【83回】
(11) その他普及啓発　広報新宿5月15日号にギャンブル等依存症問題についての啓発記事を掲載

令和３年度の進捗状況

課題
・

ニーズ等

　こころの健康を維持するためには、休養の重要性を認識し、十分な睡眠をとる等、ストレスと上手に付き合うことが大切
です。そのために、一人ひとりがこころの病気に対する正しい知識を持ち、適切なストレスマネジメントを施すことや、本
人だけでなく家族をはじめとする周囲の人もこころの不調に早めに気づき、声掛けをする等、社会全体での支え合いが
求められています。また、新型コロナウイルス感染症の影響により、精神面の不調を感じる方も増えていることから、感染
症の影響により求められるメンタルヘルスについても引き続き啓発していく必要があります。

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　本事業は継続して実施していく必要があることから、今後は経常事業として実施します。
　参加人数を制限するなど新型コロナウイルス感染症対策を講じた講演会・講座の開催や普及啓発リーフレットの作
成、広報新宿への啓発記事掲載等、引き続き様々な機会を捉えて、こころの健康について普及啓発を行っていきま
す。
　また、精神保健福祉連絡協議会及び働く人のメンタルヘルスネットワーク連絡会も引き続き開催し、関係機関とのネッ
トワークをより強化していきます。こころの不調を感じる方については、精神保健相談や保健師による随時の相談を継続
して実施し、早期対応が可能な環境を維持していきます。

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

千円 15,351 千円

9,222 千円

特定財源 815 千円 1,263 千円 847 千円

％

単位当たりのコスト

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態

5,271 千円 4,837

千円 12,147 千円

一般財源 3,912 千円 2,829 千円 2,481 千円

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

2,925 千円

執行率 90.2 ％ 77.6 ％ 68.8 ％ 79.1

【特定財源】
東京都医療保健政策
包括区市町村補助事
業等

事業経費 4,727 千円 4,092 千円 3,328

予算現額 5,243 千円

円 82,236,891 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 31,449,259 円 28,148,251 円 22,639,381

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 90.8 円 81.0 円 65.7 円 79.2

- 87 -



計画事業評価シート

計画どおり

　デンタルサポーターの育成について、子育て支援専門職と地域活動歯科衛生士向けは、新型コロナウイルス感染症
の影響により中止としましたが、歯科医療従事者向けの研修会は、オンラインにて実施し、子どもの歯科保健を支えるた
めの環境整備を図りました。
　また、令和3年度からの学齢期の歯科保健の推進に向けて、歯と口の健康チェックとフッ化物塗布事業の対象者を小
学校1年生までに拡充して実施するための関係機関との調整や、学校長会での報告など、準備に努めました。
　以上のことから、乳幼児期からの歯と口の健康づくりに向けた取組を進めることができたため、計画どおりと評価しま
す。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

％達成度 94.3 ％ 85.7 ％ 0.0

実績値 33 30 0

65.7

達成度 104.9 ％ 109.2 ％ 102.3 ％

目標値 63.4 63.8 64.2

実績値 66.5

目標値 35 35 35

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　乳幼児期への対応としては、むし歯多発傾向のハイリスク児には、個別のアプローチが必要であることから、引き続き
フッ化物塗布やかかりつけ歯科医を持つことの効果を周知し、むし歯予防に取り組める体制づくりに努めていきます。

学齢期の対応としては、学校歯科医と養護教諭にアンケート調査を実施した調査結果を基に、関係機関・団体と区が
連携を図りながら実施可能な歯科保健対策を検討しています。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

（1）デンタルサポーターの育成
歯科医療従事者向けオンライン研修会を実施（実績230名）
子育て支援専門職向け・地域活動歯科衛生士向け研修会は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（2）歯科健康教育の実施
保育園等で園児・保護者に対しての歯科健康教育は、新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（3）学齢期における歯科保健活動の実態把握を実施
学校歯科保健活動に関するアンケート調査結果と令和3年度以降の学齢期の歯科保健活動について学校長
会にて報告

（4）歯と口の健康チェックとフッ化物塗布事業を実施
年度末年齢3～6歳を対象に歯と口の健康チェックとフッ化物塗布事業を実施（実績 3,609人）(実人数）

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

69.7

2
デンタルサポーター
登録施設数

デンタルサポーターに登録
する子育て支援専門職を有
する施設数（園）

R2（2020）年度

1
小学一年生のむし歯
のない子どもの割合

小学一年生のむし歯のない
子どもの割合（％）

計画事業 6 ― 乳幼児から始める歯と口の健康づくり

　事業概要

　子どもの歯と口の健康を維持するため、保育園等での出張歯科健康教育、デンタルサポーターであるかかりつけ歯科医による相談
やフッ化物の塗布など、乳幼児期から子どもの歯科保健を支えるための環境整備を図るとともに、地域、かかりつけ歯科医、子育て専
門職、養護教諭等の連携を強化することにより、乳幼児期からの歯と口の健康づくりを推進します。

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

基本政策 Ⅰ 個別施策 1 関係法令等
歯科口腔保健法、母子保健法、健康増進法、学校保健法、次世代育
成支援計画、健康づくり行動計画
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 93.1 円 93.8 円 96.5 円 94.5

円 98,133,403 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 32,262,505 円 32,605,836 円 33,265,062

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

3,205 千円

執行率 93.4 ％ 92.6 ％ 89.0 ％ 91.6

【特定財源】
医療施設運営費等補
助事業費事業経費 28,733 千円 28,787 千円 29,460

予算現額 30,774 千円 31,095 千円 33,098

千円 86,980 千円

一般財源 27,664 千円 27,719 千円 28,392 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

千円 94,967 千円

83,775 千円

特定財源 1,069 千円 1,068 千円 1,068 千円

％

単位当たりのコスト

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）デンタルサポーターの育成
歯科医療従事者向け研修会 【オンラインにて令和4年1月頃実施予定】
子育て支援専門職向け・地域活動歯科衛生士向け研修会 【実施未定】

（2）歯科健康教育の実施 【実施未定】
（3）学齢期における歯科保健活動

実態調査結果を踏まえた活動内容の検討を開始 【令和3年7月に作業部会を設置】
（4）歯と口の健康チェックとフッ化物塗布事業を実施

対象を小学1年生まで拡大して、年度末年齢3～7歳を対象に5月1日より実施　集計中【6,925人(延人数)】

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　本事業は継続して実施していく必要があることから、今後は経常事業として実施します。
　乳幼児期と学齢期の歯科保健の推進については、乳幼児期の健全な歯と口の発達のためには子どもと保護者への
直接的な働き掛けと、子育て支援者への適切な情報提供及び連携等の周りの環境整備が必要です。また、学齢期に
おいては、中学校進学前に、健康意識を高め、自ら口腔ケアに取り組むための支援が必要です。
　子どもや保護者への正しい知識の普及啓発と行動変容を促すことを目的として健康教育を実施し、子どもと保護者を
取り巻く環境整備として、子育て支援職等のデンタルサポーターの育成を行います。
　歯と口の健康チェックとフッ化物塗布事業については、小学校1年生まで拡大して実施し、むし歯を予防するとともに
かかりつけ歯科医を持つきっかけづくりを行います。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、集団健康教育
での歯みがきの実地指導が困難なため、医療機関でのフッ化物塗布時に個別の歯みがき指導を徹底するよう働き掛け
ていきます。

課題
・

ニーズ等

　近年、むし歯のある乳幼児の割合は減少傾向にある一方で、一人が多くのむし歯を保有しているケース等が目立ち、
健康格差が問題となっています。ハイリスクアプローチの視点から、地域の保健センター、保育所等や学校との連携に
よる支援が必要です。
　新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった保育園等での歯科健康教育の実施については、令和3年度に
おいても地域活動歯科衛生士が出向いて健康教育を実施することが難しいため、動画の配信やリーフレット配布の要
望が多く出ています。また、研修会についてもオンライン化での実施が求められており、対応していく必要があります。
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計画事業評価シート

計画事業 7 ― 高齢者総合相談センターの機能の充実

　事業概要

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられる「地域包括ケアシステム」の実現に向けて、高齢者総合相談センターの相談
体制の充実を図るとともに、地域ケア会議をはじめ地域におけるネットワーク会議等を活用して関係機関との連携強化を図り、地域
ネットワークの構築を進めます。

所管部 福祉部 所管課
地域包括ケア推進課、

高齢者支援課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等 介護保険法、新宿区高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　地域ケア会議をはじめ地域におけるネットワーク会議等を活用して、地域で活動する多様な担い手との協働を実現
し、より強固な地域のネットワークを構築するとともに、リーフレットの配布や広報新宿への事業案内の掲載等により、地
域における高齢者総合相談センターの認知度の向上を図ります。
　また、高齢者への支援体制のより一層の充実を図るために、柏木・角筈高齢者総合相談センターの担当区域を分割
し、柏木地域に高齢者総合相談センターを新設します。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

（1）総合相談支援
令和2年度実績　相談件数　51,774件（内訳　窓口　12,331件、電話　29,473件、訪問等　9,970件）

（2）ネットワーク会議
令和2年度実績　会議等開催・参加回数　191回
※地域ケア会議等の会議は、新型コロナウイルス感染症の影響により開催・参加回数は減少しましたが、書面開
催にするなどの対応を行いました。

（3）認知度の向上
周知用パンフレットの作成・配布及び広報新宿への掲載

（4）外部評価
①基幹型高齢者総合相談センター１所、地域型高齢者総合相談センター9所について、令和2年10月16日から10
月30日までの期間に窓口及び電話応対調査を実施

②新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、今年度は調査結果に基づくフィードバック研修を実施せ
ず、職場研修に使用できるフィードバック研修テキストを作成し、令和3年3月に各高齢者総合相談センターに配
布

（5）柏木高齢者総合相談センターの開設
改修工事等は滞りなく進捗し、令和3年1月4日に開設

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

52,443

2
ネットワーク会議等の
開催・参加回数

地域ケア会議等のネットワー
ク構築に資する会議及び活
動の開催・参加回数の合計
（回）

R2（2020）年度

1 相談件数
高齢者総合相談センターの
相談件数(10所合計)（件）

目標値 51,500 52,000 52,500

実績値 55,115

目標値 520 540 560

実績値 527 446 191

51,774

達成度 107.0 ％ 100.9 ％ 98.6 ％

％

3
高齢者総合相談セン
ターの認知度の向上

「高齢者の保健と福祉に関
する調査」の一般高齢者基
本調査における高齢者総合
相談センターの「名称の認知
度」（％）

目標値 ― ― 50.0

実績値 ―

達成度 101.3 ％ 82.6 ％ 34.1

― 43.4

達成度 ― ％ ― ％ ％86.8
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当
年
度
の
進
捗

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　高齢者総合相談センター事業は、継続して実施していく必要があることから経常事業化し、地域ケア会議等を活用し
た地域ネットワークの構築や、高齢者総合相談センターの周知活動を引き続き実施していきます。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

課題
・

ニーズ等

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、多職種連携による地域のネットワークの構築に加え、的
確に地域ニーズを把握していくことが必要です。また、今後の75歳以上高齢者人口の増加を踏まえ、支援が必要な高
齢者に早期からアプローチを行うため、高齢者総合相談センターの周知活動を継続して行っていく必要があります。
　そして、75歳以上高齢者人口の増加に伴い、今後も高齢者総合相談センターの業務量の増加が見込まれることか
ら、より効果的・効率的な業務の実施に向けて検討する必要があります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）総合相談支援
　　令和3年度実績　相談件数　14,499件（内訳　窓口　3,628件、電話　7,832件、訪問等　3,039件）
（2）ネットワーク会議
　　令和3年度実績　会議等開催・参加回数　81回
　　※地域ケア会議等の会議は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策を講じた上で実施または書面開催
（3）認知度の向上
　　周知用パンフレットの作成・配布及び広報新宿への掲載【令和3年10月実施予定】
　　各地区町会連合会定例会での周知　3所【10所、残りの7所は令和3年7月～11月に実施予定】
（4）外部評価
　①基幹型高齢者総合相談センター１所、地域型高齢者総合相談センター10所について、窓口及び電話応対調査を
実施【令和3年10月実施予定】
　②新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止策を講じた上で、調査結果に基づくフィードバック研修を実施【時期未
定】

計画どおり

　区内10所の地域型高齢者総合相談センターで、地域の高齢者の相談拠点として、広く高齢者に関する相談を受け、
必要に応じて専門三職種のチームアプローチによるきめ細かな相談支援を実施するとともに、地域型高齢者総合相談
センターが地域の中心的な高齢者の相談機関の役割を果たすことができるよう、新宿区役所高齢者総合相談センター
を基幹型として後方支援や総合調整を行いました。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、ネットワーク会議等の開催・参加回数は減少しましたが、個別型及び日常生
活圏域型地域ケア会議をはじめ、専門職種による連絡会や事例検討会を開催することにより、区民ニーズや地域課題
を的確に把握すると同時に、関係機関とのネットワークの構築を進めました。
　さらに、窓口での高齢者への適切な対応をするため、窓口応対調査を実施し、外部評価と評価結果に基づくフィード
バックを行うなど、職員のスキルアップを図りました。
　また、新宿区における地域包括ケアシステムの更なる充実を図るため、柏木・角筈高齢者総合相談センターの担当区
域を分割し、柏木高齢者総合相談センターを開設しました。
　以上のことから、介護サービスの導入、認知症の方への支援、養護者による高齢者虐待への対応等、高齢化に伴う
様々な課題を抱えた高齢者やその家族等に対し、必要な相談支援を適切に行ったことは、有効かつ妥当であり、高齢
者総合相談センターとしての機能を充分に発揮していたことから、総合的に計画どおりと評価します。

令和３年度の進捗状況
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事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

千円 1,550,695 千円

314,378 千円

特定財源 398,317 千円 406,814 千円 405,157 千円

％

単位当たりのコスト

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態

505,710 千円 543,235

千円 1,524,666 千円

一般財源 95,232 千円 92,012 千円 127,134 千円

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

1,210,288 千円

執行率 98.4 ％ 98.6 ％ 98.0 ％ 98.3

【特定財源】
地域包括支援センター
機能強化支援事業費、
高齢社会対策区市町
村包括補助事業費、地
域支援事業交付金等

事業経費 493,549 千円 498,826 千円 532,291

予算現額 501,750 千円

円 1,959,272,356 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 637,388,963 円 649,112,439 円 672,770,954

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 1,839.9 円 1,867.6 円 1,952.5 円 1886.5
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計画事業評価シート

計画どおり

　新型コロナウイルス感染症の影響により、地域に出向いての普及啓発等イベントは中止になりましたが、冊子、広報新
宿 、区ホームページ等を中心とした啓発により、コロナ禍における在宅療養の啓発活動を継続できました。特に、自分
が望む最期を迎えるために日頃から周囲の人と話しておくことの大切さを伝える「人生会議」(冊子）については、広報新
宿等に掲載したところ、区民が高い関心を示すことにつながりました。
　また、在宅医療相談窓口には、新型コロナウイルス感染症に関する相談が多く寄せられ、相談件数が増加しました。
区民からは、コロナ禍での体調や、入院中の家族の退院に関する相談等、関係機関からは、スタッフの発熱時の対応
や、利用者の家族がコロナ陽性になった場合の対応等についての相談が寄せられ、関係機関との情報共有や連携を
密に図りながら丁寧に対応しました。
　関係機関との交流や連携については、オンライン会議への参加や主催に積極的に取り組み、コロナ禍での新たな在
宅医療と介護の連携推進につながりつつあります。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

％

％

3
在宅医療相談窓口
相談人数

在宅医療相談窓口に区民や
関係機関等が相談した人数
（件）

目標値 550 570 600

実績値 564

達成度 101.7 ％ 85.0 ％ 82.8

535 643

達成度 102.5 ％ 93.9 ％ 107.2

116 120 122

実績値 118 102 101

84

達成度 113.0 ％ 106.3 ％ 105.0 ％

評価できる

実績

（1）「在宅医療・介護支援情報」(冊子)の増刷と情報発信：支援機関用1,200冊、区民用5,000冊の印刷・配布
（2）「在宅医療と介護の交流会」：新型コロナウイルス感染症の影響により中止
（3）高齢者総合相談センター事業委託
（4）在宅医療体制の推進：ICT（情報通信機器）を活用した多職種連携： 参加機関107か所、参加者248名、

利用患者208名
（5）在宅歯科医療の推進：連携会議2回、研修会1回（書面開催）、在宅歯科相談窓口：相談件数29件
（6）薬剤師の在宅医療への参加促進：連携会議1回　※研修会は、新型コロナウイルスの影響により中止
（7）在宅医療・介護の人材育成の推進：新型コロナウイルス感染症の影響により中止
（8）在宅療養シンポジウムの開催：新型コロナウイルス感染症の影響により中止
（9）在宅医療相談窓口：相談件数643件

がん療養相談窓口：相談件数165件
（10）多職種連携研修会　10回　514名

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

84

2
新宿区内において在
宅歯科医療を行って
いる歯科診療所の数

新宿区在宅医療・介護支援
情報に掲載した歯科診療所
の数（件）

R2（2020）年度

1
新宿区内において在
宅医療を行っている
診療所の数

新宿区在宅医療・介護支援
情報に掲載した診療所の数
（件）

目標値 77 79 80

実績値 87

目標値

計画事業 8 ― 在宅医療・介護連携ネットワークの推進

　事業概要

　在宅医療と介護を一体的に提供できるよう、病院、診療所、歯科診療所、薬局等の医療ネットワークを推進するとともに、ケアマネ
ジャー、介護サービス事業担当者等を含めた多職種連携を推進します。また、在宅医療相談窓口、在宅歯科相談窓口、がん療養相
談窓口の充実を図るとともに、区内の医療と介護の支援情報について、区民や関係者に情報発信を行います。
　これらの取組により、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられ、安心して「看取り」までできる体制の強化を目指します。

所管部 福祉部、健康部 所管課 高齢者支援課、健康政策課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等
介護保険法、地域保健法、新宿区在宅療養支援事業の実施に係る基
本的事項を定める要綱

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　引き続き、各事業の実施を通して、関係病院、診療所、歯科診療所、薬局等の医療ネットワークの推進を図ります。更
なる推進に向けて、在宅医療・介護支援情報等の配布を行うとともに、在宅療養ハンドブック等を活用し、高齢者や高
齢者を支える世代が在宅療養のイメージを持ち、様々な支援により、在宅で療養が可能であることを理解し実感できる
よう、広く普及啓発を行います。
　また、在宅医療と介護の交流会は、新たな交流方法を模索し、多職種連携を推進することで、高齢者が住み慣れた
地域で暮らし続けられ、安心して「看取り」までできる体制づくりに努めていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 134.5 円 150.1 円 138.2 円 140.9

円 146,377,868 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 46,583,625 円 52,176,902 円 47,617,341

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

76,548 千円

執行率 95.9 ％ 91.4 ％ 91.0 ％ 92.7

【特定財源】
医療保健政策区市町
村包括補助事業費、区
市町村住宅療養推進
事業費

事業経費 29,441 千円 35,949 千円 28,591

予算現額 30,692 千円 39,316 千円 31,415

千円 93,981 千円

一般財源 7,086 千円 4,857 千円 5,490 千円

非市場的・選択的サービス

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

事業形態

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

千円 101,423 千円

17,433 千円

特定財源 22,355 千円 31,092 千円 23,101 千円

％

単位当たりのコスト

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)「在宅医療・介護支援情報」（冊子）の作成と情報発信
①医療機関向け　1,051部配布【1,500部配布】
②区民向け　4,242部配布【5,000部配布】

(2)在宅医療と介護の交流会　新型コロナウイルス感染症の影響により中止
(3)在宅医療体制の推進　在宅医療検討会【2回】
(4)在宅歯科医療の推進　連携会議【2回】、研修会【1回】、相談件数　13件
(5)薬剤師の在宅医療への参加促進　連絡会議【2回】、研修会【2回】
(6)介護職員の看護小規模多機能型居宅介護での実習研修【2施設、5名】
(7)在宅療養シンポジウムの開催　【令和3年11月頃開催予定】
(8)在宅医療相談窓口：相談件数 　159件【550件】

がん療養相談窓口：相談件数 　  32件【110件】
(9)多職種連携研修会　3回【12回】

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　本事業は、継続して実施していく必要があることから、今後は経常事業として実施します。
　高齢者や高齢者を支える世代が在宅療養のイメージを持ち、様々な支援により、在宅療養が可能であることを理解で
きるよう、広く普及啓発を続けます。特に、区民が質の高い医療を切れ目なく受けられよう、身近な地域でかかりつけ医
をもつ必要性を更に啓発します。また、本人の望む最期や人生の最終段階における医療について日頃から周囲と話し
合っておくことの重要性を「人生会議」の冊子を活用して普及啓発を図り、在宅医療体制の充実を図ります。
　また、医療・介護の連携を推進するため、区、医療・介護関係機関のネットワークが更に機能できるよう、多職種が顔
の見える関係から、顔がわかり、頼り、頼られる関係の構築を目指し、研修等の工夫を行います。

課題
・

ニーズ等

　在宅療養の体制は整ってきていますが、高齢者や高齢者を支える世代が事前に身近な地域の情報や知識を理解
し、療養生活の過ごし方について準備や心構えができるよう、更に幅広く普及啓発していく必要があります。あわせて、
医療や介護が必要になった時に困らないよう、在宅歯科相談窓口、在宅医療相談窓口・がん療養相談窓口の周知や
緩和ケアが在宅で受けられる体制の整備を引き続き進めていく必要があります。
　また、様々な医療・介護資源を活用して、在宅等で看取りが行えるよう、医療職が介護職の情報や知識を持つととも
に、介護職が医療に関する情報や知識を持ち、医療職と介護職の相互理解を深めることが必要です。

当
年
度
の
進
捗
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計画事業評価シート

計画事業 9 ― 「地域の活力」を生かした高齢者を支えるしくみづくり

　事業概要

　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、区民が主体的に地域の担い手となって高齢者の生活を支援する体制を
整備していきます。また、区における民間事業者や社会福祉法人等と、地域で活動する多くの人々による「地域の活力」を生かし、区と
区民等が一体となって高齢者を見守り、支え合うしくみづくりを進めます。

所管部 福祉部 所管課 地域包括ケア推進課、高齢者支援課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等 新宿区高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　高齢者の身近な場所で介護予防活動等を行う住民主体の「通いの場」を整備するために、その運営を担う住民に対
し、引き続き包括的な支援を行うとともに、地域支え合いのための空きスペース有効活用促進事業の効果的な運用を
図っていきます。高齢者の熱中症予防については、これまでのパンフレット等による注意喚起に加え、新たに75歳以上
で一人暮らしの方及び75歳以上のみの世帯の方に温度計付シートを配布することで、更なる啓発を図ります。
　さらに、関係機関との連携による地域での支え合いのネットワークを活用し、引き続き高齢者への見守り体制の充実を
図っていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

(1)「通いの場」等運営支援
①「通いの場」の活動の立ち上げから継続までの包括的な支援（5団体）
②新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた、オンラインによる「通いの場」開催に向けた支援（2団体）

(2)地域支え合いのための空きスペース有効活用促進事業
①区内の団体から提供された空きスペースの周知（区ホームページ掲載、広報新宿　年2回）
②空きスペースの提供・利用団体の登録数

提供団体：8団体(9スペース)
利用団体：3団体(3スペース)

※令和2年度は提供2団体・利用2団体の申し出があったが、新型コロナウイルス感染症の影響により協議が進まな
かったため、令和3年度に引き続き協議を実施予定
(3)介護支援等ボランティア・ポイント事業

延活動者数　3,247人　対象施設数　77施設
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、ボランティア向け講座のオンライン開催やボランティア入門講

座の動画配信を実施。なお、新型コロナウイルス感染症の影響により、ポイント付与の対象となる施設が受け入れを休
止していたため、ボランティア活動者数減
(4)一人暮らし高齢者への情報紙の訪問配布事業

訪問配布対象者数　3,144人
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、訪問員にマスク着用と手指消毒を徹底し、希望によりインター

ホン越しの安否確認も実施
(5)地域見守り協力員事業

協力員数　383人　訪問対象者数　577人
※新型コロナウイルス感染症の影響による令和2年4月から5月の緊急事態宣言時には、電話による声掛けに方法を

変更
(6)地域安心カフェ事業

ボランティアのフォローアップ研修や連絡会を書面開催し、運営支援を実施（地域安心カフェ　8所）
※新型コロナウイルス感染症の影響により、大半の地域安心カフェが開催を中止したため、カフェ運営者に緊急事態

宣言解除後におけるカフェを運営する上での感染予防対策のポイントを周知
(7)高齢者見守りキーホルダー事業

登録者数　726人
(8)高齢者見守り登録事業等

登録事業者数　634事業者　温度計付シート発行数　24,000部

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

6

2

高齢者を中心とした
通いの場のためのス
ペース提供登録団体
数

高齢者を中心とした通いの
場のためのスペース提供を
申し出、登録が完了した団
体数（団体）

R2（2020）年度

1
通いの場等運営支援
団体数

通いの場等の立ち上げや継
続のための支援を行った団
体数（団体）

目標値 3 3 4

実績値 6

目標値 ― ― 10

実績値 ― 8 8

5

達成度 200.0 ％ 200.0 ％ 125.0 ％

％

3
ボランティア年間活
動者数

実際にボランティア活動を
行った年間延べ人数（人）

目標値 ― ― 7,500

実績値 5,797

達成度 ― ％ ― ％ 80.0

5,798 3,247

達成度 ― ％ ― ％ 43.3 ％
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計画どおり

　地域での支え合いを推進するため、「通いの場」の立ち上げから継続までの包括的な支援については、新宿区社会
福祉協議会、高齢者総合相談センターに委託し、それぞれの専門性を活かして事業を推進するとともに、新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大防止のため、オンラインを取り入れながら「通いの場」の開催につなげることができました。

また、「地域支え合いのための空きスペース有効活用促進事業」については、民間事業者等から提供された空きス
ペースを地域の団体に紹介し、活動を支援する制度であり、地域の団体の活動場所を確保する上で効果的な手法で
あるとともに、団体のニーズに的確に対応することができました。
　介護支援等ボランティア・ポイント事業については、新宿区社会福祉協議会に委託し、専門性を活かして事業を推進
するとともに、「新たな日常」においても、ボランティア活動や制度について知ってもらい、多くの方の参加につながるよ
う、ボランティア向け講座のオンライン開催やボランティア入門講座の動画配信を行い、周知を図りました。
　高齢者の見守りについては、一人暮らし高齢者への情報紙の訪問配布事業における配布員による見守りや、高齢者
見守り登録事業者による見守りなど、地域における見守りを継続的に行っており、迅速な安否確認などにつながってい
ます。新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、訪問時にはマスク着用と手指消毒を徹底し、希望により対面
をせずにインターホン越しでの安否確認を可能にしました。地域見守り協力員事業は4月から5月までの緊急事態宣言
時に一時的に訪問を休止し、電話連絡による安否確認に変更して見守りを継続しました。
　熱中症予防についてもこれまでのパンフレット等による注意喚起に加えて、新たに75歳以上の方へ温度計付シートを
配布することにより、更に効果的な予防啓発を実施することができました。あわせて、夏期に新型コロナウイルス感染症
感染拡大の防止のためにマスクを着用することによる熱中症リスクについて、注意喚起を行いました。
　これらの取組により、地域で活動する多くの人々による「地域の活力」を生かし、区と区民等が一体となって高齢者を
見守り支え合うしくみづくりの推進を図ることができたため、計画どおりと評価します。

令和３年度の進捗状況

第二次実行計画
の事業名 計画事業4①「地域で支え合うしくみづくりの推進（多様な主体による支え合いの推進）」 関連区分 拡充

第二次実行
計画における

取組方針

　「（仮称）地域資源情報管理システム」を構築し、「通いの場」等の地域資源情報の一元管理や区民への分かりやすい
情報提供等を行います。また、外出機会が減っている高齢者等が、介護予防や健康増進に取り組むことができるよう、
「通いの場」の活動を画像等を取り入れながら分かりやすく紹介します。さらに、新宿区社会福祉協議会に生活支援
コーディネーターを1名増員し、全ての団体への訪問による実態把握や必要な助言等を行うとともに、地域資源が不足
する地域への新たな活動の立ち上げ支援、区民と「通いの場」とのマッチング等を行い、地域で支え合うしくみづくりを
推進します。
　なお、地域を支える担い手への支援である介護支援等ボランティア・ポイント事業、また、高齢者の見守りのための高
齢者見守りキーホルダー事業や一人暮らし高齢者への情報紙の訪問配布、熱中症予防の啓発等は、継続して実施す
る必要があることから経常事業として実施していきます。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

課題
・

ニーズ等

　団塊の世代が75歳以上となる2025年に向け、地域包括ケアシステムを更に推進していくためには、住民主体の「通い
の場」の活動団体に対する包括的な支援や活動場所の確保等の支援を引き続き行っていく必要があります。令和3年
度に新宿区社会福祉協議会に増配置する生活支援コーディネーターと連携しながら、「通いの場」の団体情報等の調
査や活動実態の把握を行い、「（仮称）地域資源情報管理システム」へ登録した地域資源情報を効果的に活用すること
で、高齢者の介護予防・フレイル予防活動への参加促進につながる仕組みづくりを進めていく必要があります。また、
引き続き地域における支え合い活動等の担い手の育成、支援を行うとともに、オンラインやICT等を活用し、参集せずに
活動や交流が継続する手法を検討していく必要があります。
　さらに、様々な事業による見守りや熱中症対策を継続していくとともに、高齢者の見守りを更に充実させるため、関係
機関との連携を引き続き強化していく必要があります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)「（仮称）地域資源情報管理システム」の構築・運用
①住民主体の「通いの場」に関する基本情報調査（庁内向け） (5月実施)
②各団体への訪問調査 【7月頃実施予定】
③システム構築・運用保守事業者の選定　6月公募開始【7月末選定予定】

(2)「通いの場」等運営支援
①「通いの場」の活動の立ち上げから継続までの包括的な支援　2団体【5団体】
②新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえた、オンラインによる「通いの場」開催に向けた支援　2団体【5団体】

(3)地域支え合いのための空きスペース有効活用促進事業
①区内の団体から提供された空きスペースの周知

区ホームページ掲載、広報新宿　1回【2回】
②空きスペースの提供・利用団体の登録数

提供団体：8団体・9スペース【13団体・13スペース】
利用団体：3団体・3スペース【4団体・4スペース】

当
年
度
の
進
捗
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千円 286,242 千円 【特定財源】
高齢社会対策包括補
助事業費、医療保健政
策包括補助事業費、地
域支援事業交付金等

事業経費 86,043

予算現額 92,582 千円 87,618 千円 106,042

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス □ 非市場的・選択的サービス

事業経費

千円 264,331 千円

一般財源 32,338 千円 29,692 千円 35,092 千円 97,122 千円

特定財源 53,705 千円 52,564 千円 60,940 千円

千円 82,256 千円 96,032

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

167,209 千円

執行率 92.9 ％ 93.9 ％ 90.6 ％ 92.3

円 424,618,546 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 141,505,379 円 134,759,498 円 148,353,669

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 408.5 円 387.7 円 430.5 円 408.8
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計画事業評価シート 所管部 福祉部 所管課 地域包括ケア推進課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等
新宿区立薬王寺地域ささえあい館条例、新宿区立薬王寺地域ささえあ
い館条例施行規則

計画事業 10 ― 「地域支え合い活動」の推進

　事業概要

　高齢者を取り巻く環境の急速な変化に対応するため、地域による高齢者への見守りが一層重要となります。
　このため、地域の中で高齢者の自立を支援し、多世代が互いに支え合う「地域支え合い活動」を推進します。活動の拠点として、平
成30年2月に「新宿区立薬王寺地域ささえあい館」を開設し、多世代による「地域支え合い活動」を確立していきます。

R2（2020）年度

1
薬王寺地域ささえあ
い館における高齢者
等支援団体の数

薬王寺地域ささえあい館に
おける高齢者等を支援する
団体の登録数（団体）

評価の可否 評価できる

実績

（1）「地域支え合い活動」の担い手養成講座の実施
講座数　19講座
薬王寺地域ささえあい館における高齢者等支援団体数　計17団体（新規2団体、未更新3団体）
※新型コロナウイルスの感染症の感染拡大防止のため、定員やプログラムの見直しを行い、11月から講座を実施

（2）地域で活動する方々等への支援
地域懇談会（書面開催・1月）　10団体参加
高齢者等支援団体情報交換会（書面開催・2月）　16団体参加
「地域ささえあい活動支援員」のコーディネートにより、講座修了生が館主催講座（3講座）や周年イベント等の運営に

積極的に参加するなど、活動の担い手の育成を支援
（3）「地域支え合い活動」の周知及び情報発信

区ホームページやＴｗｉｔｔｅｒ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ささえーる新聞等を活用して情報発信し、「地域支え合い活動」の普及啓発
を実施

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　多世代による「地域支え合い活動」を更に推進するため、多世代が参加できる講座の拡大と充実を図ります。また、講
座受講生や地域で活動する方々への支援やコーディネートの充実を更に進め、「薬王寺地域ささえあい館」で活動す
る高齢者等支援団体の発足や地域活動につなげていきます。引き続き区のイベント等での周知や区公式
ＴｗｉｔｔｅｒやＦａｃｅｂｏｏｋを活用した情報発信など、様々な取組により「地域支え合い活動」を区内全域に広げていきま
す。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有

106.3 ％

目標値 7 12 16

実績値 14 18 17

達成度 200.0 ％ 150.0 ％

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果 計画どおり

　「地域支え合い活動」を推進するため、「新たな日常」への対応として定員やプログラムを見直して講座を開催するとと
もに、「地域ささえあい活動支援員」のコーディネートにより、講座修了生が講座・イベント運営に参加するなど、活動の
担い手の育成につなげることができました。
　また、地域懇談会や高齢者等支援団体情報交換会で確認した意見の結果を、関係者へ報告することで、地域支え合
い活動や各団体の活動を実施する上での課題の共有を図ることができました。
　さらに、区ホームページやＴｗｉｔｔｅｒ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ等を活用して、これらイベント等についての情報発信を積極的に行
い、区民に広く「地域支え合い活動」を周知することができました。
　これらのことから、計画どおり事業を実施することができたと評価します。
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業4②「地域で支え合うしくみづくりの推進（「地域支え合い活動」の展開」）」 関連区分 拡充

第二次実行
計画における

取組方針

　「薬王寺地域ささえあい館」を拠点として「地域支え合い活動」を更に推進するために、講座内容の充実や地域ささえ
あい館活動支援員による活動のコーディネート、イベントやＳＮＳなどによる積極的な情報発信などにより、「地域支え合
い活動」の担い手や団体の育成・支援に取り組んでいきます。
　また、区内に「地域支え合い活動」を展開するため、「薬王寺地域ささえあい館」で得た「地域支え合い活動」の推進に
効果的な手法を活かし、中落合高齢者在宅サービスセンターに整備する地域交流スペースで「地域支え合い活動」の
ための事業を実施します。
　さらに、シニア活動館において、指定管理者更新の際に、指定管理者がこれまで行っているボランティア活動等の支
援の中で、地域の実情やニーズを把握して「地域支え合い活動」の担い手や団体の育成・支援、活動のコーディネート
等を行うことを求め、「地域支え合い活動」を展開していきます。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）「地域支え合い活動」の担い手養成講座の実施
講座数　7講座【27講座】
薬王寺地域ささえあい館における高齢者等支援団体数　19団体（令和3年度新規2団体）【19団体】
※新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置により、4月26日から講座を休止

（2）地域で活動する方々等への支援
地域懇談会　【令和4年1月頃開催予定】
高齢者等支援団体情報交換会　【令和4年2月頃開催予定】
講座修了生が館主催講座の運営に参加  1講座 (4月)【3講座】
講座修了生が周年イベントの運営に参加　【令和4年2月開催予定】

（3）「地域支え合い活動」の周知及び情報発信
区ホームページやＴｗｉｔｔｅｒ、Ｆａｃｅｂｏｏｋによる情報発信　【7月頃実施予定】

（4）中落合高齢者在宅サービスセンター
地域交流スペースの開設　物品購入の準備、事業展開の検討 【10月予定】

課題
・

ニーズ等

　「地域支え合い活動」をさらに推進していくため、「新たな日常」に対応しながら、「薬王寺地域ささえあい館」を拠点と
した活動の担い手や団体の育成・支援、普及啓発等に引き続き取り組んでいく必要があります。
　また、「薬王寺地域ささえあい館」における取組の成果を踏まえ、中落合高齢者在宅サービスセンター内に整備する
地域交流スペースやシニア活動館において、「地域支え合い活動」の担い手や団体の育成等に取り組んでいく必要が
あります。

当
年
度
の
進
捗

事業形態

2018～2020年度 備考

■ 非市場的・選択的サービス

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

34,328

一般財源 5,706 千円 5,921 千円 0

千円 13,459

事業経費 17,152

予算現額 19,792 千円 19,439

千円 17,393 千円 11,410

43,737,689

45,955 千円

千円 52,690 千円 【特定財源】
高齢社会対策包括補
助事業費、人生100年
時代セカンドライフ応援
事業費等

千円

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □

千円

特定財源 11,446 千円 11,472 千円 11,410 千円

千円 11,627

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 111.2 円 114.8 円 126.9 円

人

117.6

人 344,577新宿区の人口 346,425 人 347,570

千円

執行率 86.7 ％ 89.5 ％ 84.8

円 122,136,997

％ 87.2 ％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

円行政コスト 38,506,764 円 39,892,544 円
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計画事業評価シート

計画どおり

　払方町国有地を活用した地域密着型サービスの整備は、令和3年1月に事業者公募を開始し、事業者向け説明会を
オンラインで実施しました。

民有地を活用した地域密着型サービスの整備は、市谷山伏町での認知症高齢者グループホーム及び小規模多機能
型居宅介護の事業者を選定し、令和4年5月の開設に向けて整備を着実に進めています。
　民有地残り1所分の公募については、応募には至りませんでしたが、複数の個人（土地所有者）や事業者からの相談
に応じました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

％達成度 87.9 ％ 87.9 ％ 88.0

実績値 210 210 212

180

達成度 76.9 ％ 76.9 ％ 76.9 ％

目標値 234 234 234

実績値 180

目標値 239 239 241

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　払方町国有地において、令和2年度に事業者選定が行えるよう準備を進めるとともに円滑に整備が進むよう調整を図
ります。民有地公募については、相談を受けている事業者と引き続き密接な連絡を取り、整備の実現に向けて調整を
図っていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

（1）払方町国有地
令和3年1月に事業者公募及び事業者向け説明会をオンラインで実施

（2）市谷山伏町民有地
令和2年4月　事業者選定
令和2年10月～12月　埋蔵文化財発掘調査(令和3年1月～報告書作成）
令和3年3月　建設工事に関する住民説明

（3）民有地（公募残り１所分）
応募には至りませんでしたが、複数の個人（土地所有者）や事業者からの相談に対応

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

180

2
小規模多機能型居
宅介護事業所等の
登録定員数

小規模多機能型居宅介護
事業所及び看護小規模多
機能型居宅介護事業所の登
録定員数（人）

R2（2020）年度

1
認知症高齢者グルー
プホームの定員数

認知症高齢者グループホー
ムの定員数（人）

計画事業 11 ① 介護保険サービスの基盤整備（地域密着型サービスの整備）

　事業概要

　要介護状態になっても、住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、地域に密着した介護サービスを提供できる施設を整備します。

所管部 福祉部 所管課 介護保険課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等
区介護保険条例、新宿区高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業
計画
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円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 548.4 円 42.0 円 79.1 円 ―

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 189,980,625 円 14,583,600 円 27,261,654

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

3,916 千円

執行率 98.6 ％ 63.5 ％ 85.6 ％ 86.2

千円

特定財源 0 千円 0 千円 3,916 千円

千円 469 千円 17,783

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 20,437 千円

一般財源 2,185 千円 469 千円 13,867 千円

千円 23,719 千円 【特定財源】
地域医療介護統合確保基
金事業費事業経費 2,185

予算現額 2,215 千円 739 千円 20,765

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

16,521

当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）払方町国有地
令和3年5月　　  埋蔵文化財発掘調査開始
令和3年5～6月　整備予定者選定評価委員会の実施
令和3年6月       国に推薦する整備予定者の決定

（2）市谷山伏町民有地
令和3年4月～　建設工事着工【令和4年2月竣工予定】

（3）民有地（公募2所分）
公募要項作成作業

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業5①「介護保険サービスの基盤整備（地域密着型サービスの整備）」 関連区分 継続

第二次実行
計画における

取組方針

　払方町国有地については、令和3年度に区が整備事業者の審査・選定を行い、令和6年度の開設に向けて準備を進
めていきます。
　また、民有地公募については、市谷山伏町で認知症高齢者グループホームと小規模多機能型居宅介護を整備する
事業者と引き続き密接な連絡を取り、令和4年5月の開設に向けて調整を図っていきます。

課題
・

ニーズ等

  新宿区の地価は高く、民有地を活用した認知症高齢者グループホーム等の整備が進みにくい現状があります。その
ため、払方町国有地を活用した公募・選定を進めるとともに、市谷山伏町民有地で認知症高齢者グループホームと小
規模多機能型居宅介護を整備する事業者と引き続き密接な連絡を取り、整備が実現するよう努める必要があります。
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計画事業評価シート

計画事業 11 ➁ 介護保険サービスの基盤整備（特別養護老人ホームの整備）

　事業概要

　在宅生活が困難になった要介護高齢者の生活を支えるため、民設民営方式による特別養護老人ホームの整備を行います。

所管部 福祉部 所管課 介護保険課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等
区介護保険条例、新宿区高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業
計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　令和元年7月に富久町国有地を活用した特別養護老人ホーム及びショートステイが予定どおり開設しました。市谷薬
王寺町国有地において、引き続き関係機関とスケジュール等についての協議を進め、円滑に整備が進むよう調整を図
ります。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

市谷薬王寺町国有地
(1)工事の状況
令和2年4月～9月　埋蔵文化財発掘調査
令和2年11月～令和3年3月　旧建物基礎解体撤去工事

(2)地域説明
令和2年11月・令和3年3月　建設工事に関する地域説明実施

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

665

R2（2020）年度

1
特別養護老人ホーム
の定員数

区内特別養護老人ホームの
定員数（人）

目標値 615 665 665

実績値 615 665

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

計画どおり

　市谷薬王寺町国有地を活用した特別養護老人ホーム・併設ショートステイの整備について、令和2年9月に埋蔵文化
財発掘調査が終了し、令和3年3月に旧建物基礎解体撤去工事が予定どおり終了しました。
　また、令和4年9月の開設及び令和3年4月の建設工事着工に向けて、事業者と調整の上、令和2年11月及び令和3年
3月に建設工事に関する地域説明を実施しました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業5②「介護保険サービスの基盤整備（特別養護老人ホームの整備）」 関連区分 継続

第二次実行
計画における

取組方針

　市谷薬王寺町国有地については、引き続き関係機関とスケジュール等についての協議を進め、令和4年9月の開設に
向けて円滑に整備が進むよう調整を図っていきます。

課題
・

ニーズ等

　特別養護老人ホーム申込者は、令和3年2月末時点で632人（待機者625人）であり、在宅生活が困難になった高齢者
を支えるために特別養護老人ホームを整備する必要があります。
　市谷薬王寺町国有地について、今後の整備を円滑に進めるために、スケジュール等について、国、事業者等、関係
機関と密接な連絡・調整が必要です。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

市谷薬王寺町国有地
令和3年4月　建設工事着工【令和4年6月竣工予定】

当
年
度
の
進
捗

千円 140,181 千円

事業経費 139,275

予算現額 140,181 千円 ― 千円 ―

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □ 非市場的・選択的サービス

事業経費

千円 139,275 千円

一般財源 139,275 千円 ― 千円 ― 千円 139,275 千円

特定財源 0 千円 ― 千円 ― 千円

千円 ― 千円 ―

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

0 千円

執行率 99.4 ％ ― ％ ― ％ 99.4

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 189,980,625 円 14,583,600 円 2,135,340

円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 548.4 円 42.0 円 6.2 円 ―
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計画事業評価シート

計画事業 11 ➂ 介護保険サービスの基盤整備（ショートステイの整備）

　事業概要

　高齢者が、支援が必要な状態になっても、住み慣れた地域で暮らし続けられ、また、家族の介護負担が軽減されるよう、民設民営方
式によるショートステイの整備を行います。

所管部 福祉部 所管課 介護保険課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等
区介護保険条例、新宿区高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業
計画

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　令和元年7月に富久町国有地を活用した特別養護老人ホーム及びショートステイが予定どおり開設しました。市谷薬
王寺町国有地において、引き続き関係機関とスケジュール等についての協議を進め、円滑に整備が進むよう調整を図
ります。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

市谷薬王寺町国有地
(1)工事の状況
令和2年4月～9月　埋蔵文化財発掘調査
令和2年11月～令和3年3月　旧建物基礎解体撤去工事

(2)地域説明
令和2年11月・令和3年3月　　建設工事に関する地域説明実施

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

120

R2（2020）年度

1
ショートステイ（短期
入所生活介護）の定
員数

区内ショートステイ（短期入
所生活介護）の定員数（人）

目標値 117 120 120

実績値 117 120

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

計画どおり

　市谷薬王寺町国有地を活用した特別養護老人ホーム・併設ショートステイの整備について、令和2年9月に埋蔵文化
財発掘調査が終了し、令和3年3月に旧建物基礎解体撤去工事が予定どおり終了しました。
　また、令和4年9月の開設及び令和3年4月の建設工事着工に向けて、事業者と調整の上、令和2年11月及び令和3年
3月に建設工事に関する地域説明を実施しました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業5③「介護保険サービスの基盤整備（ショートステイの整備）」 関連区分 継続

第二次実行
計画における

取組方針

　市谷薬王寺町国有地については、引き続き関係機関とスケジュール等についての協議を進め、令和4年9月の開設に
向けて円滑に整備が進むよう調整を図っていきます。

課題
・

ニーズ等

　「新宿区高齢者の保健と福祉に関する調査（令和元年9月～10月実施）」において、要介護・要支援認定者は「これか
らも今のお住まい（自宅等）で生活を続けたいと思いますか」との問いに「可能な限り自宅で生活を続けたい」と84.6%の
方が回答しています。こうした区民の意向の実現に向けて、一時的に自宅での介護が難しくなったときや、介護者の負
担軽減のために、ショートステイの整備を推進する必要があります。
　市谷薬王寺町国有地については、今後の整備を円滑に進めるために、スケジュール等について、国、事業者等、関
係機関と密接な連絡・調整が必要です。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

市谷薬王寺町国有地
令和3年4月　建設工事着工【令和4年6月竣工予定】

当
年
度
の
進
捗

千円 28,482 千円

事業経費 28,354

予算現額 28,482 千円 ― 千円 ―

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □ 非市場的・選択的サービス

事業経費

千円 28,354 千円

一般財源 28,354 千円 ― 千円 ― 千円 28,354 千円

特定財源 0 千円 ― 千円 ― 千円

千円 ― 千円 ―

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

0 千円

執行率 99.6 ％ ― ％ ― ％ 99.6

円 ― 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 189,980,625 円 14,583,600 円 237,260

円

※平成30(2018)年度及び令和元(2019)年度については計画事業単位でのコスト計算をしており、令和2(2020)年度は枝事業単位での
コスト計算を行っています。このため、2018～2020年度の欄については記載しておりません。

― 人

区民一人当たりのコスト 548.4 円 42.0 円 0.7 円 ―

- 107 -



計画事業評価シート

計画どおり
　もの忘れ相談、認知症相談、認知症介護者相談を実施するとともに、新型コロナウイルス感染症により外出に不安を
感じている高齢者に対して、高齢者総合相談センターで電話での相談が可能であることを、広報新宿や情報紙「ぬくも
りだより」にて改めて周知し、認知症の早期発見につなげています。
　高齢者総合相談センターが認知症サポート医から専門的助言を受け連携することで、認知症高齢者への支援の充実
を図っています。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響により中止していた認知症サポーター養成講座を9月から再開し、認知症に
係る知識や理解の普及啓発に努めました。企業からの依頼による認知症サポーター養成講座ではオンラインでも実施
することにより、目標を上回る認知症サポ―ターを養成し、着実に成果を上げています。
　さらに、地域版認知症ケアパスの新たな作成は行いませんでしたが、各高齢者総合相談センターが地域の社会資源
について可能な限り現況を確認し、区民からの個別相談に対応しました。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

％達成度 111.1 ％ 113.3 ％ 100.1

実績値 22,228 24,363 25,033

11

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

目標値 10 10 11

実績値 10

目標値 20,000 21,500 25,000

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　認知症本人の気持ちを反映した認知症サポーター養成講座を、多様な機会で実施していくことにより、認知症への理
解を進め、地域全体で認知症高齢者を支える体制を充実していきます。また、令和元年度に作成した認知症診療連携
マニュアルを関係機関に配布し、医療と福祉、介護それぞれの分野における認知症高齢者への対応力の向上を図りま
す。さらに、認知症サポート医による高齢者総合相談センターへの専門的助言や研修の実施、対応事例の共有・検証
を通じて、高齢者総合相談センターの認知症に係るコーディネート機能の向上を図ります。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

（1）認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実
①認知症診療連携マニュアルの普及(医師、歯科医師、ケアマネジャーなど関係機関への配布、区ホームページへ

の掲載等)
②認知症初期集中支援チームによる支援の実施  10所
③もの忘れ相談（年21回）、認知症相談（年12回）、認知症介護者相談（年11回）

※新型コロナウイルス感染症の影響により、もの忘れ相談3回、認知症相談6回、認知症介護者相談1回を中止
（2）認知症高齢者を地域で支える体制づくり

①「認知症サポート医による高齢者総合相談センター支援」の実施 （11所）
②「一人暮し認知症高齢者への生活支援サービス」の実施（ヘルパー派遣回数 7,614回）

（3）認知症への理解を深めるための普及啓発の推進
①認知症サポーターの養成（講座開催 29回、受講者 670人）
②認知症サポーター活動の推進（認知症介護者家族会における運営支援等）
③認知症の正しい理解に向けた普及啓発（認知症安心ガイドブックの配布等）
④地域版認知症ケアパスの普及（区施設における配布、区ホームページへの掲載等）

※新型コロナウイルス感染症の影響により、認知症サポーター養成講座の開催を8月まで中止
また、多くの地域団体が活動できておらず、「新たな日常」に合わせた開催方法も決まっていなかったため、
地域版認知症ケアパスの作成を中止

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

10

2
区民等の認知症サ
ポーターの養成数

認知症サポーター養成講座
を受講した区民等の人数（累
計）（人）

R2（2020）年度

1
認知症サポート医に
よるセンター支援の
実施

認知症サポート医が支援し
たセンターの数（所）

計画事業 12 ― 認知症高齢者への支援体制の充実

　事業概要

　「地域包括ケアシステム」の実現に向けて、今後、急速に増加が見込まれる認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮らし続け
られるよう、認知症に係る医療と福祉・介護の連携強化を図るとともに、認知症についての正しい知識の普及を進めていくなど、地域で
認知症高齢者を支援する体制を充実していきます。

所管部 福祉部 所管課 高齢者支援課

基本政策 Ⅰ 個別施策 2 関係法令等 介護保険法、新宿区高齢者保健福祉計画・第7期介護保険事業計画
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 223.9 円 242.0 円 230.5 円 232.2

円 241,117,805 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 77,576,887 円 84,121,320 円 79,419,598

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

117,931 千円

執行率 95.5 ％ 97.3 ％ 87.3 ％ 93.2

千円

特定財源 38,361 千円 39,331 千円 40,239 千円

千円 52,550 千円 50,812

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 153,527 千円

一般財源 11,804 千円 13,219 千円 10,573 千円

千円 164,674 千円 【特定財源】
高齢者社会対策区市
町村包括補助事業費、
地域支援事業交付金
等

事業経費 50,165

予算現額 52,507 千円 53,992 千円 58,175

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

35,596

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）認知症サポーターの養成　累計25,144人（うち3年度新規養成者数：111人）【累計26,600人】
（2）認知症サポーター活動の推進（認知症介護者家族会における運営支援等）
 ※新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置により、認知症介護者家族会の開催は5月13
日から中止
（3）チームオレンジの検討　事業内容案の検討中【令和3年9月】

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業6「認知症高齢者への支援体制の充実」 関連区分 拡充

第二次実行
計画における
取組方針

　地域全体で認知症高齢者を支える体制づくりを進めるため、認知症サポーター養成講座などの実施を通じて、地域
における積極的な普及啓発に取り組んでいきます。
　また、認知症高齢者やその家族が地域で暮らしていく上での困りごとの支援ニーズと、認知症サポーターを結びつけ
るための具体的な仕組みづくりとなるチームオレンジの実施により、認知症高齢者が希望と尊厳を持ち、自分らしく暮ら
せるよう支援していきます。
　なお、認知症初期集中支援チームによる支援、認知症サポート医による高齢者総合相談センター支援、認知症診療
連携マニュアルの作成・普及などは継続して実施していく必要があることから経常事業として実施し、引き続き認知症高
齢者への支援体制の充実を図ります。

課題
・

ニーズ等

　認知症の正しい知識や理解をさらに進めるために、認知症高齢者が講座において自身の想いを直接発信するととも
に、認知症高齢者の想いが記載された｢認知症安心ガイドブック｣を配布することにより、認知症高齢者の意思を尊重し
た普及啓発を実施していく必要があります。
　また、認知症高齢者やその家族が地域で暮らしていく上での困りごとの支援ニーズと、認知症サポーターを結びつけ
るための具体的な仕組みづくりとなるチームオレンジの実施により、認知症があってもなくても同じ地域でともに生活で
きる環境づくりを行っていくために、令和3年度は認知症サポーターや関係機関とチームオレンジの実施体制・方法を
検討し、準備を整える必要があります。
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計画事業評価シート

計画どおり

　保育ニーズに応じた施設整備や認可手続き等は、区が、国や都の補助制度等を活用しつつ行っており、執行体制は
適切なものといえます。事業手法としては、土地の確保が困難な新宿区の状況を踏まえ、賃貸物件の活用により機動
的な整備が実現できており、適切と考えます。
　また、令和3年4月開設の私立認可保育所2所については、令和2年3月に策定した「新宿区子ども・子育て支援事業
計画(第二期)」に基づき、地域の直近の状況を踏まえて整備を実施しており、待機児童解消への取組として、着実に成
果につなげています。なお、民有地マッチング事業では、令和2年度は保育所の整備・開設に至っていないものの、情
報提供を求める保育事業者は増えており、整備を行うにあたり、費用対効果面で、効果的・効率的な事業手法であるこ
とから、引き続き継続をしていく必要があるものと考えます。
　指標1「4月1日現在の新宿区の保育所待機児童数」は目標値の0名を達成したため、計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

1
新宿区の保育所待
機児童数

― ％ ― ％ 100.0 ％

4月1日現在の新宿区の保育
所待機児童数（人）
(4月1日とは各年度末の翌日をいう。)

目標値 0 0 0

実績値 2 1

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　新宿自治創造研究所による人口推計と、平成30年度に実施した「新宿区次世代育成支援に関する調査」により、今
後の保育の量の見込みや、保育ニーズを把握し、令和2年3月に「新宿区子ども・子育て支援事業計画（第二期）」を策
定しました。これに基づき計画的に保育所の整備等を進めていきます。
　また、保育所として活用できる建物や土地の物件情報を区が直接募集し、その情報を保育事業者に提供する民有地
マッチング事業を引き続き行うとともに、大規模開発事業者への子育て支援施設等の設置要請に関する協議を継続
し、保育所待機児童解消を着実に推進していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 無 評価の可否

実績

(1) 認可保育所の整備　（計画：私立認可保育所 4所）
①賃貸物件を活用した私立保育所開設　1所
②都市開発諸制度で設置要請した私立保育所開設　1所

※① ②の計2所が令和3年4月に開設
(2) 民有地マッチング事業

保育事業者の登録数：13件追加/計44件
※土地・物件所有者からの問合せ件数：0件/令和2年度の整備実績なし

(3) 一時保育の情報提供の充実
「一時保育・定期利用保育のご案内」(毎年4月改訂)を窓口に配置することに加え、区ホームページで例月更新によ

る情報提供

0

達成度

計画事業 16 ― 着実な保育所待機児童対策等の推進

　事業概要

　地域の保育ニーズを踏まえた「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、保育所等を整備することにより、引き続き待機児童対策を着
実に進めるとともに、一時保育の情報提供を充実させ、利便性を向上します。

所管部 子ども家庭部 所管課 保育課

基本政策 Ⅰ 個別施策 4 関係法令等
児童福祉法、子ども・子育て支援法、新宿区子ども・子育て支援事業
計画（第二期）
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円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 2,892.8 円 2,286.2 円 1,074.0 円 2086.4

円 2,166,831,024 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 1,002,134,224 円 794,629,316 円 370,067,484

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

千円 1,623,208 千円

執行率 99.0 ％ 96.1 ％ 98.5 ％

特定財源 780,448 千円 603,001 千円 239,759

115,260 千円 54,204 千円 327,621 千円

【特定財源】
保育対策総合支援事
業費(国)、待機児童解
消区市町村支援事業
(都)、賃貸物件による保
育所の開設準備経費
(都)

事業経費 938,605 千円 718,261 千円 293,963 千円 1,950,829 千円

97.9 ％

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

予算現額 947,912 千円 747,146 千円 298,314 千円 1,993,372 千円

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス

一般財源 158,157 千円

□ 市場的・選択的サービス □ 非市場的・選択的サービス

事業経費

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)  認可保育所の整備　（計画：私立認可保育所 3所）
　①賃貸物件を活用した私立保育所の整備に向けた検討　【2所、令和4年4月開設予定】
　②認証保育所の認可化に伴う私立保育所の開設準備　【1所、令和3年10月開設予定】
(2)  民有地マッチング事業
    保育事業者の登録数：7件追加/計51件
　　※土地・物件所有者からの問合せ件数：0件

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業9「着実な保育所待機児童対策の推進」 関連区分 継続

第二次実行
計画における
取組方針

  令和4年4月以降も待機児童解消対策として、引き続き、区が保育所として整備できる物件を募集し、保育事業者に情
報提供する民有地マッチング事業を展開すること等により、賃貸物件を活用した保育所整備を推進します。
　また、大規模開発事業者に子育て支援施設等の設置に関する要請・協議を継続して行っていきます。
　いずれも、令和2年3月に策定した「新宿区子ども・子育て支援事業計画（第二期）」における必要な保育の量の見込
みと確保方策を適宜見直しながら、多様な保育ニーズを的確に把握し、適切に施設整備を進めていきます。

課題
・

ニーズ等

　大規模な再開発による人口流入や女性就業率の上昇等の社会情勢の変化により、今後も保育需要の増加が想定さ
れ、待機児童対策は引き続き重要な課題となります。
　ただし、一方では入園申込みの減少が発生しており、就学前児童人口の状況などの直近の状況を取り込み、効果
的・効率的な整備を検討する必要があります。
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計画事業評価シート

指標

2
学童クラブ利用者ア
ンケートの満足度

学童クラブ保護者アンケート
において、指導内容が「適
切・概ね適切」と回答した利
用者の割合（％）

計画事業 17 ― 放課後の居場所の充実

　事業概要

　保護者が就労している児童が増加傾向にあることを踏まえ、学童クラブ及び放課後子どもひろば事業のさらなる充実を図り、それぞ
れのニーズに合った放課後の居場所を選択できるよう、総合的に小学生の放課後の居場所づくりを推進します。
　定員を大きく上回る学童クラブについては、児童館スペースの活用等による学童クラブ専用スペースの拡大を進めていきます。ま
た、待機児童がいる学童クラブの近隣小学校で「ひろばプラス」を実施していきます。

所管部 子ども総合センター 所管課 子ども家庭支援課

基本政策 Ⅰ 個別施策 4 関係法令等
子ども・子育て支援法、新宿区放課後児童健全育成事業の設備及び
運営に関する基準を定める条例、新宿区学童クラブ条例、放課後子ど
もひろば事業実施要綱

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　年度当初に実施する学童クラブ需要調査を基に、動向を十分に分析し、学童クラブ定員拡充及び、放課後子どもひ
ろばプラスの新規開設を検討していきます。学童クラブ定員拡充策として、児童館内のスペース活用のほか、小学校施
設の利用について教育委員会と調整を行います。また、待機児童がいる学童クラブの近隣小学校で「ひろばプラス」の
実施を検討していきます。さらに、民間学童クラブの誘致や区の施設活用についても検討していきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

（1） スペース転用による学童クラブの定員拡充　4所
移転による定員拡充　1所
新規学童開設 1所

　「ひろばプラス」実施　  24所（令和元年度：24所）
（2） 待機児童がいる学童クラブの近隣小学校で「ひろばプラス」の実施を検討・準備

3所（令和3年4月1日開設）
（3） 区職員による学童クラブ巡回　月1回以上、27か所　年576回

 区職員担当者会議　　  4回
 区実施研修　　  6回(感染拡大防止のため人数制限をし、3種類を2回ずつ）
 指定管理館長会　　 　4回(うち1回は書面開催）
 放課後子どもひろば連絡会　 　中止（新型コロナウイルス感染症拡大のため、放課後子どもひろばを

開催しなかったため）
 放課後子どもひろば運営委員会　中止（新型コロナウイルス感染症拡大の影響による）

R2（2020）年度

1
「ひろばプラス」の実
施箇所数

「ひろばプラス」の実施箇所
数（箇所数）

目標値 23 24 24

実績値 23

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度

評価結果 計画以上

　民間事業者への委託による事業手法について、放課後子どもひろばは地域の人材の積極的な活用を図ることがで
き、学童クラブは利用時間の延長など、サービスの向上を図ることができることから適切であり、また、コスト削減を図るこ
とができるため効率的であると評価します。
　定員を大きく上回る学童クラブにおいては、4所の児童館等内で転用可能なスペースを活用して定員を拡充したほ
か、新規学童クラブ開設と移転による定員拡充をそれぞれ1所で実施しました。コロナ禍においても感染症対策を行い
ながら学童クラブ事業を継続して実施し、利用者のニーズを把握し、対応した結果、「学童クラブ利用者アンケートの満
足度」は、保護者アンケート、子どもアンケートともに「満足・おおむね満足」の回答は90％を上回りました。
　また、「ひろばプラス」事業については、保護者が就労している児童の増加傾向のなか、多様化する小学生の居場所
の区民ニーズに対応するため、当初予定していなかった3所において近隣の学童クラブの利用状況や区民から要望の
あった学校と調整を続けてきた結果、協議が整い、令和3年4月から27所での実施に向けて準備を行いました。
　以上のことから、計画以上と評価します。

R元（2019）年度

24

目標値 90.0 90.0 90.0

実績値 98.8 98.6 97.9

24

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

％

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

達成度 109.8 ％ 109.6 ％ 108.8
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業10「放課後の子どもの居場所の充実」 関連区分 拡充

課題
・

ニーズ等

　保護者が就労している児童が増加傾向にあり、学童クラブの定員を超えて受け入れている状況が続いています。多様
化する家庭環境や子どもの成長段階などそれぞれのニーズに合った放課後の居場所が選択できるよう、環境整備を図
る必要があります。
　また、学童クラブ及び放課後子どもひろばについて、質の維持向上を図り、利用者満足度の維持に努める必要があり
ます。

第二次実行
計画における
取組方針

　保護者が就労している児童が増加傾向にあることを踏まえ、需要増に対応するため、令和3年度に新規学童クラブ1
所を開設するとともに、民間学童クラブを2所誘致します。また、「ひろばプラス」は3所増やして合計27所とし、それぞれ
のニーズに合った放課後の居場所の選択ができるようにしていきます。
　学童クラブの定員拡充については、令和2年3月に策定した「新宿区子ども・子育て支援事業計画(第二期)」に基づ
き、対応していきます。また、「ひろばプラス」については、新宿養護学校を除く全区立小学校での運営に向けて、未開
設校において順次開設していきます。
　引き続き、区職員による巡回や、委託職員の研修等への参加促進等を通して、学童クラブ及び放課後子どもひろば
の質の維持向上に努め、様々な機会を捉えて利用者のニーズを把握し、応えるとともに満足度の維持に努めていきま
す。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1） 学童クラブ
　①令和4年度の需要を想定するため、年長児を対象にアンケートを実施
　②新規開設学童クラブ（落合第五小学校内学童クラブ）を受託する事業者選定評価を行い、受託事業者候補を決定
　③民間学童クラブの誘致に向け、他区の状況ヒアリングを行ったほか、実施に向けての方向性を検討
（2）「ひろばプラス」
　未実施校での開設に向けて、開設年次の内部検討を実施

当
年
度
の
進
捗

事業形態

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □ 非市場的・選択的サービス

事業経費

千円 5,440,750 千円
【特定財源】
学童クラブ利用料負担
金、子ども・子育て支援
交付金、子ども・子育て
支援整備交付金、学童
クラブ事業運営費、都
型学童クラブ事業運営
費、学童クラブ整備事
業費、放課後子どもプ
ラン推進事業費、新型
コロナウイルス感染症緊
急包括支援事業費、子
ども家庭支援包括補助
事業費

事業経費 1,666,025 千円 1,702,314 千円 1,946,200

予算現額 1,691,285 千円 1,746,720 千円 2,002,745

千円 5,314,539 千円

一般財源 1,241,731 千円 1,265,773 千円 1,424,944 千円 3,932,448 千円

特定財源 424,294 千円 436,541 千円 521,256 千円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

1,382,091 千円

執行率 98.5 ％ 97.5 ％ 97.2 ％ 97.7

円 5,515,217,565 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 1,734,332,569 円 1,768,319,903 円 2,012,565,093

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 5,006.4 円 5,087.7 円 5,840.7 円 5310.4
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計画事業評価シート

80.0 85.0 90.0

45 50

実績値 27 24 17

％ 34.0

125.0 ％ 114.0 ％ 111.1

目標値

100.0

指標

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

子育て支援講座「ノーバディ
ズパーフェクト」受講者ヘの
アンケートにおいて「子育て
に関する不安が軽減できた」
と回答した人の割合（％）

100.0 96.9

達成度

所管部 子ども総合センター 所管課 子ども家庭支援課

％

61.2 ％ 23.4

　引き続き地域全体で親と子の育ちを支える環境づくりを進め、子育ての負担感や孤立感を軽減、解消するための支
援の充実を図ります。全ての子ども家庭支援センターでのノーバディズパーフェクトとベビープログラムの実施により、子
育て支援講座を充実させ、利用者支援事業の実施とあわせて、親と子の育ちを支援します。加えて、預かり対象児童を
拡大した子どもショートステイ事業の実施や、年々利用実績が増加している産前産後支援事業において区民ニーズを
踏まえた事業内容の検討を行うことにより、全ての子育て家庭への支援の充実に努めます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

目標値 40

％

実績値 4,784

基本政策 Ⅰ 個別施策 4 関係法令等
児童福祉法、子ども・子育て支援法、新宿区子育て支援施設の設置及
び管理に関する条例、新宿区子ども・子育て支援事業計画（第二期）

2
小学校低学年のため
の学習支援の登録人
数

令和２年度の取組・評価

有 評価の可否 評価できる

実績

(1)ノーバディズパーフェクト(ＮＰ）・ベビープログラム（ＢＰ）
ＮＰ2所:58人（予定5所）
ＢＰ1所：親子5組（予定5所）

(2)利用者支援事業
利用者支援事業の実施場所である子ども家庭支援センターの「親と子のひろば」は、閉鎖期間（3月2日～
5月31日）の後、利用定員制にて規模を縮小して運営し、利用者支援事業を実施

(3)子どもショートステイ事業の実施
新型コロナウイルス感染症対策を行い、継続して実施
保護者の感染を理由とする場合は、病院での一時保護委託等の調整を保健予防課や児童相談センターと
連携して実施
①ショートステイ利用実績（ふたば乳児院・協力家庭計）　150人384日
②トワイライトステイ利用実績　4人4日

(4)産前産後支援事業
①産後ドゥーラの導入準備（令和3年度から産後ドゥーラの派遣事業者を加えた複数事業者からの選択が可能）
②産前産後支援事業の受付方法の見直し(区が初回利用の調整を行う方法から、事前に利用承認を受けた

利用者が、直接希望の事業者へ予約する方法に変更）
(5)小学校低学年のための学習支援の実施

外部のボランティア指導員の指導は中止とし、職員による個別指導で必要性のある児童を対象に実施
登録人数　17人、延べ参加人数　206人

％

実績値3
子育て支援講座の受
講者の満足度

達成度 67.5

小学校低学年のための学習
支援の年間延べ登録人数
（人）

％ 53.3

計画事業 18 ― 地域における子育て支援サービスの推進

　事業概要

　地域全体で親と子の育ちを支える環境づくりを進め、在宅子育て家庭を含めたすべての子育て家庭への支援を充実させます。
　子ども総合センターと4か所の子ども家庭支援センターでは、子育て家庭の多様なニーズに合った子育て支援サービスをコーディ
ネートするとともに、子育ての悩みや不安に関する相談に応じて適切なサービスにつないでいきます。また、子どもの育ちの環境が適
切に確保されるよう、個々の家庭の状況に応じたきめ細かな支援を行います。

1
利用者支援事業に
おける相談数

指標名

5,600 5,700 5,900

指標の定義（単位）

子ども総合センター及び子
ども家庭支援センター（4所）
の利用者支援事業において
相談を受けた延べ人数（人）

3,489 1,381

達成度 85.4 ％

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値
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計画どおり

　新型コロナウイルス感染症の影響により当初予定していた子育て支援講座、利用者支援事業、一時保育事業等は、
規模等を縮小し感染症対策を行った上で実施しました。
　出産前後の手厚い支援を必要とする世帯へ対応するために産後ドゥーラの導入準備を行い、併せて利用者にとって
より使いやすいサービスとなるよう産前産後支援の利用方法の見直しを行ったこと、コロナ禍においても支援が必要な
児童が利用できるよう、感染症対策を行いながら子どもショーステイ事業を通年で実施することで区民ニーズや地域課
題に対応しました。
　子どもショートステイ事業では、コロナ禍においても、新たに「新型コロナウイルス感染防止対策チェックシート」を作成
し、利用者と家族の健康状況を確認する等きめ細かな対応をしたことで継続して実施することができました。また、保護
者の感染を理由とする預かりはショートステイでは対応できないため、病院での一時保護委託等の調整を保健予防課
や児童相談センターと連携して実施しました。子どもショートステイの協力家庭では地域のボランティアを活用しており、
地域全体で親と子の育ちを支援する環境づくりを進めるという目的に照らして、事業手法や費用対効果の点でも有効で
す。
　指標1「利用者支援事業における相談数」は開催場所の閉鎖や開催規模の縮小の影響により、指標2「小学校低学年
のための学習支援の登録人数」は、開催場所が確保できない2所の子ども家庭支援センターについては中止としたこと
から目標値に達していないものの、コロナ禍においても個々の子育て家庭が必要とする支援が着実に実施されたこと
で、子育ての不安や悩みの解消や児童の自己肯定感の向上に成果を上げています。
　以上の実績から、全ての子育て家庭への支援を充実させるという事業目的に照らして、効果を上げていると考え、妥
当性、効率性、有効性、成果の点で適切であるため、計画どおりと評価します。

令和３年度の進捗状況

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)ノーバディズパーフェクト(ＮＰ）・ベビープログラム（ＢＰ）
　 ＮＰを1所、ＢＰを2所で実施予定であったが、いずれも申込みが実施必要人数に満たずに中止
　　（今後、年内にＮＰを4所、ＢＰを3所で実施予定）
(2)利用者支援事業
　 相談延べ人数　522人
(3)子どもショートステイ事業
　 ①ショートステイ利用実績（ふたば乳児院・協力家庭計）　32人68日
　 ②トワイライトステイ利用実績　4人4日
(4)産前産後支援事業
 　登録件数　176件、利用実績　374回956時間（うち産後ドゥーラ　107回285時間）
(5)小学校低学年のための学習支援事業
　 引き続き職員による個別指導で実施
　 登録人数　12人、延べ参加人数　74人

当
年
度
の
進
捗

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　産前産後支援事業において、特に出産直後の支援に力を入れている事業者とも新たに委託契約するほか、子ども
ショートステイやひろば型一時保育、ノーバディズパーフェクトやベビープログラムなど様々な子育て支援サービスを提
供することで、親と子の育ちを支援し、在宅子育て家庭を含めた全ての子育て家庭への支援を行います。各事業につ
いては、新型コロナウイルス感染症の状況や対応を踏まえて対応していきます。
　子育ての不安や悩みに関する相談に応じるとともに、「親と子のひろば」のような区民に身近な場所で、体罰によらな
い子育て方法についての周知や、心理職による子育て相談を実施することにより、育児不安の軽減と児童虐待の防止
を図ります。
　要支援家庭を対象に、養育支援や学習支援など養育環境の改善や子どもの自己肯定感の向上につながる事業を引
き続き実施することで、子どもの育ちの環境を適切に確保します。
　なお、子育て家庭の多様なニーズに合った事業を継続して実施する体制が整ったことから、経常事業化とします。

課題
・

ニーズ等

　児童虐待相談件数が年々増加している状況を踏まえて、引き続き体罰によらない子育て方法についての周知や、心
理職による子育て相談を実施することにより、育児不安の軽減と児童虐待の防止を図る必要があります。
　また、コロナ禍における子育て支援サービス周知方法の検討や、令和3年度から事業方法を変更した産前産後支援
事業について、利用実績や利用者アンケートの分析等を行うことで、さらに使いやすい事業となるよう内容を検討してい
く必要があります。
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円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 92.6 ％

区民一人当たりのコスト 2,170.4 円 2,050.0 円 2,233.3 円 2150.9

円 2,233,913,020

千円 315,036 千円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 751,866,594 円 712,501,904 円 769,544,522

千円 1,020,943 千円事業経費 332,416 千円 335,333 千円 353,194

1,123,517 千円 【特定財源】
子ども・子育て支援交
付金、児童虐待等総合
支援事業費、生活困窮
者就労準備支援事業
費、子ども家庭支援包
括補助事業費等

予算現額 359,055 千円 359,060 千円 405,402

特定財源 96,151

一般財源 236,265 千円 233,179 千円 236,463

93.4 ％ 87.1

千円 102,154 千円 116,731

％ 90.9

千円 705,907 千円事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円

事業形態
非市場的・選択的サービス
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計画事業評価シート

計画事業 19 ― 子どもから若者までの切れ目のない支援の充実

　事業概要

　子ども家庭・若者サポートネットワークの活用を中心に、各関係機関の連携を強化し、子どもが社会的に自立した若者に成長するま
で切れ目のない支援を行うとともに、「子ども・若者総合相談窓口」において、子ども・若者育成支援に関する必要な情報提供及び助
言を行います。また、人や社会との関わり方に困難を抱える若者への支援の充実を図ります。

1
相談者の状況改善に
よる支援終了割合

指標名

80.0 85.0 85.0

指標の定義（単位）

子ども総合センターの義務
教育修了後の相談における
支援終了者のうち、状況改
善によるものの割合（％）

100.0 96.0

達成度 110.6 ％ 117.6 ％ 112.9 ％

実績値

令和２年度の取組・評価

％ 126.3

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値

指標

有 評価の可否 評価できる

実績

(1) 子ども家庭・若者サポートネットワークの代表者会議、各部会による関係機関の情報交換、若者支援に関する協議、
調整等による連携の強化（代表者会議、各部会計12回開催(部会研修会及び書面開催含む。）新型コロナウイルス感
染症感染拡大予防のため予定されていた部会や研修会の中止有）
(2) 家庭・仕事・精神保健など、16所の窓口において必要な情報の提供や助言等を実施
(3) 新宿区勤労者・仕事支援センター「若者ここ・からステップアップ事業」

フリースペース（居場所事業）利用者数…実人数：13人、延べ人数：383人
新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のための緊急事態宣言中は休館、再開後も予約制としたため利用者延べ

人数は前年度比で49.9％減

所管部
子ども家庭部、

子ども総合センター、
文化観光産業部

所管課
子ども家庭課、

子ども家庭支援課、
消費生活就労支援課

基本政策 Ⅰ 個別施策 4 関係法令等
児童福祉法、子ども・若者育成支援推進法、新宿区子ども・子育て支
援事業計画(第二期)

子ども総合センターにおける
義務教育修了後の新規相談
対応件数（件）

％ 127.5

目標値 80

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果 計画どおり

 子どもから世帯形成期までの若者を対象とするネットワークの活用等により、区が関係機関と連携して支援する事業手
法は妥当です。新型コロナウイルス感染症の影響により、各会議や事業を一部中止することとなり、例年通りの活動は
困難な状況でした。
　このような状況下においても、ネットワークを活用し、感染予防に留意した上で各関係機関への訪問活動、研修、リー
フレットの配布等を通じ、専門性を高める取組や連携の強化及び事業の普及啓発を行ったことは、妥当性、有効性、効
率性の観点からも適切です。
　困難を抱える若者が社会とのつながりを持つための支援については、区内16所の「子ども・若者総合相談窓口」の一
つである新宿区勤労者・仕事支援センターで実施する「若者ここ・からステップアップ事業」により、地域に根差した事業
の実現につながっています。順調に利用実績を伸ばしていたフリースペース（居場所事業）は新型コロナウイルス感染
症の影響により、閉室、開設時間短縮や人数制限等をしたことから利用延べ人数が大幅に減少しました。
　また子ども総合センターにおける義務教育修了後の相談支援は、新規相談件数が目標値を大きく超えました。新型コ
ロナウイルス感染症の影響により、居場所事業の縮小や部会の中止等がありましたが、相談による改善状況は約9割強
と成果を上げています。以上のことから、計画どおりと評価します。

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

  関係機関や地域と連携し、児童虐待や不登校の防止、子どもの発達支援など、子ども・家庭・若者に関する課題に、
地域ぐるみで取り組んでいます。
　また、子どもが社会的に自立した若者に成長するまでの支援については、義務教育修了後の相談窓口の周知に努め
るとともに、早期の支援開始に重点を置き、ネットワークの活用を中心に各関係機関の一層の連携強化を図りながら、
取組を進めていきます。さらに、人や社会との関わり方に困難を抱える若者が、社会と関わるためのはじめの一歩に向
かっていけるように、効果的な支援に取り組んでいきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

％達成度 135.0

88.5

80 80

実績値 108 101 1022
義務教育修了後の
相談対応件数
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令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1) 子ども家庭・若者サポートネットワーク第1回代表者会議　（6月書面開催）
　　第1回若者自立支援部会　（6月22日開催）
　　第1回子ども学校サポート部会　（6月30日開催）
　　第1回虐待防止等部会・子育て包括支援部会　【令和3年7月2日合同開催予定】
　　その他、各部会及び部会研修会　【令和3年7月～令和4年3月開催予定】
(2) 家庭・仕事・精神保健など、16所の窓口において必要な情報の提供や助言等を実施。（通年）
(3) 新宿区勤労者・仕事支援センター「若者ここ・からステップアップ事業」 フリースペース利用者数…実人数：7人、延
べ人数：90人。緊急事態宣言中は、開設時間を短縮して実施。

当
年
度
の
進
捗

令和３年度の進捗状況

R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　子どもが社会的に自立した若者に成長するまでの支援については、義務教育修了後の相談窓口の周知に努めるとと
もに、早期の支援開始に重点を置き、ネットワークの活用を中心とした各関係機関の連携を維持していきます。また、人
や社会との関わり方に困難を抱える若者を継続的に支援していくため、既存の相談体制を利用し、複数の機関が連携
して効果的な支援を行っていきます。
　なお、本事業は、関係機関の連携による支援や相談窓口の運営体制の基盤が確立できたことから経常事業化しま
す。

課題
・

ニーズ等

　子どもが社会的に自立した若者に成長するまでの支援は、その成長に応じた機会を捉えて行う必要があります。ま
た、困難な課題を有する子ども・若者は、その課題の背景に複合的かつ複雑な課題があるため、早期の支援開始が必
要です。被支援者が関係機関間の隙間に陥り、支援が途絶えないようネットワークの更なる連携が必要です。

％ 81.9

千円 3,619 千円事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス ■

事業経費
H30（2018）年度

一般財源 958 千円 1,112 千円 1,549

86.6 ％ 83.9

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 3,833 千円事業経費 1,028 千円 1,184 千円 1,621

4,678 千円 【特定財源】
児童虐待防止キャン
ペーン等経費分担金

予算現額 1,380 千円 1,367 千円 1,931

特定財源 70 千円 72 千円 72 千円 214 千円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 10,033,631 円 9,703,964 円 10,111,141

円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 74.5 ％

区民一人当たりのコスト 29.0 円 27.9 円 29.3 円 28.7

円 29,848,736
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計画事業評価シート

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果 計画どおり

 　新型コロナウイルス感染症の対策を徹底し、発達相談や通所支援を実施しています。来所での相談や指導に不安の
ある利用者に対しては、電話等を活用し保護者の不安に寄り添えるよう対応をしています。また、障害幼児一時保育は利
用希望も多く、年度の後半は稼働率が80％を超える月もありました。保育所等訪問支援については、訪問園の受入れ状
況などを考慮し、個別指導に振り替える等柔軟に対応しています。また、ペアレントメンターについては、定期相談会の
実施は見合わせましたが、相談希望を受け個別相談会やメンターのお話会（体験談）を1回ずつ開催することができまし
た。新型コロナウイルス感染症の状況や対策を踏まえて、利用者のニーズを的確に把握し、事業に反映できるよう努めま
した。いずれも妥当性や有効性について適切だと評価します。
　また、児童発達支援など具体的な療育については、民間事業所と連携し利用者のニーズに沿ったサービスを紹介する
など、効率的に支援を行っています。
　10月に実施した利用者アンケートでは、令和2年度も満足度は高い評価を得られていることにより、事業目的の達成に
向けて成果を上げています。
　以上のことから、計画どおりと評価します。

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　療育を必要とする児童への相談や通所支援に加え、保育所等訪問支援の推進、ペアレントメンターの活用、障害幼児
一時保育の実施による保護者へのケアなど、利用者の気持ちに寄り添った支援を行っていきます。
　今後も、障害や心身の発達に心配のある児童が、家庭や地域で健やかに成長できるよう、多様化する療育ニーズへの
対応に努めていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

％ 103.3

所管部 子ども総合センター 所管課 子ども家庭支援課

基本政策 Ⅰ 個別施策 4 関係法令等 児童福祉法、新宿区立子育て支援施設の設置及び管理に関する条例

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値

指標

有 評価の可否 評価できる

実績

(1)相談、療育体制の充実
感染予防対策を徹底した上で、来所相談や通所療育を実施

(2)保育所等訪問支援事業の実施
4～6月は緊急事態宣言を受け、訪問は中止。7月以降、訪問支援を再開
登録児童　17名、訪問実績　延べ113件

(3)ペアレントメンターの活用
新型コロナウイルス感染症の影響を考え、定例相談会は中止
相談希望があった際に、個別に相談会やお話会を設定
個別相談会　1回実施　1名参加
ペアレントメンターのお話会（体験談）　1回実施　5名参加

(4)きょうだい児の預かり保育の実施
新型コロナウイルス感染症の影響を考え11月までは未実施。保護者からの希望もあり12月以降、預かり保育を実施
登録児童　7名、保育実績　延べ7件

(5)障害幼児一時保育の実施
4～6月は緊急事態宣言を受け、一般の利用は中止、支援が必要な状況に限り受け入れ実施。7月以降は、感染予防

対策を徹底した上で、保育を実施
　登録児童　90名、保育実績　延べ337件　（うち土曜日の実績　延べ59件）

％達成度 107.4

各事業（児童発達支援、放
課後等デイサービス、保育
所等訪問支援）の利用者ア
ンケートにおいて「満足・概
ね満足」と回答した利用者の
割合（％） ％ 108.3

166 113

目標値 90.0

％

実績値 180.0

90.0 90.0

実績値 96.7 93.0 97.5

計画事業 20 ― 発達に心配のある児童への支援の充実

　事業概要

　障害や心身の発達に心配のある児童が、家庭や地域で健やかに成長できるよう、総合的な支援をさらに推進するため、多様化する療
育ニーズへの対応の充実を図ります。
　相談や通所支援の充実に加え、保育所など児童が日常の集団生活を営む場で支援を行うほか、ペアレントメンター（障害児の育児経
験を持つ方）による相談、児童の一時預かりによる保護者へのケアなど、保護者の気持ちに寄り添った支援を行います。

1
保育所等訪問支援
実施件数

指標名

180.0 190 200

指標の定義（単位）

保育所等訪問支援員が1年
間に支援のために訪問した
件数(件）

達成度 100.0 ％ 87.4 ％ 56.5

2
事業の利用者アン
ケートの満足度

令和２年度の取組・評価
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当
年
度
の
進
捗

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)相談、療育体制の充実
感染予防対策を徹底した上で、来所相談や通所療育を実施

(2)保育所等訪問支援事業の実施
緊急事態宣言やその延長の影響を受け、訪問を中止したケースあり。その際は、個別指導へ振替え対応をしている。
登録児童　9名、訪問実績　延べ　11件

(3)ペアレントメンターの活用
定例相談会は、月に1回頻度で実施。相談希望があった際に、個別に相談会やお話会を設定する予定
個別相談会　2回実施　2名参加
ペアレントメンターのお話会（体験談）：実施なし

(4)きょうだい児の預かり保育の実施　【令和3年7月から実施予定】
(5)障害幼児一時保育の実施

感染予防対策を徹底した上で、保育を実施
登録児童　66名、保育実績　延べ44件　（うち土曜日の実績　延べ11件）

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　療育を必要とする児童への相談や通所支援に加え、保育所など児童が日常の集団生活を営む場での支援（保育所等
訪問支援）の安定的な運営、ペアレントメンターの活用、障害幼児一時保育の実施による保護者へのケアなど、引き続
き、利用者の気持ちに寄り添った支援を行います。
　また、アンケート等のニーズを把握し、研修やＯＪＴを活用して知識やスキルを培っていくことで、多様化する障害等の特
性等にきめ細かく対応するとともに、個々のニーズに即した支援を提供していきます。
　療育を必要とする児童や保育園等における集団生活での支援が必要な児童に対して、個々のニーズに即した支援の
提供体制が整ったことから、経常事業化とします。

課題
・

ニーズ等

　療育を必要とする児童や保育園等における集団生活で支援が必要な児童に対して、個々のニーズに即した支援を提
供する事業の充実に努めてきました。利用者アンケートからは、療育の回数増の要望がありますが、子ども総合センター
のみで対応するのではなく、民間事業所との連携を深め、利用者のニーズに合うサービスをコーディネートしていくことが
必要です。今後も事業の周知や安定的な運営に努めていくことが必要です。

円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 93.7 ％

区民一人当たりのコスト 768.4 円 711.6 円 834.6 円 771.4

円 801,118,147

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 266,209,456 円 247,338,154 円 287,570,537

93.4 ％ 93.7 ％ 93.6

千円 234,163 千円

特定財源 61,359 千円 59,988 千円 43,726 千円 165,073 千円

一般財源 68,732 千円 72,507 千円 92,924

事業経費 130,091 千円 132,495 千円 136,650

千円 145,820

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 399,236 千円

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス ■ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円 426,589 千円
【特定財源】
障害者地域生活支援事
業費（国）、障害者地域
生活支援事業費（都）、
障害者施策推進包括補
助事業費、子ども総合セ
ンター保護者給食費、障
害児支援利用計画手数
料、子ども総合センター
使用料、子ども・子育て
支援交付金、一時保育
事業費

予算現額 138,910 千円 141,859

令和３年度の進捗状況
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計画事業評価シート

計画事業 21 ① 妊娠期からの子育て支援（出産・子育て応援事業）

　事業概要

　妊婦、乳幼児とその保護者の心身の健康保持の増進、産後うつ予防、虐待防止を図るため、すべての妊婦が、妊娠期から保健師等
の専門職に相談できる機会を設けることにより、妊娠・出産・子育てに関する不安やリスクを早期に把握します。また支援が必要な妊婦
には支援プランを作成するとともに、母子保健サービス等を実施する関係機関と連携し継続的な支援を行うことにより、妊娠期から子
育て期にわたり切れ目のない支援を行っていきます。

所管部 健康部 所管課 健康づくり課

基本政策 Ⅰ 個別施策 4 関係法令等 とうきょうママパパ応援事業実施要綱、利用者支援事業実施要綱

令和２年度の取組・評価

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　出産・子育て応援事業については、より効果的な周知や勧奨方法の検討を行い、面接率の更なる向上と、面接内容
の充実を目指していきます。若年の妊娠、支援者の不在等リスクが高い妊婦の方への支援については、関係機関と連
携し、質の高い支援を引き続き行っていきます。また、研修を継続的に実施し、職員のスキルアップにも取り組んでいき
ます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無 有 評価の可否 評価できる

実績

（１）専門職による妊婦との面接  2,996件
（2）支援プランの作成 2,996件
（3）育児パッケージ（ギフト券）の配布　2,922件
（4）新型コロナウイルス感染症対策としてゆりかごプラスギフトの配布　3,771件

指標

指標名 指標の定義（単位） H30(2018)年度 R元（2019）年度

93.1

R2（2020）年度

1
妊娠届をした妊婦の
うち、面接を受けた割
合

妊娠届出をした妊婦のうち、
専門職との面接を受けた者
の割合（％）

目標値 100.0 100.0 100.0

実績値 91.8 95.2

達成度 91.8 ％ 93.1 ％ 95.2 ％

計画どおり

　出産・子育て応援事業については、保健センター4か所及び健康づくり課の計5か所の窓口で面接を実施しており、
妥当性、効率性とも適切です。また、令和元年度から引き続き面接周知チラシを使った勧奨を行うとともに、全ての妊婦
が看護職との面接を受けられるよう、外出自粛期間からは通常の方法に加え、希望者には電話による面接も行う等の工
夫もしたことで、令和2年度の面接率は令和元年度と比較し2.1ポイント増加しました。
　さらに、新型コロナウイルス感染症対策事業である「ゆりかごプラスギフト」の配布にあわせて妊婦の現況把握を行い、
新型コロナウイルス感染症拡大の影響で実家の協力を得られなくなった等の変化をリスクと捉え、必要な支援につなげ
ました。
　専門職の更なるスキルアップとして、母子保健事業に携わる専門職を対象とした研修会の開催や、あらゆる機会を活
用し、最新情報等の共有も行い、区民のニーズの変化に的確に対応しています。
　これらのことから、総合的に計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 計画事業11「妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の充実」 関連区分 拡充

第二次実行
計画における
取組方針

課題
・

ニーズ等

　高齢出産や家庭内サポートの不足、新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴う実家の協力困難等により、産後の
支援が得られにくく、産後早期から育児不安を感じる産婦が増えているため、その状況を的確に把握し対応することが
必要です。
　また、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援をさらに充実させるために、母子保健部門と子育て部門が情報
を共有し、一体的に支援を行う体制をさらに強化させる必要があります。

当
年
度
の
進
捗

　出産・子育て応援事業については、より効果的な周知や勧奨に引き続き取り組み、全ての妊婦が相談できる機会の提
供と、面接内容の充実に努めます。若年の妊娠、支援者の不在等リスクが高い妊婦の方への支援については、関係機
関と連携し、質の高い支援を引き続き行っていきます。また、研修を継続的に実施し、職員のスキルアップに引き続き取
り組んでいきます。
　また、産後うつ予防、虐待予防を図るため、産後の母子を対象に、医療機関等で母親の身体的回復や心理的な安定
を支援する産後ケア事業（ショートステイ型）を実施します。また、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を更
に充実させるために、母子保健部門と子育て部門が情報を共有し、一体的に支援を行う体制づくりを推進します。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）専門職による妊婦との面接　615件 【3,269件】
（2）支援プランの作成　 　  　　　615件 【3,269件】
（3）育児パッケージ（ギフト券）の配布　203件 【3,269件】
（4）産後ケア事業（ショートステイ型）
　　　実利用人数　20人
　　　利用者アンケートにおいて産後ケア事業利用前に期待していたことが達成できたと回答した割合　100％ 【80％】
（5）子育て世代包括支援センターの設置　10か所 (令和3年4月)
（6）子育て包括支援部会の開催　開催に向けて準備中【2回】

千円 203,156 千円 【特定財源】
子ども・子育て支援交
付金（国）、利用者支援
事業（都）、とうきょうマ
マパパ応援事業費(出
産・子育て応援事業)
（都）

事業経費 48,963

予算現額 52,705 千円 51,973 千円 98,478

事業形態

2018～2020年度 備考

□ 非市場的・選択的サービス

9,269事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □

H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス

事業経費

千円 186,603 千円

一般財源 1,165 千円 717 千円 7,387 千円 千円

特定財源 47,798 千円 47,180 千円 82,356 千円

千円 47,897 千円 89,743

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

177,334 千円

執行率 92.9 ％ 92.2 ％ 91.1 ％ 91.9

円 215,745,723 円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 59,046,773 円 57,443,270 円 99,255,680

円

1,038,572 人

区民一人当たりのコスト 170.4 円 165.3 円 288.1 円 207.7
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課題
・

ニーズ等
―

円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 ― ％

区民一人当たりのコスト 68.4 円 208.1 円 64.4 円 113.8

円 118,225,961

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 23,697,400 円 72,344,760 円 22,183,801

％ 60.0 ％ 79.1

千円 33,471 千円

特定財源 ― 千円 0 千円 0 千円 0 千円

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円

一般財源 ― 千円 21,751 千円 11,720

42,334 千円予算現額 ― 千円 22,786

令和３年度の進捗状況

千円 19,548

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 33,471 千円事業経費 ― 千円 21,751 千円 11,720

95.5

当
年
度
の
進
捗

第二次実行計画
の事業名 ― 関連区分 終了

第二次実行
計画における
取組方針

―
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計画事業評価シート

目標値 80.0

％

実績値 3

目標値 12 12 12

80.0 80.0

実績値 93.0 95.0 98.0

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　「2040年を見据えた新宿区の姿」及び「新宿区人口ビジョン」を新たな研究テーマとして設定し、実務に関連する部署
と連携して研究を行うことで、より実効性のある政策提言ができるよう努めていきます。また、政策課題研究ＰＴを立ち上
げ、5月に新たな研究テーマを設定し、研究を行います。さらに、研究成果や活動内容をより分かりやすく区民に周知し
ていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

　新型コロナウイルス感染症の影響により、長期的な社会経済への影響など、的確に捉えることが難しくなったため、令
和2年度の研究テーマである 「2040年を見据えた新宿区の姿」については、研究を休止しました。また、政策課題研究
ＰＴによる研究や新宿区自治フォーラム2021についても中止しました。このため、評価の対象外とします。
　なお、「第8期介護保険事業計画」の策定や「新宿区子ども・子育て支援事業計画」の見直しなど、庁内の政策立案を
支援するための「住民基本台帳に基づく新宿区将来人口見通し」の推計を行いました。また、「新宿区人口ビジョン」に
ついても改訂版を策定しました。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応）

効率性（費用対効果の適切性） 成果（目的達成に向けた成果）

評価結果

％

実績値

％

3
区の政策立案への支
援件数

達成度 116.3

区民向け自治フォーラムや
職員向け講演会等で、参加
者が「満足」または「ほぼ満
足」と回答した割合（％）

庁内各課からの要望に基づ
いて政策立案のためのデー
タ提供や助言等を行った件
数（件）

12 12 12

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0

％ 122.5

所管部 新宿自治創造研究所担当部 所管課 新宿自治創造研究所担当課

基本政策 Ⅴ 個別施策 2 関係法令等 新宿区新宿自治創造研究所設置規則

2 講演会等の満足度

令和２年度の取組・評価

％ 118.8

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値

指標

有 評価の可否 評価できない

実績

（1）2040年を見据えた新宿区の姿
新型コロナウイルス感染症の影響により休止

（2）新宿区人口ビジョン
研究成果をまとめ、「新宿区人口ビジョン（改訂版）」を策定

（3）政策課題研究ＰＴによる研究
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（4）新宿区自治フォーラム2021
新型コロナウイルス感染症の影響により中止

（5）職員向け講演会等
職員向け研修　3回実施

計画事業 114 ― 新宿自治創造研究所の運営による政策形成能力の向上

　事業概要

　区が直面する課題を的確に把握・分析し、区民ニーズを先取りした新たな政策を打ち出していくため、区職員と学識経験者が連携し
て政策研究と政策提言を行う「新宿自治創造研究所」を運営し、区の政策形成能力を高めます。
　政策立案の基礎となる人口等のデータ分析や、区の中長期的な政策課題にかかる調査研究を行い、研究成果を毎年、レポートや
フォーラムにより発信していきます。また、職員向け研修や庁内各課の要望に基づくデータ提供等を行い、区の政策立案を支援しま
す。

1 研究成果の発信

指標名

3 3 3

指標の定義（単位）

調査研究の成果を、一定水
準のわかりやすいレポート
（冊子、ホームページ公開
等）としてまとめ、発信した回
数（回）

3 1

達成度 100.0 ％ 100.0 ％ 33.3

- 402 -



円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 65.2 ％

区民一人当たりのコスト 106.6 円 100.4 円 93.6 円 100.2

円 104,090,334

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 36,928,883 円 34,902,675 円 32,258,776

61.8 ％ 45.1 ％ 57.3

千円 28,318 千円

特定財源 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 10,710 千円 10,083 千円 7,525

事業経費 10,710 千円 10,083 千円 7,525

予算現額 16,437 千円 16,327 千円 16,688

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 28,318 千円

事
業
分
析

分類 □ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス ■ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円 49,452 千円

令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　新宿自治創造研究所は平成20年4月に発足して以来12年が経過し、これまでの研究の積み重ねの中で研究手法や
研究体制が確立し定着したことから、経常事業として事業を実施していきます。
　引き続き、学識経験者の指導・助言を受けながら、区の政策課題に関する研究と、政策立案の基礎となる人口動向に
関する研究について、研究テーマとして設定し、実務に関連する部署と連携して研究を行うことで、より実効性のある政
策提言ができるよう努めていきます。また、区の政策立案支援や職員の政策形成能力の向上となる取組を行っていきま
す。さらに、研究成果や活動内容をより分かりやすく区民に周知していきます。

課題
・

ニーズ等

　令和元年度の外部評価実施結果を踏まえ、実務に関連するテーマを政策課題として設定し、より実効性のある政策
提言ができるよう努めていく必要があります。また、研究成果や活動内容をより分かりやすく区民に周知していく必要が
あります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

（1）区の政策課題に関する研究【令和4年3月研究所レポート発行予定】
　　令和3年度の研究テーマ「EBPM※の推進に関する研究」
　　※「EBPM」とは、Evidence-based Policy Makingの略で、証拠に基づく政策立案のこと
（2）政策立案の基礎となる人口動向に関する研究【令和4年3月Webレポート公表予定】
     未実施（令和3年11月頃に公表予定の国勢調査における人口等基本集計結果をもとに新宿区のデータを集計
　 し、Webレポートにまとめて公表予定）
（3）政策課題研究ＰＴによる研究
     新型コロナウイルス感染症の影響により休止
（4）新宿区自治フォーラム2022【令和4年3月19日開催予定】
     開催内容の検討
（5）職員の政策形成能力の向上となる取組「職員向け研修」　【全6回、令和3年7月～9月、令和4年2月実施予定】
（6）区の政策立案支援　2件【12件】

当
年
度
の
進
捗
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計画事業評価シート

計画事業 115 ― 特別区のあり方の見直しと自治権の拡充

　事業概要

　都区制度改革や地方分権改革の取組の中で、住民に最も身近な基礎自治体としての特別区が、“自己決定・自己責任”に基づく自
立した行財政運営が行えるよう、特別区長会や全国市長会等を通じ、国や都に対して働きかけていきます。
　都区制度改革に関しては、事務配分や税財政制度等を根本的かつ発展的に検討するため「都区のあり方検討委員会」において協
議を行い、都から区への権限と財源の移譲を着実に進めていきます。このうち、児童相談所については、都と区が連携して円滑な移
管・運営が行えるよう個別に取り組んでいきます。
　地方分権改革に関しては、自治体への権限移譲や義務付け・枠づけの見直し、地方からの提案制度など、地方分権一括法に係る
情報収集等について、国の動向を踏まえ的確に対応するとともに、特別区長会や全国市長会等を通じ、国に働きかけていきます。

1

国・都から区への更
なる権限移譲と適正
な財源移譲の実現状
況

指標名

推進 推進 推進

指標の定義（単位）

基礎自治体としての区が持
つべき権限の国・都からの移
譲及びこれに伴う適正な財
源の移譲

推進 推進

達成度 ― ％ ― ％ ―

指標

無 評価の可否

実績

(1)都区制度改革・地方分権改革の情報収集、地方分権改革に係る地方からの提案募集への対応
①地方分権一括法などの動きを注視し、関連部署への情報提供を実施
②提案募集方式により、区や特別区の実情を踏まえ、支障事例に対する補強意見を提出

（1件：地方に対する規制緩和（医療・福祉分野））
(2）「都区のあり方検討委員会」の協議再開に向けた要望

「都の施策及び予算に関する特別区独自要望(令和2年8月)」等により実施
(3）児童相談所設置に向けた都との検討・協議

①「都の施策及び予算に関する特別区独自要望(令和2年8月)」等により実施
②都と区市町村合同の「東京都児童相談体制等検討会」において検討・協議を実施

所管部 総合政策部 所管課 企画政策課

基本政策 Ⅴ 個別施策 3 関係法令等 「東京の自治のあり方研究会」、地方分権改革関連法案

令和２年度の取組・評価

H30(2018)年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度

目標値

前
年
度
の
評
価

取組方針
（当初予定）

　地方分権及び都区制度改革をめぐる国や都の動向を注視し、国・都への要望提出を行うなど、積極的に自治権拡充
に向けた取組を行います。
　地方分権改革については、区及び特別区の実情を踏まえて、地方からの提案募集方式も活用していきます。
　都区制度改革については、引き続き、「都区のあり方検討委員会」の協議再開を要望していくとともに、児童相談所の
設置・運営が円滑に行えるよう、特別区一体となって検討・協議を進めます。
　また、これらの区の対応については、区民に分かりやすく情報発信し、自治権拡充に向けた区民意識の更なる向上を
図っていきます。

新型コロナウイルス感染症による事業内容の変更の有無

計画どおり

　地方分権改革については、特別区として、提案募集方式を通じて基礎自治体への権限移譲や義務付け・枠付けの見
直し等に係る提案を行い、また、区としても実情を踏まえ、補強意見を提出しました。関係法律の整備に向けた「令和2
年の地方からの提案等に関する対応方針」に反映することができました。
　また、都区制度改革については、特別区長会を通じて都に対し、様々な機会を捉え「都区のあり方検討委員会」の協
議再開を要望しました。さらに、児童相談所の設置・運営が円滑に行えるよう、特別区一体となって検討・協議を進める
など、効果的・効率的に取り組みました。
　以上のことから計画どおりと評価します。

評価

妥当性（執行体制、事業手法の適切性） 適切 有効性（区民ニーズ、地域課題への対応） 適切

効率性（費用対効果の適切性） 適切 成果（目的達成に向けた成果） 上げている

評価結果

％

実績値 推進
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令和３年度の進捗状況
第二次実行計画

の事業名 ― 関連区分 経常事業化

第二次実行
計画における
取組方針

　国や都への働き掛けを継続して行っていく必要があることから、今後は経常事業により実施します。
　地方分権改革については、地方分権改革関連法案などの動きを注視するとともに、基礎自治体への権限移譲や義
務付け・枠付けの見直し等に関する検討状況を把握し、関係部署へ情報提供を行うなど、適切に対応していきます。
　都区制度改革については、事務配分や税財政制度等を根本的かつ発展的に検討するため、「都区のあり方検討委
員会」の協議再開に向け、引き続き意見・要望の提出等を行います。また、児童相談所の設置・運営が円滑に行えるよ
う、特別区一体となって検討・協議を進めます。

事
業
分
析

分類 ■ 非市場的・必需的サービス □ 市場的・必需的サービス □ 市場的・選択的サービス □

事業経費
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度 備考

千円 ― 千円予算現額 ― 千円 ― 千円 ―

事業形態
非市場的・選択的サービス

千円 ― 千円

一般財源 ― 千円 ― 千円 ―

事業経費 ― 千円 ― 千円 ―

― ％ ― ％ ―

千円 ― 千円

特定財源 ― 千円 ― 千円 ― 千円 ― 千円

新宿区の人口 346,425 人 347,570 人 344,577 人

行政コスト 5,042,000 円 4,773,000 円 4,756,500

円

1,038,572 人

円

％

単位当たりのコスト
H30（2018）年度 R元（2019）年度 R2（2020）年度 2018～2020年度

執行率 ― ％

区民一人当たりのコスト 14.6 円 13.7 円 13.8 円 14.0

円 14,571,500

課題
・

ニーズ等

　地方分権改革については、基礎自治体への権限移譲や義務付け・枠付けの見直し等に関する検討を進めるため、
令和3年3月に閣議決定された第11次地方分権一括法案に基づく法令改正等について、迅速な情報収集に努め、関
係部署への情報提供等、適切に対応していく必要があります。また、提案募集方式のさらなる積極的な活用に向けて
庁内の理解を進める必要があります。
　都区制度改革については、都区制度改革の趣旨を踏まえた事務配分や税財政制度等の検討を進める必要がありま
す。また、児童相談所の設置に向けては、既設の他区の運営状況を注視し、都区協議を進めるとともに、引き続き、都と
の連携体制や人材確保・育成、その他の事務配分の見直し等について特別区一体となって検討・協議を進める必要が
あります。

令和3年度
進捗状況

（6月末時点）

(1)都区制度改革・地方分権改革の情報収集、地方分権改革に係る地方からの提案募集への対応
　  ①地方分権一括法などの動きを注視し、関連部署への情報提供を実施（令和3年6月）
　  ②提案募集方式により、区や特別区の実情を踏まえ、支障事例に対する補強意見を提出
　  　（1件：地方に対する規制緩和（消防・防災・安全分野））
(2）「都区のあり方検討委員会」の協議再開に向けた要望
　　「都の施策及び予算に関する特別区独自要望」【令和3年8月頃実施予定】
(3）児童相談所設置に向けた都との検討・協議
　　①「都の施策及び予算に関する特別区独自要望」【令和3年8月頃実施予定】
　　②都と区市町村合同の「東京都児童相談体制等検討会」における検討・協議【実施時期未定】

当
年
度
の
進
捗
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